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本論文の要約 

 

本研究では，東日本大震災における原子力災害後の避難者のストレスとそ

の経年変化，および規程因を明らかにすることを第 1 の目的とした。第 2 に

避難者のソーシャルキャピタル（以下，SC と記載）に着目し，避難者支援の

観点からストレスと SC の関係について検討した。第 3 に，支援者とメディ

アの視点から避難者の心理社会的支援について明らかにし，避難者支援とメ

ディアに関して新たな視座を得ることを目的とした。支援者という主体をで

きるだけ幅広く捉え，ソーシャルサポートとともに，自治体や国，専門家，

メディアを通じた支援について検討した。とくに支援者とメディアの機能に

着目して避難者の視点から探った。 

原子力災害と一般的自然災害には人的・物的喪失のありかた，心理的受

容，コミュニティの凝集性，様々なタイプのスティグマ，メディアの影響な

ど数多くの点で大きな相違が存在し，その影響はうつ病やアルコール乱用と

いった慢性的な精神障害，自殺さえも引き起こしている可能性がある

（Maeda, Oe, & Suzuki，2018）。加えて，原子力災害後の持続的な精神的問題

は，実際の被ばくがなくてもいわば心理的に被ばくした多数の人に生じ爆心

地からの距離などによって地区を区切られてしまうことが多いが，不安に境

界はなく地区割りはその外側にいる人々への情報提供の脱落，住民心理とし

ての，見捨てられ感，不信感を生じさせる（金，2011）。原子力災害はそれ

自体が強い恐怖と不安を人々に引き起こし，政府や専門家への，あるいは彼

らが提供する情報への信頼性を揺るがすような状況が生まれやすい（氏家，

2019）。 

避難者支援に関しては，避難者の心身の不調や適応上の問題に加え，家族

や組織，コミュニティのような個人を取り巻く環境の問題が複雑かつ密接に
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関連するため，中長期的な支援が必要であり，時期のニーズに応じた支援が

求められる（狐塚，2019）。   

一方，本研究で扱う SC に関して Aldrich（2012 石田・藤澤訳 2015）は，

多くの震災被災者が心の復興を成し遂げるには，地域の社会的なつながりが

不可欠で，地域における人々のつながりや信頼関係が SC であり，コンピュ

ータにたとえると社会資本がハードウエアなら，SC はソフトウエアであると

述べている。岩手県と宮城県の津波の避難者 10 人の心の回復を追った研究で

は，SC に関連して家族や身近な人が心の回復の鍵となった（酒井・渥美，

2019）。メディアの影響や支援に関して松井他（1996）は，災害で家族を亡

くした遺族の調査や研究をレビューして，マスメディアは災害を社会全体に

周知させて関心を惹起し，援助物資や義援金を集める助けになった。情緒的

な報道は社会全体で災害を分与し遺族の悲嘆を軽減する機能も果たしたと指

摘した。 

以上のことから，本論文では第 1 章と第 2 章でこれまでの原子力災害によ

る心理的影響，ストレス，問題や不安，支援や支援者の先行研究について概

観する。第 3 章ではメディア研究に着目して，東日本大震災後にどのような

研究が展開されたかを概観する。第 4 章で本研究の目的と概要を整理し，第

5 章（研究 1），第 6 章（研究 2）では，福島県から新潟県への避難者を対象

に質問紙調査を行い，ストレスとその規程因，避難者のコーピングについて

明らかにする。第 7 章（研究 3）では，SC の視点から京都府の避難者にイン

タビューを行い個別の避難者の現状を明らかにする。第 8 章（研究 4）では

京都府への避難者の質問紙調査で，支援者と避難者の問題・不安，避難者の

SC，および避難生活の受けとめについて検討する。第 9 章（研究 5）では，

インターネット調査会社を通じて当時福島県在住で,現在は全国に居住する原

子力災害の避難者・避難経験者・避難未経験者を対象に質問紙調査を行う。

原子力災害の避難者のストレスと不安の様相，自治体，メディア等による影
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響と支援，および効果について検討し，あわせて避難者・避難経験者・避難

未経験者のストレスやストレスの規程因について比較検討を行う。 

研究 1 は，東日本大震災による原子力災害の影響で，福島県から隣接する

新潟県に避難した人々が震災から２年後にどのような心理的な影響を受けて

いるかを明らかにすることを目的として質問紙調査を行った。その結果，研

究 1 では本研究が対象とした新潟県の避難者は精神的なストレスが高く，経

済的な生活苦，睡眠の悪化，放射線への不安が高かった。心理的負担感は女

性が男性より高く，年代別では 30 代以下と 60 代で高かった（n=126）。 

新潟県長岡市と隣接する柏崎市の避難者（n=175）を対象とした研究 2 で

は，同市の避難者を対象に質問紙調査を行った。その結果，本研究で対象と

した避難者の K6 は自分の病気，借金，生活費の不安がある人，原発事故や

放射能の不安を抱える避難者で高かった。子どもが放射線の影響を受けてい

ないかどうかを心配する親の不安についても議論を行った。ハイリスク率

（cut-off point 13 点以上）は，25.1％であった。K6 は, Kessler et al.(2002)

によってうつ病・不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的

として開発され，一般住民を対象とした調査において心理的ストレスを含む

何らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く利用されている（厚生労

働省，2018）。本研究で対象とした避難者がストレスに対処するコーピング

としては，保健師やカウンセラーなど専門家に相談する等の「専門的コーピ

ング」のほか，飲酒・パチンコ等の「回避的コーピング」，よく眠るように

した等の「食欲睡眠コーピング」もとられた。 

研究 3 では，震災から約 7 年後に，SC の視点から原子力災害のため避難生

活を続ける京都府の避難者の現状を明らかにすることを目的として，半構造

化面接により避難者の事例研究を行った。本研究で対象とした 4 人の避難者

は，いずれも原発事故や避難等によって SC を喪失したり，低下させたりし

ており，うち 3 人はストレスが高かったが，避難先で家族，地域の人，仕事
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仲間等との関係を新たに築き SC を獲得していた。一方で，SC の一部である

国や電力会社への信頼感は失われた状態が継続していた。大規模災害では，

避難者が避難の行動や避難先において SC を喪失する，あるいは獲得すると

いう視点も踏まえたうえで行政などは支援を行う必要があると考えられた。 

研究 4 は，震災から約 7 年後，京都府の避難者のストレスと自治体による

支援，直面する問題について明らかにすることを目的として，質問紙調査を

行った（n=75）。本研究で対象とした避難者の K6 は，「１人暮らし」や

「無職・年金なし」の人で有意に高く，避難者の SC が関連したと考えられ

た。K6 の高リスク率は 20.8％であった。避難者の問題・不安は，「将来の

不安」が最も強く，次いで「経済的問題」，「子どもの健康不安」であっ

た。「支援を受けた相手」は「家族」，「京都府・京都市など自治体」，

「避難先の地域の人」の順であった。避難者の K6 は避難者の抱える問題・

不安の得点と有意な正の相関があり，支援者の得点とは負の相関があった。

また，質問紙の自由記述（n=38）について SCAT により分析した。その結

果，避難に対する無理解や不信感など「現在の問題」，将来が見えないなど

「将来の不安」，「避難生活の受容」にまとめられ，自治体等の支援が引き

続き必要とされていた。本研究で対象とした避難者は，避難への理解が得ら

れないこと，家族の問題を抱え将来が見えないという問題に直面していた

が，一部は子どもの成長や地域の人に助けられ，避難生活を「受容」してい

る人もいたと考えられた。 

研究 5 は，約 8 年後に原子力災害の避難者・避難経験者・避難未経験者の

ストレス，問題・不安，支援と支援者の存在，メディアの影響について明ら

かにすることを目的としてインターネットを通じた質問紙調査を実施した

（N=1,104）。K6 のハイリスク率は，避難者（16.9％）と避難経験者

（15.1％）が，避難未経験者と比較して 1％水準で高かった。避難先として

は県内であるか，県外であるかよる有意差はなかった。問題・不安（10 項
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目）については,因子分析の結果，経済的問題などの「生活不安」と放射線の

影響に関連する「スティグマへの不安」の 2 因子が抽出された。支援に関し

ては，直接的支援の「ソーシャルサポート」と情報の提供等の間接的な支援

を行う「メディアを通じたサポート」の 2 因子に分かれた。専門家や国など

が情報やメッセージなどを避難者に伝えることにより，支援につながる可能

性が見いだされた。 

メディアによる支援は「個人への効果と影響」と「社会に働きかける力」

の 2 因子が抽出され，前者はメディアから情報を受けて自分や家族の問題解

決ができること，ドラマや音楽などの番組でつらさを忘れることであった。

後者はメディアによって社会全体が震災や原発事故，福島の復興，避難者へ

の理解が進むこと，および継続的な報道による力づけがあった。メディアに

よる影響の否定的側面としては，避難者につらいことを思い出させる等の

「否定的態度」が見いだされた。 

本研究の意義は次の通り８点である。 

第 1 に避難者のストレスの経年変化について検討した結果，時間の経過と

ともに下がる傾向がみられたが，震災から 8 年を経過しても依然としてスト

レスが高かった。一部の避難者には PTSD 関連症状が残存している可能性が

あった。 

第 2 に，避難経験者は避難者と同様にストレスが高い状況にあり，PTSD

関連症状のある人が一定の割合で残されている可能性があった。避難生活を

終えてもとの住居等に戻った避難経験者についても引き続き支援が必要とな

る可能性が示された。 

第 3 に原子力災害の避難者の問題・不安については「生活不安」と「ステ

ィグマへの不安」の 2 因子にまとめられた。放射線の身体への影響を不安に

感じる心理は，自分だけでなく子どもや孫にも及んでおり，これに伴って差
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別されるのではないかというスティグマへの不安が強く感じられていた。

「スティグマへの不安」が放射線に関連していることを実証した。 

第 4 に SC の視点から避難者のストレスについて検討した。家族が別々に

暮らすこと，震災当時の知人・友人，近所の人など，人間関係の喪失があっ

たこと，原発事故をめぐっては避難者の，国や電力会社への信頼感の喪失が

あったことを，SC という概念により説明した。 

第 5 に避難者の視点から支援と支援者について検討した。その結果，避難

者にとって家族がもっとも重要な支援者であり，家族のいない人にとっては

知人・友人，地域の人，自治体が重要な支援者となった。支援者となり得る

人とのつながりのあることが避難者支援において重要であり，それらをいか

につくるか，関係をいかに構築し維持するかという視点を提供した。 

第 6 に「メディアを通じたサポート」という新しい概念を提示した。家族

などから直接受けるソーシャルサポートという多く研究されている支援とは

別に，支援者は家族だけでなく国やメディア，心理専門家などの複数の存在

がメディアを通じて情報やメッセージを発信し，支援者となり得ることを本

研究で示した。メディアを通じて重要な情報が提供されること，つらい日常

を忘れさせてくれるという点で，支援者や支援と受け止められていた。 

第 7 にはメディアのマイナス面の心理的影響についても実証的に示した。

避難者にメディアに対しての不信感があること，つらい記憶を呼び覚ますと

いう点で，メディアは負の影響があった。 

第 8 に本研究で「避難生活の受容」という概念が示された。避難者が家族

や地域の人との関係の中で，現状を受け入れて前向きに生きようという気持

ちが本研究により示されたことは心の回復と関連するものであり意義がある

と考えられた。                      以上 

 



viii 

 

目 次 

 

本論文の要約 

 

第１部 理論的検討 

序章  東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故 ･････････ 2 

第１章 問題の所在 ･････････････････････････････････････････････ 4 

１．１ 東京電力福島第一原子力発電所事故が避難者に与えた影響･････ 4 

１．２ スリーマイル島原発事故とチェルノブイリ原発事故 ･････････ 7 

 

第２章 東日本大震災による原子力発電所事故後の避難者に関する先行研究 

    ～避難者のストレスと支援の視点から～ 

２．１ 先行研究の概観 ･･･････････････････････････････････････   10 

２．２ 避難者の心の回復とソーシャルキャピタル  ･･････････････  19 

２．３ 避難者と自治体支援  ･･････････････････････････････････  22 

２．４ 避難者と心理社会的支援，ソーシャルサポート ････････････ 25 

２．５ ストレスコーピング   ･････････････････････････････････ 27 

２．６ 先行研究のまとめ  ･･････････････････････････････････････ 28 

 

第３章 東日本大震災に関連したメディアの先行研究 

３．１ 東日本大震災後のメディア研究の概観 ･･･････････････････  29 

３．２ 東日本大震災のメディア研究の特徴 ･･････････････････････ 32 

３．３ 先行研究のまとめ････････････････････････････････････････ 38 

 

 

 



ix 

 

 

 

第４章 本研究の目的  

４．１ 本研究の目的････････････････････････････････････････････ 40 

４．２ 本研究の構成････････････････････････････････････････････ 42 

 

第２部 実証的研究 

第５章 福島第一原子力発電所事故による新潟県への避難者のストレス 

（研究１） 

５．１ 目的･･････････････････････････････････････････････････  47 

５．２ 方法･･･････････････････････････････････････････････････ 48 

５．３ 結果･･････････････････････････････････････････････････  49 

５．４ 考察･･････････････････････････････････････････････････  54 

 

第６章 福島第一原子力発電所事故による新潟県長岡市・柏崎市の避難者の 

ストレスとストレスコーピング（研究２） 

６．１ 目的･･････････････････････････････････････････････････ 57 

６．２ 方法･･････････････････････････････････････････････････ 58 

６．３ 結果･･････････････････････････････････････････････････ 61 

６．４ 考察･･････････････････････････････････････････････････ 71 

 

 

 

 

 

 



x 

 

 

 

第 7 章 原子力災害の避難者におけるソーシャルキャピタル（SC）の 

喪失と獲得（研究３） 

７．１ 目的･･････････････････････････････････････････････････ 74 

７．２ 方法･･････････････････････････････････････････････････ 75 

７．３ 事例･･････････････････････････････････････････････････ 78 

７．４ 結果･･････････････････････････････････････････････････ 84 

７．５ 考察･･････････････････････････････････････････････････ 86 

 

第８章 原子力災害後の避難者のストレスと支援（研究４） 

８．１ 目的 ････････････････････････････････････････････････ 89 

８．２ 予備調査 ････････････････････････････････････････････ 90 

８．３ 方法 ････････････････････････････････････････････････ 90 

８．４ 結果 ････････････････････････････････････････････････ 92 

８．５ 目的（目的３）････････････････････････････････････････ 99 

８．６ 方法 ････････････････････････････････････････････････ 99 

８．７ 結果 ･･･････････････････････････････････････････････ 100 

８．８ 考察  ･････････････････････････････････････････････ 106 

 

 

 

 

 

 

 



xi 

 

 

 

第９章 原子力災害後の避難者のストレスと支援および支援者 

～自治体・メディアの影響と支援～（研究５） 

９．１ 目的･･････････････････････････････････････････････････ 110 

９．２ 方法･･････････････････････････････････････････････････ 111 

９．３ 結果･･････････････････････････････････････････････････ 116 

９．４ 考察･･････････････････････････････････････････････････ 136 

 

 

第３部 総括的結論 

 

第 10 章 総合的考察と本研究の意義 

10．１ 本研究のまとめ････････････････････････････････････････ 145 

10．２ 避難者のストレスと規程因，および経年変化･･････････････ 148 

10．３ 原子力災害の避難者と SC，支援と支援者の存在･･･････････ 153 

10．４ 本研究の意義･･････････････････････････････････････････ 158 

10．５ 本研究の限界と今後の課題･･････････････････････････････ 163 

 

文献･･････････････････････････････････････････････････････････ 170 

 

学術論文（主論文関連）････････････････････････････････････････ 185 

 

 

 

 



1 

 

 

 

 

第１部 理論的検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

第１部 理論的検討 

 

序章 東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故 

 

東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所の事故から，2021 年（令

和 3 年）3 月 11 日で 10 年となった。新聞社の世論調査によると，平成時代の

30 年間を象徴する国内の出来事として最も多くの人が挙げたのが東日本大震

災（85％）で，これに伴って起きた東京電力福島第一原子力発電所事故が第 5

位（59％）であった。同調査では，社会に大きな影響を与えた出来事としても，

原発事故が第 4 位となった（読売新聞，2018）。 

2011 年（平成 23 年）3 月 11 日午後 2 時 46 分，三陸沖を震源とするマグニ

チュード 9.0 の地震が発生した。震度は宮城県栗原市で震度 7，宮城県・福島

県・茨城県・栃木県で震度 6 強を記録したほか，東日本を中心に北海道から九

州にかけて広い範囲で震度 6 弱から 1 を観測した。国内観測史上最大規模の

地震であった（気象庁，2012）。この地震による災害は，東日本大震災と呼ぶ

ことが 2011 年（平成 23 年）4 月に閣議決定された（気象庁，2012）。避難者

数は震災発生後 3 日目に 45 万人を超え，阪神・淡路大震災の 30 万人を上回っ

た（国土交通省，2012）。 

巨大地震による大津波で，原子力発電所事故自体の電源喪失によって冷却能

力が失われ，3 月 12 日に 1 号機が，14 日に 3 号機がそれぞれ水素爆発を起こ

し，大量の放射能漏れが発生した（澤田，2012）。政府の長期予想では，明治

三陸沖地震のような津波地震が日本海溝沿いのどこでも発生する可能性があ

るとしていたが，東京電力は明治三陸沖地震のような津波地震が起きた場合，

福島第一原発における津波の高さを最大 15 メートルと試算していたにもかか

わらず，その可能性自体は低いと考えていた（佐竹・堀，2012）。 
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引き続き起こった原発事故によって，多くの人が居住地を強制的あるいは，

放射線等による影響を心配して自主的に避難した。放射性物質の飛散と避難の

実態について，畑村・安部・淵上(2013)によると，放射性物質の飛散方向の予

測が避難住民には伝達されず，福島県の住民は放射性物質がどちらにどれほど

放出されたか知らないまま避難することとなった。 

福島県の避難者は，県内だけでなく東京，新潟，埼玉など関東甲信越地方，

宮城，山形，秋田などの東北地方，さらに南は沖縄，北は北海道まで全国の都

道府県で避難生活を送った（国土交通省，2012）。福島県の避難者数は，翌年

の 2012 年 5 月に県内外で 16 万 5,000 人にのぼった。2019 年 1 月末もしくは

2 月 1 日現在で，福島県の 13 市町村で把握されている避難者は約 5 万 2,000

人であった（日本経済新聞，2019）。避難は人口減少にも拍車をかけた。丸山・

吉次（2016）によると，2010 年～2015 年の総人口の増加率が，福島県は-5.7％

であり，震災後に人口減少傾向が強まり少子高齢化の進行を早める結果となっ

た。また，原発事故の被災者は福島県だけで 100 万人を越え，岩手県や宮城県，

栃木県，茨城県，千葉県，東京都などの広い範囲に及んだ（氏家，2019）。 

この原発事故は，国際原子力事象評価尺度でレベル 7 という極めて深刻な

事故であった（東京電力福島原子力発電所事故調査委員会，2012）。アメリカ

のスリーマイル島の放射能漏れ事故（レベル 5）を上回り，1986 年に旧ソ連で

起きたチェルノブイリ原子力発電所の事故と並び，世界史的にも過去最悪の原

発事故となった（Hippel，2011）。 
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第１章 問題の所在 

 

本章では，本研究を展開する上で前提となる問題の所在について述べる。

まず，福島第一原子力発電所事故が避難者にもたらした原子力災害特有の心

理的影響や現象，続いてアメリカのスリーマイル島原発事故（Three Mile 

Island 以下，TMI 事故と記載）と旧ソ連のウクライナで起きたチェルノブイ

リ原発事故の避難者についての先行研究から概観する。 

 

１．１ 東京電力福島第一原子力発電所事故が避難者に与えた影響 

  

福島第一原子力発電所の事故では，原発事故に特有の心理的影響に着目した

検討が行われており，それらの研究を概観する。 

Maeda et al.（2018）は，「原子力災害と一般的自然災害には，人的・物的喪

失のありかた，心理的受容，コミュニティの凝集性，様々なタイプのスティグ

マ，メディアの影響など数多くの点で大きな相違があり，その影響は心理的外

傷反応にとどまらず，うつ病やアルコール乱用といった慢性的な精神障害，自

殺といった自己破壊的行動さえも引き起こしている可能性がある」と述べた。

加えて，原子力災害後の持続的な精神的問題は，実際の被ばくがなくても，い

わば心理的に被ばくした多数の人に生じており，爆心地から距離などによって

地区を区切られてしまうことが多いが，不安に境界はなく，地区割りはその外

側にいる人々への情報提供の脱落，住民心理としての，見捨てられ感，不信感

を生じさせる（金，2011）。 

福島第一原発の事故では，事故による放射線の影響を避けるため避難を行う

区域（避難指示区域）が政府から示され，それにより地区割りが行われた。強

制避難の地区や避難を求められない地区などに分けて線引きがなされた。一方，
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強制避難が求められない地区でも放射線レベルが高くなったため，福島県や周

辺に住む住民は，放射線の影響が子どもや家族，自分の身体に及ぶかどうか，

避難するかどうか自主的に判断を迫られる問題も起きた。 

さらに原子力災害はそれ自体が強い恐怖と不安を人々に引き起こし，政府や

専門家への，あるいは彼らが提供する情報への信頼性を揺るがすという問題も

起きた（氏家，2019）。情報の信頼性の問題に関して事例をあげると，避難の

地区割りは，福島第一原発事故では避難指示区域が 3 キロ圏，10 キロ圏，20

キロ圏と繰り返し拡大され避難が求められる地区が何度も変更される，原発事

故の説明がたびたび変更される．避難者は複数回の避難を強いられる，という

問題が起き，政府や福島県，東京電力などは適切に対応できなかった（東京電

力福島原子力発電所事故調査委員会,2012）。辻内（2018）は 2017 年 1 月から

2 月に避難者の子どもに関するいじめ問題についての実態調査を行い 782 人か

ら回答を得た。回答の自由記述 123 件を KJ 法によって分析した結果，135 の

内容が抽出され，いじめが生まれる背景として，親・教育者の悪影響と並んで，

避難者に対する無理解があった。田並（2018）は，2016 年 11 月から 12 月に

実施した岡山県の避難者への調査から，避難することを理解されず，非難され

た経験をもつ人が半数にのぼり，新たな人間関係が形成された一方で，新たに

親しくなった人がいない，人に会いたくない，外出したくないという孤立傾向

を示す人が 2 割程度いた。 

避難に伴う家族崩壊の問題も起きた。和田・西川・中西（2015）は，福島県

浪江町の全世帯を対象に調査を行い，震災前後では 4 人以上の世帯が減少，単

身世帯と 2 人の世帯，無職の世帯が著しく増加したと述べた。復興庁（2014）

によると，震災を通じて家族が離散したのは全体の 3 割近くで 3 世代以上の

大規模家族において離散する傾向が高かったほか，福島県から自主的に避難し

た避難者の多くが，放射線の影響を心配した母親と子どもであった（Tomoyasu, 

Kimura, Mashima ,& Kazama，2015）。福島への帰還の意志について全体の 7 割
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近くが帰還を希望したが，34 歳以下では 46.0％が「戻る気はない」と回答し

た。県外避難者では無職となった人が大幅に増加した。県外避難者が福島への

帰還を希望しない理由として「放射能に対する不安があるから」，「原子力発電

所の安全性に不安があるから」が多くあげられた（復興庁，2014）。 

福島第一原発事故による避難では，情報の伝達や避難をめぐって混乱が起き

た。東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（2012）によると，原発事故に

よって福島第一原子力発電所周辺に住む市町村の住民の多くが，「事故情報が

なく着のみ着のままの避難」しており「原発事故だと思わなかった」という住

民もいた。また，移動中の自動車の中で原発事故を知ったため，貴重品を持ち

出せず自宅が盗難にあった住民や，当初は原発事故を知らずに同じ市町村で避

難していたが，もっと遠くまで避難すればよかったと残念に思う住民もいた。

住民の最大の関心事は放射線の健康への影響であったが，政府や福島県の健康

影響の説明は不十分，曖昧で多くの住民を混乱させたほか，住民は避難指示が

出るまで事故について知らず的確な情報を伴った避難指示を受けなかったと

いう問題が起きた（東京電力福島原子力発電所事故調査委員会,2012）。 

福島第一原子力発電所周辺の住民への調査（双葉町 982 人，大熊町 199 人，

富岡町 1353 人，浪江町 1500 人等）では，20％を超える住民が 6 回以上避難し

た（東京電力福島原子力発電所事故調査委員会，2012）。また，丹波（2012）

は，2011 年 9 月に原発周辺の双葉郡 8 町村の全住民を対象に調査を行い，避

難の回数は「3～4 回」が 47.2％，「5 回」が 35.6％と，繰り返し避難すること

になったと報告した。 

以上のように，避難者の問題は，避難者の不安とは別に，原子力災害による

避難による避難先での仕事や収入，住宅の確保，もとの住宅や田畑などの維持，

東京電力に求める補償の手続き，子どもや孫の教育や学校，親の避難や介護な

どさまざまな問題に直面した。 
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原発事故特有の社会経済的な問題や情報,避難をめぐって避難者の混乱の問

題が提起され，さまざまな調査研究が行われた。しかし，避難者の視点からこ

うした問題と不安について，全体を捉えた研究の蓄積は現段階では乏しいとみ

ることができる。 

 

１．２ スリーマイル島原発事故とチェルノブイリ原発事故 

 

世界的にみて多数の避難者を出した原子力災害としては，1979 年アメリカ・

スリーマイル島の原子力発電所事故（以下，TMI 事故と略記）と旧ソ連で起き

た 1986 年のチェルノブイリ原子力発電所事故がよく知られている。これらの

事故では，放射線によるストレスや心理的影響について重要な知見が得られて

いる。 

アメリカ・ペンシルベニア州の TMI 事故では，周辺の住民約 15 万人が避難

した（The President’s Commission,1979 ハイライフ出版部訳,1980）。周辺住民

のうちとくに母親や原発の近くの住民などのストレスについて概観する。 

当局は，TMI 事故について住民が放射能を浴びたかどうかや，その程度につ

いて示すことができなかった（The President’s Commission,1979 ハイライフ出

版部訳,1980）。このため住民の不信とストレスが高まり，原子炉に最も近い住

民，若年層や女性，とくに学童期前の子どもを持つ女性に高いストレス反応が

みられた（Dougall ＆  Baum, 2007）。The President’s Commission（1979 ハイラ

イフ出版部訳 1980）もスリーマイル島から 5 マイル以内に住む住民，就学前

の児童がいる家庭で一時的に精神的ストレスが高まったほか，母親の不安神経

症・うつ病の発症・有病率が大幅に上がり，原子炉再開後，苦痛が急激に増加

したと報告した。Dew et al.（1987）や Bromet et al. (1990)は, 約 6 年後の原発

再稼働時子どもを持つ母親の精神的健康について調査を行い，原発からの距離
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が近いほど，放射線に対する危険の認識が強いほど，友人によるソーシャルサ

ポートの少ないほど,精神的健康が悪化したと報告した。また，Erikson（1990）

によると，TMI 事故の避難行動では州知事が妊婦や子どもなど 3,500 人に避

難を勧めたが,実際には 20 万人を越える人々が避難行動をとった。原発事故

による放射線や放射能による汚染の不安は，人類にとっては経験のない脅威と

なった。原子力災害は，台風や大雨，地震による一般の自然災害とは異なり，

特有の放射線による汚染や健康への影響が将来にわたって起こることが予想

され，避難者には避難に伴う住宅等の問題や将来にわたる健康不安を引き起こ

す（Maeda et al.,2018）。多くの場合，住民が原子力災害や放射線の脅威にさら

される経験ははじめてのこと（Speckhard，2006）であり，TMI 事故，チェルノ

ブイリ原発事故と並んで，福島第一原発事故の避難者にとっても経験のない脅

威と考えられた。 

旧ソ連のチェルノブイリ原発事故では,発電所周辺の半径 30 キロメートル

以内の住民 13 万 5,000 人が避難した（北村・染谷，2012）。被災者には極度の

ストレスや不安感，医学的に説明できない身体症状の報告が相次ぎ，一般住民

の 精 神 衛 生 や 安 定 し た 生 活 に 深 刻 な 影 響 を 与 え た （ Tonnessen  & 

Weisath,2007）。柴田・太田・本田（2004）は，事故でキエフ市に避難した 15

歳から 45 歳の女性 1,558 人と以前から住んでいた同年代の女性 1,931 人につ

いて，General Health Questionnaire12 項目版(以下、GHQ-12 と記載 福西，1990；

本田・柴田・中根，2001)と不安-抑うつ尺度を用いて精神的健康状態の調査を

行った。その結果，それぞれ高得点者（総得点が 4 点以上）は避難者 18.2％

と住民 8.2％で，避難者のほうが有意に高かった。チェルノブイリ原発事故か

ら 6 年後，ベラルーシやロシアでは，被災住民，および被災していない住民に

ついても事故の影響による精神的健康の問題が高い割合でみられ，ベラルーシ

のゴメル地区では，とくに 18 歳以下の子どもをもつ母親に顕著にメンタルヘ

ルスの不調がみられた。（Havenaar et al., 1996, 1997）。また，事故から 6 年
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後，ロシア西端の汚染地区ブリャンスクの住民への調査では，GHQ-12 の有病

率は女性で高く，配偶者がいないこと，経済的困難，自分が健康でないこと，

今後の不確実性が影響した（Viinamäki et al.，1995)。Bromet（2011）は，これ

まで行ってきた TMI 事故やチェルノブイリ原発事故の避難者への調査を踏ま

えて，避難者の健康不安，偏見を受けることへの不安，政府や電力会社への怒

り，政府などへの不信感が避難者の精神的健康を悪化させたと述べた。チェル

ノブイリ原発事故の避難者の心理については，過去のトラウマ症状だけでなく，

逃れようのない，命に関わる問題が将来起きるかもしれないと想像し，絶えず

脳裏に侵入して再体験をしており，将来に向けての不安である「フラッシュフ

ォワード」というべき過覚醒に似た苦痛と興奮を覚えると指摘され た

（Speckhard，2006）。 

  過去 2 回の原子力災害では，子どもを持つ母親のストレスが高くなること，

原発の周辺住民や女性のストレスが高くなること，ソーシャルサポートの欠如

が精神的健康を悪化させる点が示された。また，政府の情報やメディアからの

情報に対する不信感（The President’s Commission,1979 ハイライフ出版部

訳,1980；Speckhard，2006；Bromet,2011）が避難者のストレスを悪化させる

点についても示された。しかし，避難者への支援と支援者についての研究は見

られないことが課題として残されている。 
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第２章 東日本大震災による原子力発電所事故後の避難者に関する先行研究 

～避難者のストレスと支援の視点から～ 

 

２．１ 先行研究の概観 

 

東日本大震災による原子力災害では，避難者の不安に着目して多くの研究が

行われており，とくに精神的健康度を測定する K6 を使用した研究が多くなさ

れた。そのため，K6 を使用した研究から概観する。 

K6 は, Kessler et al.(2002)によってうつ病・不安障害などの精神疾患をスク

リーニングすることを目的として開発され，一般住民を対象とした調査で心理

的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く利用さ

れている（厚生労働省，2018）。日本語版は，古川・大野・宇田・中根（2002）

が作成した。日本やオーストラリアで検証が行われ，ストレス尺度として有効

性が示されている（ Furukawa, Kessler, Andrews,& Slade,2003; Furukawa, et 

al.,2008）。日本語版 K6 は抑うつのスクリーニングとして広く使用されており，

調査項目としては「神経過敏に感じましたか」，「絶望的だと感じましたか」，

「そわそわ，落ち着かなく感じましたか」，「気分が沈み込んで，何が起こって

も気が晴れないように感じましたか」，「何をするのも骨折りだと感じました

か」，「自分は価値のない人間だと感じましたか」の 6 つの質問について 5 件法

（「まったくない」（0 点），「少しだけ」（1 点），「ときどき」（2 点），「たいて

い」（3 点），「いつも」（4 点））で行い合計点を点数化する。合計点数が高いほ

ど精神的な問題がより重い可能性があるとされる（厚生労働省，2018）。項目

を第 6 章 Table6-1．に示した。過去の研究で，うつ病性障害や不安障害の外

的基準として 15 点以上をカットオフとする研究（古川他，2002）もあるが，
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以下に示すように東日本大震災の避難者や被災者に関して 13 点以上を高リス

クのカットオフとする研究（福島県，2020）が多く報告されており，災害時に

対して，通常時の日本国内では，高リスク 13 点以上を示す人の割合は 3%ほど

とされる（川上，2006）。このため本論文では，13 点以上をカットオフとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure2-1. 福島県 13 市町村の住民における K6 の高リスク割合の変化 

（福島県，2020,p④-13,図 22）。 
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Figure2-2. H30 年 福島県 13 市町村の住民における年代別 K6 高リスク割合 

（福島県，2020,p④-14,図 24）。 

Figure2-3. H30 年 福島県 13 市町村の住民における居住地別 K6 高リスク割合 

（福島県，2020,p④-14,図 25）。 
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Figure2-４. 避難指示区域の概念図（2015 年 3 月 31 日現在） 

（資源エネルギー庁,2015,p56,第 123-1-1）。 

（エネルギー白書 2015）  
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成・牛島・松谷・坂口（2015）は，震災から 2 年後，福島県中通りの 9 市町

30 歳から 34 歳の母親を対象に調査を行い，K6 得点の 13 点以上の割合が 7.5％

で，「生活において助けとなる人の数」が 3 人以下のネットワークが少ない母

親は K6 の高リスクの割合が 11.8％と高かったと報告した。 

震災から 5 年後の京都府への避難者の調査（ｎ＝59）では，K6 が 13 点以上

の割合は 23.7％で，一人世帯や子どものいる世帯で高かった（小山，2019）。

7 年後の調査（ｎ＝75）では，K6 が 13 点以上の割合は 20.8％で，一人世帯や

無職・年金なしでストレスが高いという結果であった（藤田，2020）。 

福島県（2020）は，2012 年から毎年，避難指示が出た地域を含む 13 市町村

（広野町，楢葉町，富岡町，川内村，大熊町，双葉町，浪江町，葛尾村，飯舘

村，南相馬市，田村市，川俣町，伊達市の一部）の住民を対象に K6 について

「こころの健康度」として調査を行っている（記名調査）。福島県（2020）の

結果を Figure2-1.に示す。K6 の高リスクの割合は，2012 年が 14％以上あった

が，2019 年 2 月～10 月に実施した調査では 5.7%まで低下した。福島県で避難

指示が出た地域の住民は，平常時の国内平均より高リスクの割合が高く，女性

が高い傾向であった（女性 6.1%，男性 5.3%）。年代別では，K6 を使った全国

調査（福島県，2020）で女性や若い年代ほど心理的苦痛を抱える割合が高かっ

た（16～39 歳：7.3%，40～64 歳:6.4%，65 歳以上:5.0%）。結果を Figure2-2.に

示す。また，福島県内に比べ県外の避難者が心理的苦痛を抱える割合が高かっ

た（福島県内居住者：5.3%，福島県外居住者：8.1%）。結果を Figure2-3.に示

す。また，福島県の避難指示区域周辺の地図を Figure2-4．に示す。 

 以上をまとめると，精神的健康を示す K6 の高リスクの割合は，災害の起き

ていない平常時では 3％程度であるのに対して，原子力災害の避難者は当初は

20％以上と非常に高い状態であった。時間の経過とともに下がる傾向が示され

ている。一方で，5 年以上たってもいずれの調査も平常時の値には戻っている
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とはいえない。ストレスが高い状態が続いたと考えられる。中でも比較的若い

世代や県外避難者のストレスが高いことが示されている。 

K6 以外にも避難者へのアンケート，ストレスや精神症状，心的外傷後スト

レス障害（以下 PTSD）など，避難者の心理についてさまざまな研究が行われ

ている。 

日本精神保健社会学会・福島第一原発事故と住民精神健康調査委員会（2013）

は，震災 1 年後に福島県郡山市，福島市などで機縁法による一般市民を対象に

した調査（ｎ＝146）で，数週間の精神的健康状態を測定する GHQ28（General 

Health Questionnaire；中川・大坊,1995）や心的外傷ストレス症状がどの程度あ

るかを測定する PTSS（Post-Traumatic Stress Syndrome）尺度（宗像,2006）を

使用して調査を行った。GHQ28 は 28 項目からなる調査で，身体症状と不安と

不眠，社会的活動障害，うつ傾向（それぞれ 7 項目）があり，得点範囲は 0 点

～28 点となっている。PTSS 尺度は，外傷後ストレス障害（Post-Traumatic Stress 

Disorder：PTSD）に関連した 10 項目から作成されトラウマ症状の強さを判断

する。結果，男性は放射性物質による汚染の不安，原発の再発事故不安，家族

との分離がストレスとなり，女性は子どもや孫の汚染の心配，移住のため長く

つきあった人と人間関係が失われること，疎外感，差別感による心的外傷後ス

トレス症候群やうつ傾向が起きていた（日本精神保健社会学会・福島第一原発

事故と住民精神健康調査委員会，2013）。震災 5 年後と 7 年後に行われた，避

難者以外の福島県の住民への調査では，原発事故への恐怖などを含む放射線へ

の不安が抑うつに影響した（Fukasawa et al, 2017; Fukasawa et al,2020）。 

原口（2013）は，震災後 1 年半の時点で茨城県内に避難している住民 587 人

に質問紙による調査を行った。その結果，精神面・体調不良の症状として「気

分が落ち込む」が 47.7％，「イライラすることが増えた」が 42.6％，「よく眠

れない」が 41.6％といずれも高く，飲酒や喫煙の量が増えた。関東地方に避

難した人を対象にした震災直後と 3 年後を比較した調査では，ストレスは下
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がったものの 3 割は高いままの状態が続いており，高齢者や１人暮らしのス

トレスが高かった（小磯・本間・関・瀧口，2016）。 

PTSD 関連症状を測定する IES-R（Impact of Event Scale-Revised) 改訂出

来事インパクト尺度日本語版（Asukai et al.,2002）による調査も行われた。IES-

R は侵入症状 7 項目，回避症状 8 項目，過覚醒症状 6 項目，睡眠障害を入眠困

難と中途覚醒の 2 項目に分け計 22 項目より構成される。災害から個別の被害

まで幅広い種類の心的外傷体験者の PTSD 関連症状の測定が簡便にでき，25

点以上をカットオフとするスクリーニング尺度として，十分優れたな信頼性と

妥当性が検証されている（Asukai et al.,2002）。2012 年 3 月に実施された埼玉

県の避難者への調査では 490 人の回答があり， IES-R の合計得点 25 点以上の

割合は全体の 67.3％と高かった（増田他，2013）。また，辻内（2016）は震災

2 年後福島県内の仮設住宅に居住する避難者 745 人について IES-R の合計得点

25 点以上が 62.6％あり，その規程因は「経済的困難」，「賠償の心配」，「持病

の悪化」，「相談者の不在」等にあると報告した。2011 年 4 月から 2014 年 3 月

までの原子力災害の避難者や避難に関する 113 件の論文をレビューした研究

によると，放射線の影響（63 件），強制避難・自主避難（19 件），母子ケア（16

件），心理的影響と支援（15 件）で，避難者のストレスの背景には，放射線に

まつわる差別や怒り，今後の生活不安，東京電力，政府や自治体への怒りがあ

った。避難者に対して個別相談や支援者へのケアの報告も行われたが，避難者

への支援の効果や検証に関する論文はみられなかった（吉岡・黒田，2015）。 

福島県（2014）は，2014 年 1 月から 2 月にかけて避難者 62,812 世帯を対象

に避難者意向調査を行い 20,680 世帯から回答があった。県内は 65％，県外は

35％であった。避難後に心身の不調を訴えるようになった同居家族がいる世帯

は 60％を超えた（県内 69.1％，県外 64.3％）．心身不調の内容は「何事も以

前より楽しめなくなった」57.3％，「よく眠れない」56.7％で，ともに半数を

超え，次いで「イライラする」，「憂うつで気分が沈みがち」，「疲れやすくなっ



17 

 

た」，「孤独を感じる」が多かった。また，現在の住居への要望を複数回答で尋

ねたところ，「応急仮設住宅の入居期間の延長」（40.4％）が最も多く，住宅の

確保の心配があった。一方，現在の心配事は，「住まいのこと」（63.4％），「自

分や家族の心の健康のこと」（47.8％），「生活資金のこと」（45.4％），「放射線

の影響のこと」（43.9％）となった。 

福島県（2020）は，心的外傷後ストレス障害について PCL-4 を使用して調

査を行った。PCL（PTSD Checklist）は，アメリカ精神医学会が精神疾患の

分類と診断に関する公式診断マニュアル DSM（Diagnostic and Statistical 

Manual of Mental Disorders）から作成された。PCL-4 は DSM-Ⅳの 17 項目の

基準のうちから 4 項目を PTSD 関連症状のチェックリストとして作成され

た。思い出したくない記憶の想起や回避症状，神経過敏な状態等，被災の体

験に対して時々起こる問題や訴え（トラウマ反応）に関する 4 項目につい

て，それぞれ過去 30 日間にどれくらいあったかを回答する質問項目である。

得点が 12 点以上の場合，PTSD の可能性があるとされる。福島県（2020）に

よると，平成 30 年度調査では，12 点以上の高リスク率は 9.7％であり，最近

3 年間はほとんど変化がなかった。平成 26 年と 27 年の 2 年はデータがな

い。2011 年（平成 23 年）以降の結果を Figure2-5.に示した。一方で，男女

別では女性の高リスクの割合が高く，年代別では年代が上がるごとに高リス

ク率も上昇している。県内に比べ県外居住者のハイリスク率が高い。放射線

の影響は人類にとって疫病や大地震などとは異なり，経験のない脅威であ

り，いつどのように放射線を浴びたのか，将来どの程度の影響が出るのか明

確ではなく，放射線特有の感情的な苦痛と身体的興奮をもたらした

（Speckhard，2006）。 

また，原発事故に関連した組織の信頼感の調査が行われた。中谷内・工

藤・尾崎（2014）は，2011 年と 2012 年の 2 回，ネット調査会社に登録する

関東と関西の成人男女 1,030 人と 649 人を対象に調査を行い，震災に関連す



18 

 

る組織の信頼感と組織として信頼が何によって規定されるかを調査した。そ

の結果，組織として東京電力と国の原子力安全保安院の信頼が非常に低くと

どまっていると述べた。信頼へのパスは価値共有認識，能力認知，動機づけ

認知が有意であった。 

 K6 以外の調査に関しては，震災から１年半後で半数近い人に何らかの精神

的症状が報告されたほか，震災から 3 年後でも 3 割の避難者に高いストレス

がみられ，１人暮らしや経済的問題や放射線への不安がある避難者が高いスト

レスにさらされていた。トラウマによって引き起こされる PTSD 関連の症状が

みられる避難者は 60％から 70％近くに達したという報告もある。時間の経過

とともに低下する傾向がみられるが，震災から 10 年近くが経過すると 10％程

度に低下し，それ以下には下がらない状態が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure2-5. H30 年 福島県 13 市町村の住民におけるトラウマ反応の推移 

（福島県，2020，p④-15，図 26）。 

注 H26，27 はデータなし 
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２．２ 避難者の心の回復とソーシャルキャピタル 

 

以上のように原子力災害の避難者についてストレスとその経年変化,および

PTSD 関連症状，原子力災害と避難が引き起こした特有の問題，避難者の直面

する問題や不安に焦点をあてた研究が行われてきた。避難者のストレスが高い

こと，年代や性別,県外避難者などの属性によってストレスの違いがあること

にも目が向けられている。さらに避難者支援の実践やソーシャルサポートの重

要性についても論じられたが，避難者の視点から支援の効果や支援者の役割に

ついて十分に研究されていない状況が課題となっている。 

ここからは災害による避難者の心の回復や支援について何が必要で，何が重

要なのか，ソーシャルキャピタル（Social Capital 以下，SC と記載）の視点か

ら検討を行う。 

SC は社会関係資本などと訳され，社会の絆や結束とそこから生み出される

資源であり，近年健康増進の政策上でも注目されている（近藤，2016）だけで

なく，地域の SC は健康を保つのにも一定の影響を与える（藤澤・濱野・小薮，

2007）。Putnam（2000 柴内訳 2006）は，SC を個人間のつながり，すなわち社

会的ネットワーク，そこから生じる互酬性と信頼性の規範と説明しており，他

者，コミュニティへの一般的な信頼感も SC に含まれている。 

SC は避難者の心の回復や支援にどのように影響するのか検討する。大災害

の被災者支援については介入の原則として①安全だという感覚を高めること，

②平静さをもたせること，③自己効力感や集団的効力感を高めること，④他者

や社会とのつながりを強めること，⑤希望を持てるようにすることの 5 つが

あるとされる（Hobfoll et al．，2007）。このうち SC との関連では，④他者や社

会とのつながりを強めることがあり，この点が避難者への支援につながると考

えられる。 
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SC と災害の避難者に関して，Aldrich（2012 石田・藤澤訳 2015）は，多く

の震災の被災者が心の復興を成し遂げるには，地域のインフラ再生にとどまら

ず，地域の社会とのつながりが不可欠で，地域における人々のつながりや信頼

関係が SCであり，コンピュータにたとえると，社会資本がハードウエアなら，

SC はソフトウエアであると述べている。 

ところで，SC は 1 つの尺度で的確に測れるものではなく，時と場所によっ

て同じ形で存在しないため測定には時代背景や文化的背景などを慎重に考慮

する必要がある（Aldrich，2012 石田・藤澤訳 2015）。原子力災害の避難者は，

国や自治体など公的な機関から長期にわたり住宅などの継続的な支援，情報提

供等を受けており，公的機関との関係では信頼感が重要となる。本研究では，

先行研究と原子力災害の避難者の実情に即して，同居する家族の存在，自治体

や地域の人などとのつながり，個人や公的機関からどの程度支援を受けている

と感じているか，さらに国や自治体など公的機関への信頼感という 4 つの面

から検討する。 

次に SC と住民の健康への関連や避難者への心理的影響について扱った研究

について概観する。Kawachi, Kennedy, & Glass（1999）は，CDC（Centers for 

Disease Control and Prevention；アメリカ疾病予防管理センター）が 1993 年と

1994 年に行ったアメリカ 39州の一般住民を対象とした調査データを使用して

SC の分析を行った。調査項目は「一般的に人は信頼できるか」,「大抵の場合,

人はあなたのことを助けてくるか」,宗教団体や政治団体に所属しているかな

どであった。その結果，他者の助けを得られる，信頼感がある等の SC が豊か

な住民ほど，より健康であることが示された（Kawachi et al.，1999）。Beaudoin

（2007）は 2005 年，ルイジアナ州でハリケーン・カトリーナのために避難所

の避難者 57 人にインタビューを行い，個人レベルで社会的交流が多い，SC の

豊かな住民は，そうではない住民と比較して，うつになるリスクが低かったと

述べた。TMI 事故後の追跡調査でも，災害後の慢性的なストレスを軽減するに
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は内省的行動や防衛的行動等には効果がなく，ふだんから「より多くの友人を

持っていること」と「良好な自己イメージ」が重要であり，SC の重要性が指

摘されている（Cleary & Houts,1984）。 

1995 年に起きた阪神淡路大震災においても池内・藤原（2000）は，兵庫県西

宮市の被災者 365 人の調査で，頼りにできる人の数の多い，ソーシャル・サポ

ート・ネットワークの大きい被災者群は心身の健康状態において，小さい被災

者群に比べ健康状態が良いと報告した。一方，仮設住宅では入居順が障害者や

高齢者優先のくじ引きで決められた結果，地縁がまったく配慮されず，入居し

た仮設住宅に知った人がまったくおらず，近所づきあいを一から始めなければ

ならず，高齢者に大きなストレスを生む結果となり，心身症，うつ状態などの

問題を引き起こした（加藤，2006）。 

東日本大震災でも移住を余儀なくされた被災 3 県の避難者が孤立する問題

が指摘され，自治体によっては SC の維持のため仮設住宅への入居を地域ごと

にまとまって実施したり，見守りの体制をつくったりして孤立を防ぐ取り組み

が行われた（近藤，2016）。津波の被災者の 7 年間の心理回復過程を追った研

究も行われた。岩手県と宮城県で被災した高齢者の心理的回復過程を調べた研

究では，10 人中 6 人が 7 年目で震災前の状態に回復，2 人に高いストレス症状

がみられたが，回復のためには家族など身近な人との人間関係が鍵となった

（酒井・渥美，2019）。 

福島第一原子力発電所の事故では，まず避難のため家族が別々になる点に着

目されて研究が行われた。家族が別々に暮らすことになったり，家族のうち誰

かが 1 人暮らしになったりすることは SC の低下につながる。 

1．1 で示したように，福島県浪江町では，震災前後では 4 人以上の世帯が

減少，単身世帯と 2 人の世帯，無職の世帯が著しく増加した（和田他，2015）。

復興庁（2014）の報告によると，震災を通じて家族が離散したのは全体の 3 割

近くで，3 世代以上の大規模家族において離散する傾向が高かった。 
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岩垣・辻内・扇原（2017）は，福島県で子育てをしながら自主避難を続ける

20～49 歳までの母親 241 人に質問紙調査を行い，夫や両親など家族と避難し

ている母親に比べて母子のみで避難をしている母親は 2.41 倍抑うつ傾向のリ

スクが高く，個人レベルの SC が豊かなほどメンタルヘルスは悪化しにくかっ

たと述べた。震災後 5 年と 7 年に行われた調査では，福島県の居住者は政府へ

の不信感が強く，そのことが抑うつを悪化させたと報告された（Fukasawa et al., 

2017; Fukasawa et al.,2020）。 

以上のように，SC は日常の健康に影響を与えるだけでなく，災害時の避難

者等の精神的健康や心の回復に重要な役割を果たしていることが明らかにさ

れている。SC は家族や地域の人とのつながり，公的機関への信頼感までも含

んでおり，なかでも福島県の住民は，避難することで家族が別れ別れとなった

だけでなく，政府への不信感が強いことが示された。 

 

２．３ 避難者と自治体支援 

 

福島第一原子力発電所事故では，避難が全国に拡大した。避難は，安心でき

る場所に身を置くことを目的としている。こうした行動は，①安全だという感

覚を高めること，②平静さをもたせることにつながる（Hobfoll et al.，2007）。 

避難者支援は全国の地方自治体がまず担うことになった。自治体による支援

は，住宅の無償提供，家具や家庭電化製品の提供，仕事や心理面での相談業務

等が行われた（乾，2016a,2016b）。 

京都府や滋賀県のように知事が先頭に立って受け入れや支援を表明する例

も見られたが，一方で自治体によって支援内容や姿勢が異なるという状況が生

まれた。乾・山崎・田中（2013）が避難者を受け入れている全国の自治体を対

象に行った調査では，県外避難者の支援は 79.9％で行われ，住宅の無償提供
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は 6 割弱の自治体で行われた。情報提供，公共料金の助成，移住支援などの独

自政策もとられた。西城戸・原田（2013）によると，避難所や住宅提供の支援

に加えて，避難者に対する生活支援が必要となるが，その対応も自治体によっ

てさまざまであった。上下水道料金の減免・広報誌の配布・義援金の配布・戸

別訪問・見守り事業が行われ，歴史的に市民活動が活発に行われた自治体で積

極的な取り組みがあった（西城戸・原田，2013）。埼玉県では，原発事故によ

って避難区域に設定された浪江町，富岡町，双葉町，大熊町，そして福島県か

ら復興支援員事業が展開された（西城戸・原田，2019）。復興支援員事業は，

地方自治体から受託された団体によって運営され，避難した被災者が仮設住宅

や復興公営住宅に移住した際に，避難者の見守りを行ったり，仮設住宅や復興

公営住宅のコミュニティ形成を担ったりする事業である。 

また，京都府においては，山田啓二知事（当時）が 2011 年 3 月，福島県の

佐藤知事（当時）に対し関西地域を代表して声明を出し，福島県からの避難者

を積極的に受け入れる方針を示した注 1。京都府では支援を行う NPO 法人とと

もに受け入れた避難者に対して，住宅や避難物資・家具等の提供や個別の相談

会等を開いたほか，避難者を支援するイベントも毎年実施された。 

地方自治体の支援については，主として全国でどのように実施されたかに

ついて研究が行われ，これらは将来に起きるかもしれない大規模災害の際に

も参照することができ，多くの示唆を与える。しかし，自治体の支援が避難

者にどのように受け止められたか，という避難者の視点からの研究は少ない

といわざるをえず，自治体による支援がどの程度効果を上げたか，心理社会

的な支援につながったかについては，評価がなされていない。自治体の支援

の重要性や他の支援などを比較した，避難者の視点からの調査・研究もなく

今後の課題として残されたままと言える。 
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注 1：「関西広域連合は，16 年前の阪神・淡路大震災の被災地である関西だ

からこそ，その経験と教訓を活かし，持てる力を結集して，被災地に対し

て，できる限りの応援をしたい，と 3 月 13 日に緊急声明を行いました。そ

の中で，京都府と滋賀県が支援担当になりました。（中略）京都府と滋賀県

は地元の市町村と協力をして，福島県からの被災住民の皆さまの避難先を

確保し，その移動手段，生活物資，生活場所，子弟の教育環境，医療など

の確保をお約束します。また，一旦避難所での受け入れをさせていただい

た後,生活再建のご希望がある場合には，市町村と府県が協力して，皆さま

の未来への安心な暮らしの確保に努力させていただきます。」 
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２．４ 避難者と心理社会的支援，ソーシャルサポート 

  

ここまで避難者の SC と避難者を受け入れた自治体の支援について検討し

たが，原子力災害の避難者は慣れない土地での避難生活に適応できるか，避

難者自身の回復する力（レジリエンス）を発揮できるかが問題となる。本章

では，避難者が適応していくために鍵となる心理社会的支援とソーシャルサ

ポート（以下，サポートと記載）について検討する。 

狐塚（2019）は，「大規模災害で生じる被災者の問題は，心身の不調や適応

上の問題に加え，家族や組織，コミュニティのような個人を取り巻く環境の

問題が複雑かつ密接に関連するため中長期的な支援が必要であり，時期のニ

ーズに応じた支援が求められる。あわせて個人の回復する力，個人を支える

家族やコミュニティの力を尊重し，その力を活かし活性化する支援が重要で

あり，レジリエンスを発揮するためには周囲の支援が重要である」と指摘し

ている。支援によって避難者はレジリエンスを発揮し，本来の健康な日常生

活を取り戻していくことにつながると考えられる。 

サポートは測定方法やその内容から，一般に構造的サポート（structural 

support）と機能的サポート（ functional support）の 2 つに分けられている（種

市，2006）。このうち機能的サポートは，①情緒的サポート，②評価的サポー

ト，③情報的サポート，④道具的サポートに分類（House，1981）されてお

り，構造的サポートは，社会的統合（ social integration）と社会的ネットワー

ク（social network）の 2 要素から研究されている(種市，2006)。 

本研究では，以上で述べたような支援の内容に着目するのではなく，避難

者に対してサポートを行う主体が誰か，すなわち支援者が誰かという視点か

ら検討する。したがって，支援者が行うサポートの内容は，個人の特性や家

庭の状況等で異なると考えられる。 
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ソーシャルサポートについて多くの研究が行われているが，ある人を取り

巻く重要な他者（家族・友人・同僚・専門家など）から得られるさまざまな

形の援助は，その人の健康維持・増進に重大な役割を果たし，人の精神的健

康の維持に重要な役割を果たす（久田，1987）と定義されている。岩佐他

（2007）は，のソーシャルサポート尺度(Zimet, G.D., Dahlem, Zimet, & Farley, 

1988)を参考に日本語版を作成し，信頼性・妥当性を検討している。結果，ソ

ーシャルサポートは，「家族からのサポート」，「大切な人からのサポート」，

「友人からのサポート」の 3 因子から構成された。ソーシャルサポートの効

果や有効性は，子育て中の母親や中学生，高校生などへの支援について近年

研究されており，ストレスの緩和や心理危機に陥らないための一定程度の効

果があっただけでなく（藤田・金岡，2002；岡安・嶋田・坂野，1993；嶋，

1992）, 友人や家族とのつながりは風邪に対する抵抗力を高めることも示さ

れている（Cohen, Doyle, Skoner, Rabin，& Gwaltney，1997）。 

次に災害とサポートの関連について先行研究を検討する。TMI 事故関連で

は，友人によるサポート，すなわちソーシャルサポートの少なさが母親の精

神的健康に関連した（Dew，Bromet，Schulberg, Dunn，& Parkinson, 1987）。ま

た 2016 年に起きた熊本地震では，業務にあたった地方公務員と PTSD 関連症

状について調査が行われ，職場でのサポート，および家庭でのサポートが高

いほど心身の症状は軽かった（岡野・高岸，2017）。 

東日本大震災の避難者については，精神的健康とサポートの関連を検討し

た研究は見あたらないが，サポートと PTG（posttraumatic growth 心的外傷

後成長）の関連が検討された。津波の被害を受けた地域の小中学生への調査

では，PTG に対してサポートが，自尊感情などとともに正の影響を与えた

（大沼・藤原，2015）ほか，原発事故に関連して，福島県の中学生を対象に

した調査では，サポートがポジティブ感情を通してストレスの軽減につなが

っていた（三浦・久田・中村，2017）。 
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 以上の先行研究から，ソーシャルサポートについては一定のストレスの軽

減効果があることが日常生活だけでなく，災害においても示されているが，

ソーシャルサポート以外はストレスを和らげるような効果は明確には見いだ

されていない状況がある。すなわち，避難者に対して自治体がさまざまな支

援を行ったほか，専門家の助言，メディアなどのサポートが行われたもの

の，避難者の視点から，それらが実際にはどのように評価されたのか，これ

までの研究からは明確になっていないということができる。 

 

２．５ ストレスコーピング 

 

ストレスコーピング（Stress Coping 以下，コーピングと記載）は，自己

に負荷を与えると判断される外的，内的な圧力（ストレス）に対して打ち勝

ったり，減少させたり，受け入れたりするための認知的行動や努力

（Folkman＆Lazarus，1988）である。小杉（2006）によると，コーピングは

ストレスの低減を目指す対処努力であり，ストレス反応が低減したかどうか

は問題ではない。ストレッサーの質や強さによって自在に変化するもので，

対処努力そのものがコーピングである。コーピングは，大きく２種類に分け

られており，情動中心のコーピングは感情的な苦痛を低減させるためになさ

れる。回避や最小化，遠ざかる，注意をそらす，積極的な価値を見いだすな

どのやり方が含まれる。一方，問題中心のコーピングは，問題の所在を明ら

かにしていくことに向けられたり，いくつかの解決策をあてはめたり，その

解決策の利益や損失を秤にかけてみたり，実際に試みてみたりすると考えら

れている（Lazarus＆Folkman，1984 本明・春木・織田 監訳，1991）。 

コーピングは，研究面においてモデルに基づく実証的研究のほとんどはネ

ガティブと評定された刺激状況とその状況で生起した不健康状態を処理する

のにどのようなコーピングが適切か，という視点で扱われている（島津，



28 

 

2006）。学校現場や学生のストレス，会社などの産業ストレス，医療現場での

尺度や効果のほか，柔軟性と精神的健康（加藤，2001）などについて研究が

行われている。一方で，大規模災害の避難者のコーピングについての報告は

比較的少なく，とくに原子力災害と避難という特殊な状況に置かれた避難者

がどのようにコーピングを行うかについて，避難後に被災者の飲酒が増えた

報告（佐藤他，2016）や，運動の習慣の調査（永井他，2016）等以外，あま

り注目されていない。しかし，避難者支援においては，どのようなコーピン

グがなされているかは重要なテーマであると考えられる。そこで本論文で

は，研究 2（新潟県長岡市と柏崎市への避難者）と研究 5（福島県から全国へ

の避難者）で避難者のコーピングについて検討を行う。 

 

２．６ 先行研究のまとめ 

 

福島第一原子力発電所事故後の避難者の不安や精神的健康について詳細な

調査・研究が続けられている。時間の経過とともにストレスの低下やトラウ

マ反応の低下がみられるが，一方でそれらが一定以上は低下しないと報告さ

れている（福島県，2020）。また，SC が避難者の心の回復にも重要なである

こと，避難者の問題に対して全国で行われた自治体の支援も報告されている

ほか，直接的な支援であるソーシャルサポートついても一定のストレスの軽

減効果があることが災害においても示されている。  

しかし，自治体などの公的機関やソーシャルサポートによる支援がどのよ

うに受け止められたか，誰からによるものか，支援とストレスとの関連，支

援者は誰か，避難者にどのように受け止められたかは明らかにされていない

といえる。原子力災害の避難者のストレスコーピングも検討されていないと

いう現状があり，これらの課題が依然として残されていると考えられる。 
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第３章 東日本大震災に関連したメディアの先行研究 

 

本章では，東日本大震災後の震災に関連するメディアの先行研究について

概観する。これは本研究が原子力災害の避難者を対象とした自治体による支

援だけでなく，メディアの影響や支援に着目しているためである。第 2 章で

は自治体による避難者支援の先行研究をまとめた。本章では，震災とメディ

ア研究に関する研究動向について概観した上で，東日本大震災によるメディ

ア研究への影響や特徴を示す。第 9 章でメディアによる避難者への影響や支

援について論じる。 

近年メディアは，従来の新聞や雑誌，テレビ・ラジオなどのマスメディア

だけでなく，ソーシャルネットワーキングサービス（Social networking 

service 以下，SNS と記載）を中心としたインターネットによるツイッターや

フェイスブックなどのソーシャルメディアが盛んに利用されるようになっ

た。東日本大震災以降，日本ではその傾向がとくに顕著になった。一方でメ

ディアの影響や支援に関して，松井・鈴木・堀・川上（1996）は災害で家族

を亡くした遺族の調査研究をレビューして，マスメディアは災害を社会全体

に周知させて関心を惹起し，援助物資や義援金を集める助けともなったほ

か，情緒的な報道は社会全体で分与し遺族の悲嘆を軽減する機能も果したと

指摘している。池田（2015）もテレビは地域住民に安心感をもたらす効果が

あると述べている。 

 

３．１ 東日本大震災後のメディア研究の概観 

 

三友（2019）は，東日本大震災について,防災・減災および大規模災害から

の復興における情報通信およびメディアの役割を再考する大きなきっかけと
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なったと指摘している。実際のメディアを含めた出版の状況については,山

田・野口 (2013a,2013b,2013c)が震災以降の 2 年間に出された東京電力福島

第一原子力発電所事故と東日本大震災（主に津波・地震）に関連した図書，

雑誌記事，新聞記事（連載・特集），電子資料等をまとめ報告した。図書だけ

でも原発事故関連が 2,604 冊,東日本大震災関連が 3,891 冊にのぼった。東日

本大震災に関連して多くの図書が出版された。 

平成 23 年版情報通信白書によると,東日本大震災の情報の伝え方について

「今回の震災においては，被害が広域的かつ甚大であったこともあり,マスメ

ディアでは限界のある,きめ細かな情報を送ることが可能な SNS など新たな

メディアも用いられた」と報告された（総務省，2012）。情報流通手段が多様

化し,SNS を通して国民も情報発信の主体となり,その重要性がかつてなく高

まった（総務省，2012）。そこで本章ではまずメディアと震災に関連する研究

を概観する。 

 

方法 

 

東日本大震災前後のメディア研究を概観するため，2 つのデータベースを

使用し，震災とメディアの関連について検討を行った。メディア研究の論文

等の数を確認するため,2 種類のデータベースからデータを取得し比較した。

客観性を確保するため，2 種類のデータベースを使用した。 

国立情報学研究所の論文情報ナビゲータ（以下，CiNii と記載）を使って

1994 年から 2018 年までの論文数をキーワード「震災」,「メディア」の

AND 検索によりまとめ対象論文を抽出した。その上で,論文や報告が掲載さ

れた雑誌名などにキーワードが含まれた場合等,メディアを研究対象としてい
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ない論文や報告は除外した。抽出にあたっては,客観性を確保するため大手メ

ディアに勤務するスタッフと共同で行った。 

次に,国立国会図書館が運営しているポータルサイトによりデータ抽出を 

行った。国立国会図書館は,東日本大震災に関するデジタルデータを一元的に

検索・活用できるポータルサイト「国立国会図書館東日本大震災アーカイブ

（愛称：ひなぎく）」を運営している。この「国立国会図書館東日本大震災ア

ーカイブ」の検索機能を使って同様の手続きで検索する方法で,両者のデータ

を比較した。1994 年からデータを取得したのは，阪神淡路大震災と東日本大

震災を比較するためである。「国立国会図書館東日本大震災アーカイブ」は，

阪神淡路大震災関連の論文等も 10,000 件以上検索できるとされている。この

データについても同様の手続きをとった。 

 

結果 

震災前後のメディア研究の動向では，CiNii によると，対象の論文では 582

件(1994 年-2018 年)を抽出した。また,「国立国会図書館東日本大震災アーカ

イブ」の検索機能を使って同様の手続きで検索したところ,607 件(1994 年-

2018 年)が抽出された。このアーカイブは,映像や写真のデータ,Web サイト

も検索できるが,本研究では文書資料の項目に限定した。検索で得られた件数

を，年ごとにグラフ化した。結果を Figure3－1．に示した。 

いずれのデータベースでも 1995 年と 2011 年に二つの山があることがわか

る。1995 年は阪神淡路大震災，2011 年は東日本大震災の年であった。とくに

東日本大震災のメディア研究へのインパクトは,阪神淡路大震災に比べて大き

かった。研究や報告の大部分が東日本大震災をきっかけに急増している。

2011 年国立情報学研究所の CiNii では,209 件（35.9％）, 国立国会図書館東

日本大震災アーカイブでは,193 件（31.8％）となった。 
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３．２ 東日本大震災後のメディア研究の特徴 

 

次に阪神淡路大震災と東日本大震災の 2 つの大震災のうち，とくにメディ

ア研究が急増した東日本大震災後に着目し研究の特徴を概観した。 

東日本大震災後のメディア研究の特徴として，以下の 4 点を見いだした。4

点について詳述する。 

⑴災害報道全体の検証 

Figure 3-1. 「震災」,「メディア」のキーワードによる検索結果 推移 
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震災直後の災害を伝える報道の内容について，さまざまな面から検証が行

われたことがまず特徴として挙げられる。 

テレビ報道については，震災当初の 72 時間の報道内容が詳しく検証され

た。とくに被災した地域のうち，どの市町村が何回報道されたかについて検

証する研究が行われた。目黒・沼田（2014）は，震災による人的被害と報道

回数の関連を調べ，人的被害が同規模であっても報道回数に極端な差があり

市町村により大きな偏りがあったと指摘し，この傾向はメディアによる顕著

な差は見られなかったと述べた。 

東京の NHK と民放 3 局によるテレビ報道を分析した調査では，津波被害

を受けた石巻市は，死者 3,175 人，行方不明者 717 人と人的被害が最も大き

かったのに対して，震災発生から 72 時間ではテレビ映像 11 位，音声 9 位と

低かった（田中，2014）。以下同様に被害が甚大であった市町村の上位 22 位

までについて，映像と音声でどれほどの時間伝えられたかを示して被害の大

きいところが必ずしも放送で多く取り上げられていなかった（田中，2014）。

このほかにも，震災・原発事故報道の地域偏在が起きており，岩手県では宮

古市以南が取材され，宮城県は石巻市，気仙沼市が多く取材された。福島県

では原発事故の影響が濃く，被害の程度よりも先入観が優先されたと報告さ

れた（高野・吉見・三浦，2012）。米倉（2017）は，震災後 5 年間に放送され

た震災関連のテレビ報道について，すべてのジャンルを対象に震災関連情報

の「地域偏在」がどのように出現・推移しているかを検討した（NHK 総合テ

レビと地上民放局 5 局（＝日本テレビ，テレビ朝日，TBS，フジテレビ，テ

レビ東京の全国放送））。その結果，被災 3 県の報道は大きな偏在はないとし

ながら，市町村別では年によって大きな変化が起きたと指摘した。最も取り

上げられた石巻市では 1 年目 4,000 回以上取り上げられたが，5 年目は 650

回に減少した。 
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「総務省 放送ネットワークの強靭化に関する検討会」の報告（中森，

2013）では，「報道が少ない地域では支援や対応に影響が出たと思う」

35.0％，「取材の対象になっている地域が偏っているように思う」27.6％，

「自分の住んでいる地域の取材や報道が少なくて不公平感を覚えた」26.9％

などの被災地の声が報告された。このうち山元町では，「自分の住んでいる地

域の取材や報道が少なくて不公平感を覚えた」が 55.6％にのぼり半数を超え

た。マスメディアは市区町村以下（町内・避難所）単位の詳細な情報ニーズ

に全て対応することは難しかったと指摘された。 

東日本大震災の報道の功罪について検討された。新聞や放送は，東日本大

震災の初期の報道において，迅速で手厚い取材を行って行政が十分な情報収

集ができていない段階で，被害の甚大さ，深刻さ，広範さについての豊富な

情報発信がされた。定点カメラやヘリコプターによる生中継が行われ，定点

カメラは福島第一原子力発電所の水素爆発の瞬間を捉えるのに力を発揮し

た。震災後 1 週間を過ぎたぐらいから，凄惨すぎて悲惨さを伝えられない，

広範囲すぎて取材できない，危険すぎて現場に近づけない，原発事故は専門

過ぎて踏み込めないなどの問題が起きた（山田，2013）。 

このほか井上（2012）は，津波避難の呼びかけのことばについて防災行政

無線やメディアでどのように伝えられてきたかを検証し，情報の送り手の課

題について検討を行った。 

 

⑵災害時の SNS の重要性と課題 

 震災後のメディアについてブログやツイッターなどの SNS の重要性がかつ

てなく高まった（上野，2013）。東日本大震災が起きたとき SNS は，主にど

のような情報を提供したのか，災害情報に関してマスメディアを補完する役

割を果たしたのか，デマの影響はどうであったのか，どのような情報が発出

したのかという点に関心が集まった。 
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SNS のうちツイッターについて，2011 年 3 月のツイートからキーワード

「地震」で 161 万 2,000 件を抽出して分析された研究では，とくに被災地の

被害の大きい地域でツイッターの直接的なメッセージのやりとりが行われて

いたほか，被害の大きい地域の情報がそれ以外の地域へと拡散した（宮部・

荒牧・三浦，2011）。また，ツイートが地震・津波・原発事故のどちらに注目

して感情表出したものか，ネガティブな感情反応の質的差異にも注目して時

系列の変化や変動パターンが検討された（三浦・小森・松村・前田，2015）。

災害が人々にどのように受け止められているのか，ツイッターによって調査

できる可能性があると指摘された（三浦他，2015）。吉次・執行（2012）は，

2011 年にネットユーザーを対象に 2 回調査を行い，SNS で利用された情報を

調査した。その結果，家族や友人の安否などのパーソナルな情報，交通情

報・計画停電などのローカル情報，原発事故の情報の 3 点がその中心であっ

たと報告した。それまでおもに娯楽として利用されていた SNS が緊急時に役

立つものとの認識が深まった。 

災害時の SNS の活用についても研究が行われた。藤代・松下・小笠原

（2018）は，東日本大震災以降，SNS は大規模災害時の情報伝達ツールとし

て重要度を増しており，情報爆発やデマといった課題により活用が困難にな

っているとした上で，災害時に SNS で発信される情報をトリアージすること

によって有効活用できるのではないかと述べた。 

後藤（2012）は，震災から 3 か月間に発表された SNS 関連論文をレビュー

したうえで，SNS の役割や課題についてまとめた。リアルタイムの情報，ラ

イフラインに関する情報，安否確認，地域情報等の受発信に効果を発揮した

が，デマが流れたり個人情報や物資の情報が残ったりしたままになる（プラ

イバシーの問題やすでに必要でなくなった物資が送られてきてしまう）等の

問題があったと指摘した。 
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ツイッターによるデマや流言の研究も行われた。上村・サトウ（2013）

は，ソーシャルメディアにおける地震の流言に，どのような特徴があるかを

明らかにした。また, 小笠原・川島・藤代（2018）は,東日本大震災の流言と

して知名度が高いコスモ石油流言「有害物質の雨が降る」を取り上げ，流言

の発生・発展・消滅の各段階がどのように進行し，各段階でマスメディアの

報道が流言の抑制・消滅にどのような効果があったかを分析し，流言の抑

制・打消しに有効だったマスメディア報道のあり方を考察した。流言は，マ

スメディアの流言の打ち消しのツイッターの情報が一定の効果をあげた。流

言は「有害物質の雨が降る」というあいまいな情報と健康被害という重要な

情報が影響して起きたと考えられた。 

 

⑶原発事故の報道と報道倫理 

東京電力福島第一原子力発電所事故についての報道は，報道のあり方に批

判や疑問が提示された。とくに原発事故の情報提供と情報への不信，情報を

提供する組織への信頼はどのように変化したかをテーマにして研究が展開さ

れた。遠藤（2014）は，マスメディアに対する不信感が顕在化したのは東日

本大震災が契機になったと指摘したうえで，知らされるべき情報が知らされ

るべき人に知らされない，政府や関連組織の発表を単に伝えるだけに終始し

た，ジャーナリズムとしての立場が明確でなかったなどと原発事故をめぐる

報道の問題点を述べた。 

福島第一原子力発電所事故を受けて行われた研究は，事故や放射線の報道

の検証だけではなく，情報を提供する組織の信頼性が検討された。 

震災報道の検証が行われた一方で，報道倫理の視点からマスメディアの取

材における問題点が指摘された。鈴木（2017）は，東日本大震災において報

道地域の偏りを指摘するとともに，報道各社の東京中心主義を指摘した。ま

た，2016 年の熊本地震においては「テレビ局の中継車によるガソリンスタン
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ドの割り込みの問題」など報道倫理のさまざまな問題があると報告したうえ

で，マスメディアや取材のプロセスが監視され，取材対象になっていると述

べた。 

 

⑷電力政策と世論 

 原子力発電を将来のエネルギー問題としてとらえた場合にマスメディアが

電力政策をどのように扱ったのか，将来のあるべき方向性や世論の動向に関

心が寄せられた。 

計画停電が日本全国で行われ原発事故と原子力発電の議論が高まる中で，

毎日新聞と読売新聞のエネルギー問題の記事数や語彙を，震災の前後で計量

的に比較した研究では，再生可能エネルギーの論調が読売・毎日の両新聞に

おいて非常に似た形で大きく変化してきたと指摘された（村井，2016）。ま

た，別の研究では，2011 年から 2013 年にかけての毎日新聞の社説について

原子力災害を受けたエネルギー問題の視点から分析し，記事は政局や政治日

程の影響を受けやすかった（大賀・山腰・三谷・石田・冨浦，2017）。 

安野（2016）は，原子力災害を受けて原発を廃止すべきか，維持すべきか

の意見の表明について 2015 年に全国の男女，2,400 人を対象に調査を行い，

1,621 人から回答を得た。その結果，原発に対してあらかじめ強い意見を持

っている人は中立的な報道に接してもそれを自分の意見とは反対方向に歪ん

でいると見なすと指摘した。またインターネット上での意見表明について，

ネット上のニュースや他人の意見に接触している人が，より表明しやすいと

指摘した。 

2013 年に福島県中通りに住む幼児の保護者を対象にした調査では，2,611

名（42.2%）から回答が得られ，保護者に「放射能に関してどの情報が正しい

かわからない」という不安が生じており，原発事故後の情報不安の背景に
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は，情報の不確実性に加えて，情報発信元に関する信頼の低下があった（成

他，2015）。原発報道の議題設定に関する研究では，震災直後の約 1 年間にお

ける福島県のテレビ局のローカル局と東京のキー局の特定のニュース番組

で，原発事故関連の項目がどれほど放送されたかが比較された。前者は

41.5％，後者は 16.5％と大きく差が開き，ローカル局とキー局で報道の議題

設定において顕著な差異が見られた（桶田，2017）。 

 

３．３ 先行研究のまとめ 

 

東日本大震災後のメディア研究の特徴は，津波の被害地域の報道が一定の

市町村に偏っていた点や原子力災害の情報がどのように放送されたか，ある

いは，紙面で扱われたのかなど計量的な分析が行われることによって，これ

まで明かではなかった震災報道の問題点が浮き彫りにされた。 

SNS のうちツイッターで表出した情報の分析も詳細に行われ，感情表出に

踏み込んだ研究が行われた（三浦・小森・松村・前田，2015）。SNS がマス

メディアでは及ばなかった個別の情報や救助の情報を取り扱って，新たなメ

ディアとして注目された（総務省，2012；吉次・執行，2012）。SNS の台頭

という点では，大きな変化が起きた。一方で，SNS で拡散されたデマや流言

が社会に悪影響や大きな混乱を与えたことが確認され，この現象はマスメデ

ィアでも取り上げられた（小笠原他，2018）。これらの現象について社会やメ

ディアがどのように対処すべきなのか,今の段階で決着はつけられていない。

また，総務省（2012）が行った世論調査によると東日本大震災のためにメデ

ィア不信そのものは高まってはいないが，原発事故の一連の報道は政府の会

見をそのまま発信したことや研究者の原発への発言などに対してメディア不

信が高まったと指摘された。 
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東日本大震災後のメディアへの関心が高まり，発信された情報そのもの，j

情報の発信元への信頼，避難等の情報や呼びかけ，さらに情報の地域差や

SNS の発信とその影響，効果について調査が行われた。しかし，メディアを

通じて発信された情報が，避難者のストレスにどのように影響したか，メデ

ィアへの評価や支援の効果，についてはほとんど触れられていない。避難者

に対してどのような情報がどのように提供されるべきか，どのようなメディ

アがどのような情報を伝え，どのように受け止められるか，本来は問われる

必要があると考えられる。 

2020 年以降大きな社会問題となった新型コロナウィルスの感染拡大でも，

専門家や政府がメディアを通じて伝える情報に注目が集まった。東日本大震

災後や原子力災害のような危機的な状況において，支援者とともにメディア

の役割や影響を検討する必要があると考えられた。 

 以上の点から本研究では，避難者の視点から，避難者への自治体支援や役

割を検証するとともに，メディアの影響や支援に着目することとした。 
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第４章 本研究の目的 

 

４．１ 本研究の目的 

 

東京電力福島第一原子力発電所事故後，福島県や東日本の住民だけでな

く，全国に居住する人に広く放射線による影響を心配する健康不安が起き，

福島県と周辺自治体に住む住民（避難者）が長期にわたって全国に大規模な

避難を行った。 

こうした未曾有の状況を踏まえ本研究では，原子力発電所事故の避難者の

ストレスとその規程因について明らかにすることを第一の目的とした。原発

事故から 2 年後の新潟県への県外避難者の調査，約 7 年後の京都府への県外

避難者の調査，約 8 年後の福島県内を含む全国の避難者・避難経験者・避難

未経験者への調査に基づき，避難者のストレスの要因と時間経過，それに伴

う避難者のストレスの変化について明らかにすることとした。 

 第二に，避難者の心理社会的な支えとなる支援と支援者，避難者の持つソ

ーシャルキャピタル（SC）に着目し，長期にわたる避難生活において，支援

者の存在と SC がどのような役割を果たしたのか，避難者の視点からどのよ

うに評価されたのか，避難者のストレスと支援，支援者の関連，および効果

的な支援とは何かについて検討することを目的とした。 

 第三に，避難者支援をめぐって，家族や地域の人，知人・友人という支援

者だけでなく，その存在をより幅広く捉えて，広く利用されているインター

ネット・SNS，テレビ・ラジオ・新聞などのメディア，および全国各地で支

援を行った自治体や地域の人の役割に着目し，メディアや自治体や地域が避

難者のストレスにどう影響したのか，について検討することを目的とした。 
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 すなわち，本研究は，東京電力福島第一原子力発電所事故の避難者とさま

ざまな支援者との関係，とくに避難先の自治体や地域の人による支援，およ

び情報を伝えたメディアの影響と役割に着目したものである。本研究におけ

る避難者と自治体，メディア，SC やソーシャルサポート等を含む全体のイメ

ージを Figure 4-1．に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

      メディア              心理専門家・保健師等 

      家族                 友人・知人 

      自治体                 避難先地域住民 

      国                   その他 

 

原子力災害の避難者・避難経験者 

 

 

支援（ソーシャルサポートを含む） 

 

Figure 4-1．本研究のイメージ 

ストレスは？支援・支援者は？  

東京電力福島第一           

原子力発電所事故  

SC は？ 
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４．２ 本研究の構成 

 

本研究は，研究 1 から研究 5 までの 5 つの研究によって構成された。本研

究の全体的な構成について，東日本大震災後の時間軸に沿って Figure4-2．に

示した。また，本研究を構成した各研究のデータセットについては，Table 

4-1．に示した。 

 研究 1，2 は，東日本大震災から 2 年後，新潟県への県外避難者について質

問紙調査を行った。このうち研究 1 は，筆者が所属する「311 被災者支援研

究会」が新潟県で行った避難者調査のデータを代表者の許可を得て分析し

た。避難者のストレス状況と規程因を探る調査を行った。新潟県は福島県に

隣接しており，当初は福島県からの避難者が最も多くなった自治体であっ

た。研究 2 は，新潟県の中でも避難者の多かった長岡市と柏崎市の避難者を

対象に質問紙調査を行った。研究 2 では，避難者のストレスとその規程因，

ストレスコーピングに着目して調査を行った。 

 研究 3，4 は，震災から約 7 年後の京都府への避難者の調査により構成し

た。研究 3 は，京都府内に避難した住民 4 名にインタビューを行い，その内

容を分析する質的研究を行った。ストレスの規程因，および自治体による支

援，避難者の SC に着目し，SC の喪失と獲得，それらが避難生活にどのよう

に影響したかを検討した。 

研究 4 は，京都府に避難して生活している住民を対象に質問紙調査を行

い，量的研究と質的研究を行った。まず量的研究では避難者のストレスと自

治体等による支援および支援者，避難者の直面する問題と不安について調査

を行った。続いて，質問紙の自由記述の分析を SCAT により行い，震災約 7

年後の避難者心理と心の回復について研究した。 
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研究 5 は，震災から約 8 年後，福島県内を含む全国の避難者・避難経験

者・避難未経験者を対象としてインターネットによる調査を行った。避難者

だけでなく，避難経験者に着目した点は本研究の特徴である。また，避難者

の視点から避難生活の支援と支援者，自治体，メディアによる避難者への影

響と支援に着目して調査を行った。本研究では，生活上の問題・不安につい

てより深く掘り下げて調査を行い，ストレスの規程因について明らかにする

ほか，家族，地域の人，自治体などの支援者，メディアの影響と支援の効

果，必要な支援，コーピングについて研究 2 との比較検討を行った。 
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東日本大震災による 

東京電力福島第一原子力発電所事故の発生  

 

新潟県への避難者調査 (約 2 年後 ) 研究 1・2 

   避難者のストレスとストレスコーピング 

 

京都府への避難者  インタビュー（約 7 年後）研究 3 

  避難者のストレスと自治体支援  

 

全国の避難者への調査（約 8 年後）研究 5 

  避難者のストレスと自治体・メディアの影響と支援  

 

京都府への避難者調査 (約 7 年後 ) 研究 4 

  避難者のストレスと支援者  自治体支援  

 

Figure4-2．本研究の全体的な構成 

 



45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table4-1. 本研究を構成する各研究のデータセット 

研究 データ 調査時期 発災後経過時点 調査協力者 調査内容

研究1 量 2013年2月～3月 震災から約2年 新潟県への避難者
放射線への不安や避難による心理的
影響について質問紙調査を行った。

研究2 量 2013年6月～10月 震災から約2年
新潟県長岡市・柏崎市への

避難者

放射線への不安や避難による心理的
影響のほか，ストレスの規程因，ストレ
スコーピングについて質問紙調査を
行った。

研究3 質
2017年12月～
2018年3月

震災から約7年 京都府への避難者
避難者の問題や不安,ソーシャルキャピ
タル（SC）について検討するため，イン

タビューによる調査を行った。

研究4 量 2018年4月～5月 震災から約7年 京都府への避難者
避難者の問題や不安のほか，支援や
支援者について明らかにするため，
質問紙調査を行った。

研究4 質 2018年4月～5月 震災から約7年 京都府への避難者

避難者がこれまでの避難生活をどのよ
うに受け止めているかを明らかにする
ため，質問紙調査の自由記述をSCAT

による分析を行った。

研究5 量 2019年9月 震災から約8年
福島県からの避難者・

避難経験者・避難未経験者

 
避難者の問題や不安，自治体やメディ
アを通じて行われた支援と支援者に着
目してインターネットを通じた質問調査
を行った。
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第２部 実証的研究 
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第２部 実証的研究 

 

第５章 福島第一原子力発電所事故による新潟県への避難者のストレス 

（研究 1） 

 

５．１ 目的 

 

本章では，震災から 2 年後，新潟県で生活する福島県の避難者を対象とし

てストレスとその規程因について調査を行った。 

2011 年の福島第一原発事故による避難者のストレスとその規定因について

は，事故後にさまざまな調査や研究が行われているが，年代別，福島県の居

住地域別など避難者の属性によるストレスの違いについての検討は十分とは

言えない。福島県に隣接する新潟県は，地理的に比較的近く往来しやすいこ

と，福島県と同様に東京電力の原子力発電所が立地していることなどから，

以前から人的交流もあった。このため新潟県には，震災当初は福島県からも

っとも多い 7,386 人が避難した（福島県，2014）。 

そこで本研究では，東日本大震災に伴う福島第一原発事故による避難に伴

う避難者の問題や不安，とくに放射線の影響に対する不安が，新潟県の避難

者にどのようなストレスを与えたか，その規程因を明らかにする。性別，年

代別，離散家族の有無，居住地域別にストレスの差について検討する。目的

は以下の 2 点である。 

1.  新潟県で生活する福島県の避難者を対象としてストレスの調査を行う。

性別や年代別，離散家族の有無などによるストレスの違いを明らかにする。 

2.  原発事故と放射線の影響への不安が，新潟県への県外避難者に与えたス

トレスについて検討する。 
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５．２ 方法 

 

「311 被災者支援研究会」（代表者 新潟大学 雲尾 周）が 2011 年の震災発

生直後，新潟県内の避難所で避難者に直接面接を行い，許可を得て連絡先を

聞き取った。「311 被災者支援研究会」は，福島県からの避難者を支援・調査

することを目的として研究者やＮＨＫ解説委員が 2011 年につくった研究グル

ープで，震災直後から避難者への聞き取り調査を行っている。筆者もこの研

究グループに参加している。代表者の承諾を得てデータの分析と本論文への

掲載を行った。本論文に関する承諾は，データ分析の承諾とは別に 2022 年 2

月に得た。 

⑴調査対象者  

調査対象は，福島県から新潟県に避難し生活している避難者で，調査への

参加を応諾した方に有意抽出で電話と面接による調査を行った。1 家族につ

き成人 1 名を調査対象とした。 

⑵調査時期  

震災から 2 年となる 2013 年 2 月 23 日から 3 月 11 日に実施した。 

⑶調査内容  

1）基本属性（年代，性別，もと住んでいた市町村，離散家族の有無，現在

の住宅の属性）のほか，「精神的ストレス」，「放射線と健康の問題」，「睡眠の

状態」，「経済的な暮らし向き」，「離散家族の有無」（家族が別に住むこととな

ったかどうか）について尋ねた。 

2）「精神的ストレス」は，「精神的な状況はいかがですか。一つだけあげて

ください」と尋ね，「とても感じる」，「どちらかと言えば感じる」，「それほど

感じない」，「まったく感じない」の 4 件法で回答を求めた。 
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3）放射線と健康の問題は，「震災直後と今の考え方についてあなたの考え

はどう変わりましたか」と質問し「以前ほどは感じなくなった」，「もともと

問題は感じていない」，「不安な気持ちが続いている」，「不安が大きくなっ

た」の 4 件法で回答を求めた。 

4）「睡眠の状態」は，「睡眠についておたずねします。このところ睡眠はよ

くとれていますか」と質問して，「十分にとれている」，「それなりにとれてい

る」，「睡眠導入剤の使用などでとれるようになった」，「あまりとれていな

い」，「まったく思うようにとれていない」の 5 件法で回答を求めた。 

5）「現在の暮らしは経済的にみてどのように感じていますか」と尋ね，「か

なり大変」，「やや大変」，「問題はない」の 3 件法で回答を求めた。 

以下の全ての検定の有意水準は 5%とし，検定は両側検定で行った。統計ソ

フトは，エクセル統計 2012 年版を使用した。再検証および効果量の確認に

HAD 16.1（清水，2016）を使用した。 

 

⑷倫理的手続き 

調査は，震災直後新潟県内の避難所で「311 被災者支援研究会」の担当者

が調査の趣旨を説明したうえで同意の得られた避難者に調査を行った。調査

協力者に対して「調査への協力は強制ではない，プライバシーは完全に保護

される」等を伝えた。このほか，回答により疑問やストレスを感じた場合に

備えて，調査用紙に放送局の電話番号と担当者を明記した。問い合わせや相

談はなかった。本研究ではこの「311 被災者支援研究会」のデータを代表者

の許可を得て解析した。 

 

５．３ 結果 
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⑴有効回答者 

126 名全員の回答について解析を行った。性別の内訳は，男性 49 名

（39％），女性 77 名（61％）であった。 

⑵精神的ストレス 

精神的なストレスについて「とても感じる」と答えた人は 38.9％，「どち

らかと言えば感じる」は 35.7％で，合わせると全体の７割を超えた。 

⑶睡眠の状態 

睡眠は，「十分にとれている」27.8％，「それなりにとれている」32.5％で

あった。一方で，「あまりとれていない」23.0％，「睡眠導入剤の使用などで

とれるようになった」11.1％であった。 

⑷現在の暮らし向き 

現在の暮らしは経済的にみてどのように感じるかは，「かなり大変」が

25.4％，「やや大変だ」が 27.8％で，「かなり大変」と「やや大変だ」を合計

すると「問題はない」の 45.2％を上回った。 

⑸放射線と健康 

放射線と健康の問題については，「以前ほど問題は感じなくなった」は

28.8％，「不安な気持ちが続いている」が 40.5％であった.結果を Table5-1.

に示した。 

⑹尺度の整理 

1）心理的負担感 

本研究における新潟県の避難者のストレス構造の分析をするため，4 種の

要因（精神的ストレス，現在の暮らし，睡眠の状態，放射線と健康の問題）

それぞれについて 2～4 カテゴリーにまとめ，数量化Ⅲ類で解析した。結果を

Table5-2.に示した。数量化Ⅲ類は，相関を最大化するように回答者とカテゴ
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リーにそれぞれ数量を付し，相互の関連性を明らかにするもので，カテゴリ

ーは等間隔性や順序性は前提とされていない（松井・髙本，2018）。心理学で

は，連続量の複数の項目の合計得点で尺度を構成することが多いが，数量化

Ⅲ類を用いて質的な項目への回答を組み合わせて尺度化することも可能にな

る。1 次元尺度が U 字型に分布するという原理に基づき，第 1 軸を尺度とみ

なした（松井・髙本，2018）。 

解析の結果，固有値は順に 0.57，0.38，0.33 となった。第１軸は，これら

の 4 項目において「高ストレス」カテゴリーが正，「低ストレス」カテゴリー

が負となり，第 1 軸と第 2 軸のプロットはＵ字型をなした。これらのカテゴ

リーは 1 次元とみて，第 1 軸を不安やストレスの得点「心理的負担感」とし

た。第 1 軸のサンプルスコアを「心理的負担感得点」として，男性と女性，

離散家族の有無別にｔ検定による平均値の差の検定を行った。検定の結果，

男性と女性（男性:n=48 M=-.35，女性:n=77 M=.22，ｔ（94.14)=3.16,p 

<.01 Welch の方法,ｄ=．596），離散家族の有無（有: n=66 M=.23，無: n=59 

M =-.26，ｔ（122.69)=2.79,p <.01 Welch の方法,ｄ=．502）において，1％

水準で有意差がみられた。男性に比べ女性は心理的負担感が高く，家族と離

れて暮らしている人はそうではない人と比べて，心理的負担感が高かった。

それぞれ効果量は中程度であった。結果を Table5-2.に示した。 

2）心理的負担感の規程因 

避難者のストレスの規程因を明らかにするため，心理的負担感を基準変数

として年代別，男女別，離散家族のなしあり，警戒区域，計画的避難区域，

それ以外等の居住区域を説明変数として数量化Ⅰ類による解析を行った。そ

の結果，年代，男女別，離散家族の有無，居住していた区域の偏相関が男女

別 5％水準，年代等，その他は 1％水準でそれぞれ有意であった。年代別では

30 代以下と 60 代の心理的負担感が高かった。男女別では女性が，離散家族

別はありと回答した人の心理的負担感が高かった。居住区域別では，「それ以
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外」の場所に住んでいた人（自主避難者にあたる）の心理的負担感が，「警戒

区域」などに比べ高かった．結果を Table5-3.に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table5－1．精神的なストレス・睡眠の状態・現在の暮らし・放射線と

健康の問題の肯定率（n＝126） 

精神的なストレス ％
１．とても感じる 38.9

２．どちらかといえば感じる 35.7

３．それほど感じない 19.0

４．まったく感じない 5.6

５．ＮＡ 0.8

100

睡眠の状態 ％

１．十分とれている 27.8

２．それなりにとれている 32.5

３．睡眠導入剤の使用などでとれるようになった 11.1

４．あまりとれていない 23.0

５．まったく思うようにとれていない 2.4

６．ＮＡ 3.2

100

現在の暮らし ％

１．かなり大変 25.4

２．やや大変だ 27.8

３．問題はない 45.2

４．ＮＡ 1.6

100

放射線と健康の問題 ％

１．以前ほど問題は感じなくなった 28.8

２．もともと問題は感じていない 15.9

３．不安な気持ちが続いている 40.5

４．不安が大きくなった 13.5

５．ＮＡ 1.3

100
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Table5－2．心理的負担感（ストレス・現在の暮らし・放射線と 

健康・睡眠の状態）の数量化Ⅲ類のカテゴリースコア（n＝126） 

カテゴリー 第1軸 第2軸

精神的ストレス　とても感じる 1.37 0.79

精神的ストレス　どちらかといえば感じる -0.30 -1.60

精神的ストレス　それほど感じない -1.64 0.39

精神的ストレス　まったく感じない -1.98 3.20

現在の暮らし　　大変・やや大変 0.91 -0.21

現在の暮らし　　問題ない -1.04 0.33

放射線と健康　　以前ほど感じない -0.66 0.65

放射線と健康　　もともと感じない -1.32 1.24

放射線と健康　　不安が続く 0.59 -1.11

放射線と健康　　不安が大きくなった 1.32 0.43

睡眠の状態　十分・それなりにとれている -0.70 -0.71

睡眠導入剤を使用している 1.27 -0.51

睡眠の状態　あまり・まったくとれない 1.00 1.85
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５．４ 考察 

 

⑴精神的ストレス・睡眠の状態・現在の暮らし向き・放射線と健康 

本研究で対象とした福島県から新潟県に避難した避難者は，震災から２年

後の時点で，不眠や経済的不安，放射線の影響による不安に悩まされてお

り，高いストレス状態にあった。 

Table5－3．心理的負担感に対する数量化Ⅰ類の結果 

項目 カテゴリー 度数 数量 偏相関

    30代以下 37 0.30

    40代 28 -0.06

    50代 17 -0.48

    60代 29 0.10

    70代以上 12 -0.38

    男性 47 -0.20

    女性 76 0.13

    なし 57 -0.23

    あり 66 0.20

    警戒区域 31 -0.29

    計画的避難区域 65 -0.01

それ以外
（自主避難）

27 0.37

*p＜.05，**p＜.01

男女別 0.18*

年代 0.30**

離散家族 0.24**

区域 0.25**

Ｒ²            0.28**
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⑵心理的負担感と規程因 

心理的負担感の規程因としては，年代，性別，離散家族がいること，自主

避難があった。自主避難者の心理的負担感が高いことは先行研究で明確には

指摘されていないものの,本研究の結果は福島県（2020）の結果と整合した。 

年代は，30 代以下と 60 代で高くなった。これは，幼い子どもや孫がいる

世代であることから，避難に伴う子や孫の避難生活や教育，放射線による影

響やスティグマなどを心配して心理的負担感が高まったことが考えられた。

また,女性の心理的負担感が高いことについては，母親の子どもに対する心配

がより大きいことなどが考えられた。これまでの福島県（2020）の調査結果

に整合し，合理的と考えられる。TMI 事故でも，同様の報告（The President’s 

Commission,1979 ハイライフ出版部訳,1980；Bromet et al.,1990；Dougall ＆

Baum,2007）がなされており，原発事故をめぐるこれまでの研究結果と整合

した。 

避難により家族が別々に住むことになったことによって心理的負担感が高

くなったことが示され，この点もこれまでの研究と整合した（岩垣他，

2017）。阪神淡路大震災でも頼れる人がいないことが被災者の精神的健康に

影響しており（池内・藤原，2000），本研究の知見と整合している。 

強制避難と自主避難の状況について検討する。避難者の自宅が警戒区域や

計画的避難区域にある場合は，放射線の値が高い強制避難であり，やむなく

避難していると考えられる。東京電力からの補償金があるなど経済的裏付け

が一定程度あったほか，避難所や住宅確保の面でも避難先の自治体での手続

きが比較的スムースに行われたことなどが背景にあったと考えられた。自主

避難の場合は，強制避難とこれらの条件が異なることが考えられた。 

本研究で対象とした新潟県への避難者は，不眠や経済的な問題，放射線を

浴びたのではないかという不安にさらされており，高いストレスがあること

が示された。避難者の心理的負担感の規程因として年代，性別のほか，家族
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が別々に生活せざるを得ない状況があった。女性は男性より心理的負担感が

重く，家族が別れ別れになっている人も同様に重くなった。 

自宅がどの避難区域にあるかも影響した。避難区域は原発事故などに特有

の現象であると考えられ，家族が別々に生活せざるを得なくなる状況につい

ても，津波や大地震ではあまり起こりえないことであって，高いストレスと

関連していると考えられた。 
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第６章 福島第一原子力発電所事故による新潟県長岡市・柏崎市の避難者の 

ストレスとストレスコーピング（研究２） 

 

６．１ 目的 

 

本研究では，避難者がとくに新潟県内で多かった新潟県長岡市と柏崎市の

避難者にどのような心理的影響を与えたかを明らかにする。これは第 5 章で

示した新潟県の避難者のストレスと規程因について，これを別のデータから

明らかにする。 

性別，年代別，離散家族の有無，居住地域別にストレスの差について明確

にするとともに，本研究における避難者のストレスコーピング（Coping 以

下コーピングと記載）について検討することを目的とする。目的は以下の 3

点である。 

 

１．新潟県長岡市と柏崎市で生活する避難者を対象としたストレスの調査を行

い，研究 1 について再検証する。性別や年代別，離散家族の有無,避難先と

なっている現在の居住地域などによるストレスの違いを明らかにする。 

２．原発事故と放射線への不安が，本研究における新潟県長岡市と柏崎市への

避難者に与えたストレスを検討する。 

３．本研究における避難者のコーピングとストレスの関連を検討する。 

 

予備調査 

研究 2 における質問項目作成のため，震災から 2 年後の 2013 年 3 月に福

島第一原子力発電所の事故により，新潟県長岡市に避難していた住民 6 人

に，半構造化面接を行った。得られた回答を，項目ごとにカードに記載した
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うえで，KJ 法を援用し整理した結果，「将来への不安」，「家族や地元とのか

かわり」，「原発と放射能への不安」，「精神的なストレス」，「子どもの教育や

健康への不安」，「悲嘆」等の 6 つの項目が抽出された。この結果を踏まえて

研究 2 の調査項目を作成した。 

 

本調査 

 

６．２ 方法 

 

新潟県長岡市，柏崎市で避難生活を送る避難者に対して，郵送法による質

問紙調査を実施した。一部訪問により質問紙を配布した。 

⑴調査対象者  

福島県から新潟県長岡市と柏崎市に避難した住民。住宅等の支援を行って

いる長岡市，柏崎市の 2 自治体および，避難している住民に相談事業などの

支援を行っている団体に，質問紙を提示したうえで協力を依頼した。長岡市

は避難者の全世帯に対して悉皆調査を行い，柏崎市は支援団体による有意抽

出調査を行った。 

⑵手続き 郵送法及び一部訪問により配布した。 

⑶調査時期 震災から 2 年後の 2013 年 6 月～10 月。 

⑷質問紙の構成  

1)基本属性 

年代や性別のほか，家族の有無，職業や仕事の有無，福島県のもとの居住市

町村，避難の回数等について尋ねた。 

2）震災による影響 
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震災による影響は，山﨑・小浜・松井（2012）を参考に「自分自身がけが

をした」，「家族が亡くなった」，「家族がけがをした」，「親戚・知人・友人が

亡くなった」，「自分の家に住めなくなった」，「避難所で生活した」，「家族が

別れて住むことになった」，「放射能の影響を考え自主的に避難した」，「仕事

が続けられなくなった」，「病気になった」，「その他」，「特に被害はなかっ

た」の 12 項目で多重回答形式により回答を求めた。 

3）震災による変化 

震災による変化としては，「家族・友人・同僚との口論が増えた」，「家族や

友人と過ごす時間が減った」，「離婚した」，「住宅ローンなど借金が増えた」，

「自分が病気になった」，「家族が病気になった」，「生活が不規則になった」，

「いじめなど，子どもについて心配事が増えた」，「将来の生活の見通しが立

たなくなった」，「その他」，「大きな変化はなかった」の 11 項目で多重回答形

式により回答を求めた。 

4）原発事故や放射線の影響 

原発事故や放射線の問題に関する影響として，東日本大震災による原発事

故や放射能の問題に関する影響やとった行動について独自に 7 項目（Table6-

2．）の質問項目を作成した。 

自分や家族がとったコーピングは，震災以降に苦しいときや困ったときど

のようにして過ごしたかについて，山﨑他（2012）及び予備調査を参考に，

質問項目を作成した。 

5）現在心配していることや困っていること 

現在，心配していることや困っていることについては，予備調査の結果を

もとに独自に質問項目を作成した。項目内容は，「この先の住まいのこと」，

「生活費のこと」，「就職や職探しのこと」，「自分自身の健康のこと」，「子ど
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もの教育や健康のこと」，「原発や放射能のこと」，「事故の補償のこと」，「そ

の他」，「とくにない」の 9 項目で，多重回答形式により回答を求めた。 

6）K6 

日本語版 K6 は抑うつのスクリーニングとして広く使用されており，調査項

目としては「神経過敏に感じましたか」，「絶望的だと感じましたか」，「そわそ

わ，落ち着かなく感じましたか」，「気分が沈み込んで，何が起こっても気が晴

れないように感じましたか」，「何をするのも骨折りだと感じましたか」，「自分

は価値のない人間だと感じましたか」の 6 つの質問について 5 件法（「まった

くない」（0 点），「少しだけ」（1 点），「ときどき」（2 点），「たいてい」（3 点），

「いつも」（4 点））で行い，合計点を点数化する。合計点数（得点範囲 0 点～

24 点）が高いほど精神的な問題がより重い可能性があるとされる（厚生労働

省，2018）。本論文では，ストレスが高い外的基準として，13 点以上をカット

オフとした。項目を Table6-1.に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑸倫理的手続き 

本研究は，筑波大学の研究倫理委員会（東 24－61 課題番号 17）の承認を

得た。調査協力者への倫理的配慮は，「調査への協力は強制ではない，プライ

Table6-1. K6 の項目 

 最近の30日の間にどれくらいの頻度で次のことがありましたか。

1 神経過敏に感じましたか

2 絶望的だと感じましたか

3 そわそわ、落ち着かなく感じましたか

4 気分が沈み込んで，何が起こっても気が晴れないように感じましたか

5 何をするのも骨折りだと感じましたか

6 自分は価値のない人間だと感じましたか
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バシーは完全に保護される」等を調査票表紙に明記し，回答をもって同意と

みなした。長岡市，柏崎市の 2 自治体および，避難している住民に対し相談

事業などの支援を行っている団体に対して，研究倫理について説明し同意を

得た。このほか，回答によりストレスを感じた場合に備えて電話相談窓口を

用意し，連絡先を設けた。実際の利用はなかった。 

 

６．３ 結果 

 

⑴有効回答者 

新潟県長岡市と柏崎市で 361 名に自治体を通じた郵送法と機縁法で配布

し，175 名から回答が得られた（長岡市 100 名，柏崎市 75 名）。回収率は

48.5％であった。このうち 171 名を有効回答者とした。 

⑵有効回答者の記述的特徴 

175 名の男女の内訳は男性 59 名（33.7％），女性 113 名（64.6％），無回答

3 名（1.7％）であった。女性の回答者が多かった。 

年代別では，20 代以下 9.7％，30 代 23.4％，40 代 22.9％，50 代 11.4％，

60 代 20.6％，70 代以上 12.0％となり，30 代が最も多く,次いで 40 代，60 代

の順であった。同居人数としては，1 人（10.3％），2 人（28.0％），3 人

（30.3％），4 人（14.9％），5 人以上（16.0％）であった。 

婚姻状態別では未婚（9.7％），既婚（80.0％），離別・死別（6.9％），

無回答（3.4％）で，既婚が最も多くなった。職業別では，会社員

（16.1％），専業主婦（27.6％），自営業（1.1％），年金生活（8.0％），

公務員（1.7％），無職（31.0％），その他（14.4％）で無職が最も多かっ

た。 
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⑶震災による影響 

震災による影響としては，自分の家に住めなくなった（68.6％）が最も多

く，避難所で生活した（63.4％），家族と別れて住むことになった

（63.4％），仕事が続けられなくなった（52.6％），放射能の影響を考えて

自主的避難した（33.7％），親せき・知人・友人が亡くなった（30.9％），

病気になった（30.9％）などの順となった。 

⑷震災による変化 

震災による変化としては，「将来の生活の見通しが立たなくなった」が最も

多く，次いで「家族や友人と過ごす時間が減った」，「生活が不規則になっ

た」，「自分が病気になった」などの順になった。肯定率を Table6-2.に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table6-2. 震災による変化 肯定率 

 

肯定率（％）

9 将来の生活の見通しが立たなくなった 70.3

2 家族や友人と過ごす時間が減った 51.4

7 生活が不規則になった 36.6

1 家族・友人・同僚との口論が増えた 34.3

5 自分が病気になった 31.4

6 家族が病気になった 26.3

8 いじめなど，子どもについて心配事が増えた 24.0

10 その他 18.3

4 住宅ローンなど借金が増えた 7.4

11 大きな変化はなかった 4.6

3 離婚した 0.6

項目内容
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⑸K6 と諸要因の関連 

K6 の高リスク（カットオフ 13 点以上）の割合は，25．1％であった。K6

得点について，地域別（長岡市，柏崎市），性別，年代別，婚姻状態別（1=未

婚，2=離別死別，3=既婚）において，ｔ検定および分散分析による検定を行

った。検定の結果，婚姻状態別（3 群）の主効果が見られた（Ｆ(2, 

163)=4.52, ｐ ＜.05，η²=.53)。Tukey 法による多重比較を実施した結果，

「既婚」（n=138, M＝8.07，SD＝6.06）と「離別・死別」（n=12, M＝13．

58，SD＝6.84）の間（「既婚」-「離別・死別」；ｐ＜.01，ｄ=．89）で有意

差があった。「離別・死別」群が「婚姻」群よりも，ストレスが高かった。 

K6 への影響要因を探るため，「職業の有無」，「放射能の影響を考えて自主

的に避難した」，「子どもの心配事が増えた」，「生活費が心配」別の K6 得点

を比較した。これらの 4 項目は，それぞれの肯定回答（選択）について無＝

1，有＝2 として 2 群に分け，群間で等分散性を仮定する平均値の差の検定を

行った。その結果「子どもの心配事が増えた」(t(169)=2.67,  p <.01，ｄ=．

48)と「生活費が心配」(t(169)=3.48, p <.01，ｄ=．54)で有意差がみられ

た。結果を Table6-3．に示した。「子どもの心配事が増えた」，「生活費が心

配」がある人が，そうではない人に比べて 1％水準で K6 得点が高かった。 

⑹原発事故放射能不安 

原発事故と放射能への不安の要因を明らかにするために，7 項目について

主成分分析を行った。その結果，原発事故と放射能の不安に関連する項目は

負荷量が十分に高く 1 因子解が適当であると判断された。回転前の固有値

は，2.51 で，寄与率は 41.9%であった。「水や食物の放射能を気にするように

なった」，「放射能や原発について，人がどう考えているのか気にするように

なった」，「原発がまた爆発しないか気になった」の 3 項目の負荷量が高く，

「原発事故放射能不安」に関する因子と解釈された。これらの 3 項目の合計

点をもって原発事故放射能不安尺度(得点範囲 3 点～12 点)とした。原発事故
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放射能不安尺度の信頼係数は，α＝.71 と高い値が得られ，十分な内的整合性

が認められた。結果を Table6-4．に示した。  

原発事故放射能不安尺度得点について地域別（長岡市，柏崎市），性別，年

代別，婚姻状態別（未婚・離別死別・既婚）にｔ検定および１要因の分散分

析を行った。結果，年代別で有意な結果が得られた。年代(F (4, 165)=4.44, 

p <.01，η²=.097)において，有意差がみられた。Tukey 法による多重比較を

実施した結果，年代別では，30 代は 50 代に比べて 1％水準で得点が高く，40

代は 50 代に比べて，5％水準で高かった。結果を Table6-5.に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table6-3. 子どもの心配なしあり・生活費の心配なしあり別 K6 得点 

 

ｎ M SD Ｆ値（ｄｆ） d ｔ値（ｄｆ）

子ども心配なし 129 8.06 6.26 1.02 2.67 **

　　　　　あり 42 11.05 6.32 (41,128） (169)

生活費心配なし 90 7.22 5.76 1.32 3.65 **

　　　　　あり 81 10.54 6.63 (41,128） (169)

**p ＜．01

0.54

0.48
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Table6-4. 原発事故や放射能の問題に関する影響の主成分分析 

 

Table6-5. 年代別にみた「原発事故放射能不安」得点 

 

原発事故放射能不安（α＝.71） 因子負荷 M ＳＤ

5．放射能や原発について,人がどう考えているのか気にするよう
になった

0.71 1.87 0.75

3．水や食物の放射能を気にするようになった 0.66 1.84 0.86

7．原発がまた爆発しないか気になった 0.56 1.71 0.82

除外項目

1．家族や友人などから福島に戻るように言われた 0.09 2.77 0.92

2．なぜ福島に戻らないのか家族や友人などに聞かれた 0.13 2.74 0.91

4．家族や自分の被ばく量が気になり検査を受けた 0.32 1.47 0.50

6．福島から避難しているということで差別を受けたように感じた 0.51 2.58 0.93

年代 20代 30代 40代 50代 60代以上 F df η² 多重比較

n 16 41 40 20 53 30代＞50代

M 7.31 8.24 7.83 6.20 7.42 4.44
**

4，165 .097 40代＞50代

SD 2.36 1.79 1.60 2.42 1.67

**ｐ ＜ .01
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⑺震災の影響や変化がもたらす要因の検討 

震災による避難者への影響と変化の関連を検討するため，震災による影響

8 カテゴリーと震災による変化 8 カテゴリーに対して，数量化Ⅲ類による解

析を実施した。結果を Figure6-1.に示した。数量化Ⅲ類によって算出された

サンプルスコアを従属変数とし，避難者の性別，年代，有職無職，K6 の得点

が「高い」（13 点以上），「中くらい」（6～12 点），「低い」（0～5 点）の 3

群，生活費の心配が無＝1，有＝2 としてｔ検定及び１要因の分散分析を行っ

て平均値の差の検定を行った。その結果，第１軸のサンプルスコアでは，生

活の心配と K6 の 3 群が 1％水準で有意であった(生活費の心配 無：n=93，

M=.28,有：n=82，M=-.31,ｔ(167.88)=4.14,ｐ <.01 Welch の方法，K6（F(2, 

169)=12.50, p <.01)。第 2 軸のサンプルスコアでは，生活費の心配と K6 の

3 群は 5％水準で有意であった(生活費の心配 無：n=93，M=-.13,有:n=82，

M=.15,ｔ(160.07)=1.79,ｐ <.05 Welch の方法，K6（F(2, 169)=4.27, p 

<.05)。K6 が高い群は，「生活費の心配あり」，「借金増」，「自分の病気」，「家

族の死亡」等の生命にかかわるような重大な事項のカテゴリーの近くに布置

し，これに対して K6 が低い群は，「生活費の心配がない」というカテゴリー

の近くに布置した。K6 が中程度に高い群では，家族との離別，子どもの心

配，将来の見通しが立たないこと，避難生活，自宅に住めない,の近くに布置

した。  

⑻コーピングの構造 

コーピングを分類するため 8 カテゴリーを数量化Ⅲ類により解析した。そ

の結果，固有値は順に 0．17，0．15 となった。第 2 軸の正の領域に「よく食

べるようにした」，「よく眠るようにした」等の『睡眠食欲コーピング』のカ

テゴリーが布置された。第 2 軸の負の領域には，「パチンコやギャンブルをし

た」，「飲酒をした」の『回避的コーピング』，第 1 軸の正の領域には，「ボラ

ンティアにつらい気持ちを話した」，「保健師やカウンセラーなど専門家につ
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らい気持ちを話した」の『専門的コーピング』に関する事項のカテゴリーが

布置された。結果を Figure6-2.に示した。 

さらにコーピングと K6 の関係を明らかにするため，8 カテゴリーのうち，

「よく食べるようにした」，「よく眠るようにした」等の『睡眠食欲コーピン

グ』，「パチンコやギャンブルをした」，「飲酒をした」の『回避的コーピン

グ』，「ボランティアにつらい気持ちを話した」，「保健師やカウンセラーなど

専門家につらい気持ちを話した」等の『専門的コーピング』を３カテゴリー

にまとめた。 

K6 を基準変数とし，性別，年代別，離散家族（有＝1，無＝2），婚姻状態

別（未婚・離別・死別＝1，既婚＝2），職業（無職＝1，有職＝2），子どもの

心配（無＝1，有＝2），生活費心配（無＝1，有＝2），原子力放射能不安，『睡

眠食欲コーピング』，『回避的コーピング』，『専門的コーピング』（それぞれ 

なし＝1，あり＝2）を説明変数として，数量化Ⅰ類で解析を行った。各カテ

ゴリー内に１つでもあればあり＝2，なければなし＝1 とコーディングした。

婚姻状態別では，現在 1 人暮らしである人と家族と暮らす人を比較するた

め，「未婚・離別・死別」をまとめて分析した。原発事故放射能不安について

は，9 点～10 点を 3（高），6 点～8 点を 2（中），5 点以下を 1（低）と再カテ

ゴリー化した。結果を Table6-6．に示した。それぞれストレスが高い状態

（高），ストレスが中程度に高い状態（中），ストレスが低い状態（低）とし

た。 

その結果，子どもの心配，生活費の心配，原発放射能不安は，1％水準で有

意であり，婚姻状態別，職業の有無は 5％水準で有意であった。コーピング

については，いずれも K6 との関連は確認できなかった。 
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Figure6-1. 震災による影響と変化に関する数量化Ⅲ類の結果 

 注 震災における影響と変化のカテゴリースコア「自分の病気」，「家族の病気」，「病

気」，「口論」，「借金増」，「子どもの心配」，「家族の時間減少」，「家族離別」，「知人

死亡」，「将来の見通しなし」，「知人死亡」，「自宅住めず」，「生活不規則」，「避難所

生活」，「離職」，「自主的避難」。 下線部の生活費心配なし＝１，生活費心配あり＝

２として分析を行った。K6 はストレスの高さによって高群，中群，低群の３群に分

けて平均値の差の検定を行った結果，１軸，2 軸とも１％水準で有意であった。 
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Figure6-2. コーピングに関する数量化Ⅲ類の結果 
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Table 6-6. K6 に対する数量化Ⅰ類の結果 

 

項目 カテゴリー 度数 数量 偏相関

27 1.26

135 -0.30

無職 49 1.73

有職 113 -0.75

子ども心配 無 120 -0.79

有 42 2.27

生活費心配 無 85 -1.23

有 77 1.36

原発放射能不安 低 6 -1.97

中 31 -0.86

高 19 0.97

          Ｒ²   0.25**

*p ＜．05，**p ＜．01

0.20*

0.21**

0.23**

0.21**

未婚・離別・
死別・既婚

未婚・離別・死
別

既婚
0.20*

職業
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６．４ 考察 

 

震災から 2 年後における新潟県長岡市と柏崎市に住む避難者の，うつや不

安傾向を表す K6 は，福島県の 13 市町村の避難者の調査結果（福島

県,2020）よりも高かった。これは本研究の調査が無記名式の調査であるのに

対し，他の調査（福島県，2020）が記名式であることも要因と考えられる。

本研究は有意抽出標本に基づくものであり，結果の代表性に関しては制約を

有する。しかしこの点を考慮しても避難者の K6 が高い傾向にあることは，

重大な結果であると考えられる。 

K6 の規定因としては，原発事故放射能不安，県外避難にともなう転居先で

の就職や通学など子どもの心配，経済的不安が大きかった。また，県外への

避難をしたことで仕事を失ったこと，配偶者の有無が影響した。福島県

（2014）が行った調査でも，原発事故と放射線による影響の不安と経済的不

安があげられており整合した。経済的不安は，影山・池田・小西・岡田・佐

藤（1998）が阪神淡路大震災で指摘したように,本研究でも県外避難者のスト

レスの規定因となっており，本研究でも「生活費の心配あり」，「借金増」

というカテゴリーが K6 に対して強く影響した。すなわち経済的な不安はス

トレスを高めたと考えられた。 

K6 の高い群は，自らの病気や借金の増加，家族の病気，あるいは家族の死

亡など，複数の大きな困難と向き合っていた。この結果は，家族の死亡や病

気などを抱える被災地の自治体職員のストレスが高いことを示した調査結果

（髙橋・桑原・松井，2014）と整合した。 

続いて K6 が中程度に高い群では，家族との離別，子どもの心配，将来の

見通しが立たないこと，避難生活，自宅に住めないなどを経験しており，高

い群ほど重大でないものの，つらい避難生活をしていると考えられた。 
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原発事故放射能不安は，本研究における県外避難者の K6 に対して強く影

響した。復興庁（2014）でも放射能の問題が住民の不安要因としてあがっ

た。TMI 事故（Dougall & Baum, 2007; The President’s Commission,1979 ハ

イライフ出版部訳,1980）でも，就学前の児童がいる家庭で一時的に精神的ス

トレスが高まったが，本研究でも自分の子どもへの心配がある避難者の K6

が，そうでない避難者に比べて高かった。これは将来にわたって放射能が子

どもにどのように影響するか，避難先での教育を心配する親としての気持ち

を反映したと考えられる。年代別では，30 代と 40 代のストレスが高く，50

代は低かった。30 代，40 代は，幼い子どもや小学生の子どもの子育てをして

いる年代層であり，子どもに対する放射線の影響を心配したことが考えられ

る。 

最後にコーピングとストレスの関連性について論じる。福島県の県外避難

者のストレス研究において，ストレスを軽減させるコーピングの重要性につ

いては十分な検討が行われているとは言い難い。この点について本研究で対

象とした避難者は,専門的コーピングなど３つに分類されるコーピングがとら

れていたことが明らかとなった。しかし,これらのコーピングは避難者の K6

とその低減等の関連について確認できなかった。震災から 2 年がたち，避難

者は住み慣れた住宅や地域を離れた生活が長期化し，補償問題や原発や放射

能の収束のめどが立たず将来を見通せない深刻な状況にあった。 

避難者はコーピングを行ったが，原子力災害により住み慣れた地域を離

れ，家族もバラバラとなって生活する，経済的な困難にも直面するという，

いままでに経験したことのない事態があまりに重大であり，ストレスを下げ

るまでの効果がなかった可能性が考えられた。 

最後に本研究についてまとめる。東日本大震災の後，新潟県長岡市と柏崎

市に住む避難者の，うつや不安傾向を示す K6 は高いストレス状態が続いて

いた。K6 の規定因としては，原発事故放射能不安，子どもへの影響を心配す
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る親のストレス，失業や借金などの経済的な問題，配偶者の有無が影響した

と考えられた。親のストレスとしては，子どもを育てていると考えられる 30

代と 40 代の避難者のストレスが高かったことが示されており，整合してい

る。逆に 50 代はストレスが低かった。一方で，子どもがいるいないに関わら

ず，既婚者はそれ以外の未婚者などよりもストレスが低いという結果であっ

た。これは心の回復のためには家族など身近な人との人間関係が鍵となると

いう先行研究に整合している（酒井・渥美，2019）。 

避難者のコーピングとしては，よく食べるよく寝るの他，ボランティアや

保健師と話すこと，それに飲酒があったが，ストレスを下げるなどの効果は

なかった。 
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第 7 章 原子力災害の避難者におけるソーシャルキャピタル（SC）の 

喪失と獲得（研究 3） 

 

7．１ 目的 

 

本研究では，震災から 7 年後福島第一原発事故のため京都府内で生活する

避難者の心理，避難生活上の不安，ストレスの有無，避難先での適応と避難

者のソーシャルキャピタル（Social capital 以下，SC と記載）を事例研究

から明らかにすることを目的とする。 

東日本大震災や原発事故による避難が全国に広がったことで，避難者への

支援の重要性が認識され，同時に避難者の SC の役割が注目された。本研究

では避難者の SC に着目し，避難者の事例を検討する。SC は社会関係資本な

どと訳され，家族など人間関係を含む社会との絆や結束とそこから生み出さ

れる資源であり，社会的孤立を防ぐ社会環境要因や健康増進の面でも注目さ

れている（近藤，2016）。Putnam（2000 柴内訳 2006）は，SC の定義を「個

人間のつながり，すなわち社会的ネットワーク，そこから生じる互酬性と信

頼性の規範」として，そこでは他者，コミュニティや地域住民への一般的な

信頼感も SC に含まれる。 

大規模災害で多くの被災者が心の復興を成し遂げるには，精神面での復

興，地域の社会的なつながりと地域再生が復興に不可欠であり（Aldrich，

2012 石田・藤澤訳 2015），豊かな SC によって得られる社会参加やソーシャ

ルサポートがコミュニティや個人のレジリエンスを高めている（Sasaki，

2020）。アメリカで起きた TMI 事故の追跡調査でも，避難者の災害後の慢性

的なストレスを軽減するには内省的行動や防衛的行動等には効果がなく，ふ
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だんから「より多くの友人を持っていること」と「良好な自己イメージ」が

重要であり，SC の重要性が指摘された（Cleary &Houts,1984）。 

このように原発事故の避難者の SC については，避難によって家族が別れ

別れになるなど SC が失われた調査（和田他，2015）や，精神的健康には SC

が重要であることが示されている。しかし，避難者の SC がどのように失わ

れたのか，獲得されたのかについては，避難者の個別の事例に則して明らか

にされていないという問題が残された。とくにどのような不安が残存してい

るのか，ストレスとの関連も事例に則して十分に検討されていない。 

そこで本研究では，震災から 7 年後避難者の SC に着目して，京都府内で

生活する避難者の生活上の不安，ストレスの有無，SC の喪失と獲得について

事例から明らかにすることを目的とした。京都府の避難者を対象としたの

は，東日本大震災に際して京都府が声明を出して福島県の避難者の受け入れ

を積極的に行ったためである。本研究における SC は，同居する家族の存

在，地域の人などとのつながり，避難者同士のつながり，避難者への支援を

行った国や自治体，電力会社など公的機関への信頼感として，以上の 4 点に

より定義した。本研究では自主避難と強制避難を対比して検討した。 

本研究の目的は以下の２点である。 

①  京都府内の避難者の生活上の不安とストレス等の項目について共通項目と

共通しない項目を整理し，避難者の違いを事例から検討する。 

②  京都府への避難者の SC がどのように喪失したのか，また獲得されたかを

事例から検討する。 

 

7．２ 方法 
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2017 年 12 月～2018 年 3 月にかけて，京都市や大阪市のショッピングセン

ターや喫茶店で避難者 4 名に 30 分～1 時間程度の半構造化面接によるインタ

ビューを行った。避難者のプライバシーが十分確保できるよう個室の場所を

確保して行った。調査協力者である避難者の選択は，機縁法で実施した。東

日本大震災の原子力災害の避難については自主避難と強制避難があるが，自

主避難の避難生活者 3 名と，その比較対照として強制避難の 1 名を調査対象

とした。 

過去の調査（成他，2015；京都府災害対策支援本部，2012；藤澤他，

2007；藤田，2018）を参考にストレスを高めると考えられる項目と SC（人間

関係）等，項目ごとの「あり」，「なし」を比較した。4 人の事例概要につい

ては，Table7-1.に示した。 

⑴調査内容 

1）フェイスシート 

フェイスシートは，性別，年代，婚姻の状況（未婚か既婚か），避難前の

居住地，家族，職業について尋ねた。 

2）避難の種類と補償（民事裁判への参加） 

強制避難，自主避難の別のほか，民事裁判への参加について尋ねた。 

3）現在の問題と不安，およびストレスの有無 

経済的な問題や住宅の確保の問題について尋ねた。また，経済的な不

安，将来不安，健康不安（放射線影響含む），子どもの不安（健康・教

育），避難をめぐる周囲の理解について尋ねた。ストレスの有無について

尋ねた。 

4）SC の状況 

SC の喪失，SC（国・電力会社等への不信感），SC（避難生活上の問題を話

し合う人間関係）,SC（同居の家族），SC（地域住民の知人）について尋ね
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た。先行研究（Aldrich，2012 石田・藤澤訳 2015）により，本人の感じ方や

受け止め方を聞き取る方法で行った。 

 

4 人の事例をそれぞれまとめたうえで，以上の項目のうち⑴経済的不安，

⑵将来不安，⑶健康不安（放射線含む），⑷子どもの不安（健康・教育），⑸

住宅の確保，⑹周囲の理解，⑺避難の種類，⑻裁判への参加，⑼ストレスの

有無，⑽SC の喪失，⑾SC（国・電力会社等への不信感），⑿SC（避難生活上

の問題を話し合う人間関係）,⒀SC（同居の家族），⒁SC（地域住民の知人）

を抽出した。以上の 14 項目について整理する方法で行った。 

⑵倫理的手続き 

倫理的手続きは，名古屋大学大学院教育発達科学研究科倫理委員会の承認

を得た（17-1024）。調査協力者への倫理的配慮は，「調査への協力は強制では

ない，プライバシーは完全に保護される，研究への同意はいつでも撤回で

き，一切の不利益はない」等を説明し，同意書の提出により研究参加者の同

意を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table7-1. 避難者の 4 事例概要 

避難者 避難の形態 職業 いっしょに避難した家族

事例1 女性　40代 自主避難 主婦 子ども

事例2 女性　60代 自主避難 主婦 夫

事例3 女性　60代 自主避難 自営業 夫

事例4 男性　30代 強制避難 会社員 なし
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７．３ 事例 

 

⑴ 事例１ 

京都府原子力防災課によると，2018 年 4 月現在，京都府内には 150 世帯

200 人あまりが避難生活を続けている。 

京都府内に住む 40 代の女性は，子ども 3 人とともに，福島県福島市から避

難した。2018 年に長男が京都府内の大学に入学し，一人暮らしをはじめたた

め，2018 年 6 月現在，子ども 2 人と避難生活を続けている。夫と子ども 1 人

が福島に残った。 

当時，福島市に家族と住んでいた女性は震災が起きる前には原子力発電所

の事故の問題にほとんど関心がなかった。しかし，東京電力福島第一原子力

発電所の事故をきっかけに，原発事故による放射線被ばくの影響について情

報を集め，放射線から子どもを守りつつ福島市内で生活する方法を探った。

しかし放射線の危険性について周囲に伝え続ける活動をするうちに，周囲と

の温度差に気付き，生活がしづらくなるという状況が起きた。 

また，当時小学生の子どもが通う学校に対しても不信感が高まった。学校

は，放射線レベルが高い中で，子どもを外で遊ばせるかどうかを 1 人 1 人の

親に判断させ，誓約書を出すように求めた。女性は，学校が責任を持って放

射線の影響について判断しなかったことに大きな不信感を抱いた。学校の教

員にしてもそれぞれ言うことがばらばらで，結局は学校の責任ではなく個人

の責任にされた。国が急に被ばく許容量を年間 1 ミリシーベルトから 20 ミリ

シーベルトに一方的に引き上げたことでさらに国への不信感を高めた。 

そして最終的に女性は，2012 年 1 月，子ども 3 人を伴って京都府内に避難

した。避難の理由としては，京都府内には放射線の問題について理解を深め

る中で知り合った知人が住んでいたことが大きかった。 
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原子力発電所事故以前，女性は福島県福島市に夫と子ども 4 人，祖父母の

8 人で生活していた。中国に赴任中だった夫は避難について理解を示した

が，長女は祖父母を置いていきたくないと福島市にとどまった。女性は「な

ぜ家族がばらばらにならなければならなくなったのか」として非常に悔やみ

自分を責めた。長女とは半年間話すことができなかった。しかし，長男が京

都の大学に進学した際に「京都に避難してきて良かった」と語ってくれたこ

とが大きな救いになったという。 

女性は，現在も同じ福島県内でも「強制避難」に対して「自主避難」とい

うことばを使われることに違和感を覚える。「自主避難」ということばが，い

かにも自分勝手な都合で避難したようなことばだと感じているからである。 

女性は国と東京電力の責任を問うため，原発賠償京都訴訟原告団に参加し

た。裁判は 2018 年に一審の判決が京都地裁で言い渡され，国と東京電力の責

任が認められた注 1。2018 年 6 月現在，控訴審が行われている。女性は，京都

府での避難生活の中で新たな道を歩み始めている。京都市の NPO 法人に所属

し，「相談支援員」として東日本大震災の避難者の支援活動を行っている。具

体的な活動の内容は避難者の子育てや生活相談，住宅の確保などで，こうし

た日々の活動を通じて京都府における避難者の実情に触れ自らの視野も広が

ったと感じる。京都府では，自治体が避難者に対して住宅の提供や支援活動

に前向きであったために比較的地域に溶け込めた人が多いのではないかと感

じる一方で，震災から 7 年が経過し生活の困難さから生活保護を受けるよう

になった避難者もいることに将来の不安や懸念を感じている。将来の福島へ

の帰還について，女性は「放射線の線量が下がったとか食品の安全性が保た

れているという国の一方的な宣伝が行われている」と感じ，不信感を募らせ

ており，決めきれないと感じている。 
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注 1 ）日本経済新聞 2018 年 3 月 15 日朝刊 

原発避難，国と東電に賠償命令 京都地裁判決 東京電力福島第１原発事故の

影響で避難を強いられたとして，福島県などから京都府に避難した住民 174 人が

国と東電に慰謝料など約 8 億 4660 万円の損害賠償を求めた訴訟の判決で，京都

地裁は 15 日，国と東電の責任を認め，110 人に対する約 1 億 1 千万円の支払い

を命じた。全国で約 30 ある同種の集団訴訟では 5 件目の判決で，国の責任を認

めたのは 3 件目。津波対策を巡る国と東電の責任の有無や範囲のほか，原告の大

半を占める自主避難者が事故前に住んでいた避難指示区域外での低線量被曝（ひ

ばく）の危険性が主な争点。浅見宣義裁判長は，政府の地震調査研究推進本部が

2002 年に公表した「長期評価」に基づき，国が津波をある程度予見することは

可能で，東電に対して対応を命じなかったのは違法と指摘。避難指示に基づく避

難でなくとも，個人ごとの当時の状況によっては自主的に避難を決断するのも社

会通念上，合理性があると判断した。原告側弁護団は原告のうち 64 人の請求が

棄却された点などを不服として控訴する意向を示した。原子力規制庁は「関係省

庁で判決内容を踏まえ，対処方針を検討することになる」とコメントし，東京電

力も「判決内容を精査し対応を検討する」としている。昨年 3 月の前橋地裁と同

年 10 月の福島地裁の判決では，国と東電の責任を認めたが，同年 9 月の千葉地

裁は東電にだけ賠償を命じ，国への請求は退けた。今年 2 月の東京地裁判決は東

電の責任を認めたが，国は被告になっていなかった。 

 京都訴訟の原告は事故当時の福島，宮城，茨城，栃木，千葉各県の住民。うち

29 人は東電が賠償対象とした区域の外に住んでいた。健康への影響を恐れ，大

半が国の指示によらず自主的に避難せざるを得なかったとして，1 人当たり原則

550 万円を求めた。原告側は，政府機関が 2002 年に発表した地震に関する「長

期評価」に基づき，東電は津波被害を予見できたのに対策せず，国も改善を命じ

なかったと主張。国と東電は「津波の予見はできなかった」としていた。 
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⑵ 事例２ 

京都府内に住む 60 代の女性は，夫と 2 人暮らしをしている。避難前はさい

たま市の自宅で生活していたが，2013 年原子力災害による放射線の影響を考

えて，学生時代を過ごした京都に夫とともに避難した。子どもたちはすでに

成人しており，東京や横浜などで暮らしている。自分たち夫婦は，放射線に

よる低線量被ばくの影響を考えて，もとのさいたま市の住宅は売却し京都に

中古マンションを購入した。関東地方の友人や知人は放射線による低線量被

ばくの問題は知ってはいても，誰もどうしようもないという空気だった。 

 女性は京都府内に転居することで，放射線の問題からは解放されたが，こ

れまで住み慣れた住宅を手放しただけではなく，「それまでに築いた人間関係

や仕事など，すべてを失った」と感じている。 

 現在は，年金生活を続けており，将来の経済的不安と健康面の不安を感じ

ている。また，避難者が参加している裁判については，関東地方からの避難

者が受けた放射線が年間 1 ミリシーベルト未満という条件に適合しなかった

ため参加できなかった。このことを残念に思っている。放射線への危機感の

ない周囲と，放射線の影響を心配して避難してきた自分の感覚との隔たりを

感じている。現在住んでいる近所の人など周囲に対しては，自分が東日本大

震災の避難者であることはあえて話していない。 

 月に一回，同じように京都府に避難している人たちと集まって話しをした

り，悩みを聞いてもらったりすることが唯一の楽しみと感じている。何のわ

だかまりもなく自然に話すことができる。また，京都の現在住んでいる地域

は空気がきれいで環境もよいと感じている。いまの生活では，以前から続け

てきた趣味のヨガや温熱をやりながら健康に関心をもって日常生活を送って

いる。 

 



82 

 

⑶ 事例 3 

京都府内で暮らす 60 代の女性は，震災が起きた日の 3 日後の 3 月 14 日に

直ちに避難した。自らも体に障害があり，障害者福祉の事務所を運営してい

たが，「避難に迷いはなかった」と述べた。過去のチェルノブイリ原発事故に

ついて自分でもよく調べていた経験から，チェルノブイリ原発事故で当時 80

キロ圏の避難が行われたことを踏まえて，「福島原発事故でもすぐに避難が必

要になる」と思った。運営していた事務所を手放し，夫とともに自主避難を

した。避難した当初は京都府内の民間の賃貸住宅に住んでいたが，最近中古

マンションを安く購入した。京都を終の棲家とすることを決めた。 

 一番の心配事は健康のことで，避難後に甲状腺がんを発症した。がんにつ

いて「自分としては原発事故による放射線が原因」と思っている。いまは

徐々に体力が低下しており今後は手術をしたいと考えている。また，時とし

て自分がどうして京都にいるのか考えてしまうことがあり，自分では「根な

し草不安」と感じた。ストレスはあると思う。経済的には京都でも福祉事務

所を設立し経営をはじめ地域の人との交流もある。障害年金もあって大きな

不安はないが，体調のことなど将来の不安は感じる。 

原発事故に関連しては集団訴訟に参加し国や東京電力に賠償を求めてい

る。裁判の目的は「お金でなく，事故の原因と責任の所在をはっきりさせた

いこと，謝罪をしてほしい」と考えている。今回の問題は，自分たちに正義

があることを示し，「同じことが決して繰り返されてはいけない」と思ってい

る。 

 京都に来てうれしかったことは，知人を通じてほかの避難者と知り合いに

なれたこと，同じような課題を抱えていることを知り気持ちが楽になった。

テレビはよく見るが，「NHK スペシャル」などで福島県の現状を見たりす

る。福島のことが伝えられているのを見ていると,胸がつぶれるような思いが
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する。避難したことについては複雑な思いがあるが，「京都に来て良かった」

と感じている。 

 

⑷ 事例 4 

府内で避難生活を送っている 30 代の男性は，震災から約 7 年となる 2018

年 4 月，避難してから知り合った関西の女性と結婚した。いまは妻と二人で

暮らしながら，妻の仕事を手伝う日々を送っている。住宅は京都府内にある

公営の借り上げ住宅に住んでいる。避難先では，異業種の交流会や職業訓練

の学校で多くの友人・知人ができた。週末には，その友人らと遊びに出かけ

ることもあり，京都に避難してきてよかったと思う。ともに時間を過ごせる

人たちがいることは大きな支えとなっていると話す。 

福島の当時の小学校では，原発の放射線について学ぶ授業があった。この

ため，3 月 11 日には避難を開始し，震災発災翌日の 12 日には急いで避難し

た。このため「放射線への不安は感じていない」という。 

しかし，ストレスをまったく感じないかというと，必ずしもそうではない

と思っている。福島県に住んでいた時に，飲酒は年に数回程度であったが現

在はほぼ毎日飲酒をしている。自分でも自覚があり「何かストレスがあるの

では」と思っている。 

避難は強制避難であったが，経済的補償は 6 年で打ち切られた。このため

将来の経済的不安を感じており，このほかに「健康への不安，将来の不安な

どストレスを感じている」と語る。福島で暮らしていた頃は，中学時代の友

人らとフットサルチームを主催したりして，約 50 人のメンバーがいた。その

仲間とはいまは交流がなくなってしまった。また，以前は好きな自動車の運

転もできたが，いまは費用がかかることもあってそれができない。原子力災

害によって避難し，失ったものも多いと感じる。福島県を離れて暮らしてい
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るいまの自分を振り返ると，ふと寂しさを感じることがある。そうしたこと

もいま感じているストレスになっているのかもしれないと感じる。  

「いまの国や福島県が進めている復興は，除染や開発事業ばかりに莫大な

費用をかけており，自分たちのような若者への支援や県外の避難者に目が向

けられておらず，不満を感じてしまう」と語る。原発事故に伴う汚染水の問

題が起きるなど，原発事故はまったく収束していないと感じており，福島県

には戻りたいとは思わないが，「もっと避難者 1 人 1 人の個別事情に目を向け

たきめ細かい復興事業を考えてほしい」と語った。 

 

７．４ 結果 

 

事例 1～4 について，14 項目それぞれの共通の項目と共通でない項目に整 

理された。結果を Table7-2.に示した。 

事例 1 から 4 の共通する不安では，経済的不安と将来不安があった。住宅 

の確保はいずれも不安と感じていなかった。健康不安や子どもの不安，周囲 

の理解などは，それぞれに事情が異なっていた。 

ストレスについて事例１では，避難の当初はストレスがあったが，「最近 

は落ち着いた」という回答であった。事例 2 から 4 についてはストレスの原 

因は違っていたが，いずれも何らかのストレスを感じていた。 

SC に関連する項目としては，避難したことによって，家族が別々になっ 

た，友人と別れ別れになったなど，SC を喪失していた点で共通していた。ま 

た，不信感（国や電力会社等）についても 4 事例に共通した。 

SC の獲得において共通点があった。SC（避難生活を話し合う相手）ではい 

ずれも避難者のつながりがあり，SC（同居の家族）は家族全員ではなくとも 
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子どもと避難した事例，夫と避難した事例のほか，1 人で避難した後，避難 

先で結婚していた。SC（地域住民の知人）も地域で何らかのつながりを持っ 

ており，「あり」という回答であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table7-2. 4 事例の項目の比較と共通項目  

事例1 事例2 事例3 事例4（対照事例） 共通の項目

1 経済的不安 あり あり 少しあり あり ○

2 将来不安 あり あり あり あり ○

3 健康不安（放射線影響含む） なし あり あり なし

4 子どもの不安(健康・教育） あり なし なし なし

5 住宅の確保 なし なし なし なし ○

6 周囲の理解 なし なし あり あり

7 避難の種類 自主避難 自主避難 自主避難 強制避難

8 裁判 参加 参加せず 参加 参加せず

9 ストレスの有無 なし あり あり あり

10 SCの喪失 あり（家族） あり（地域）
あり

（仕事仲間）

あり

（友人・知人）
○

11
SCの喪失

（国・電力会社等への不信感）
あり あり あり あり ○

12
SCの獲得

（避難生活を話し合う相手）
あり あり あり あり ○

13 SCの存在（同居家族） あり あり あり あり ○

14 SCの獲得（地域住民） あり あり あり あり ○

項目
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７．５ 考察 

 

本研究の目的は，避難者の SC に着目して，京都府内で生活する避難者の

生活上の不安，ストレスの有無，SC の喪失と獲得について事例から明らかに

することであった。 

まずストレスと不安の項目について検討する。ストレスを感じていた 3 名

だけに共通する不安の項目はなかったが，経済的不安と将来の不安は 4 名に

共通した項目であった。震災後 7 年が経過したが，避難生活での収入，借金

など経済的不安を抱えながら，このまま京都に住み続けるのか福島県に戻る

のか，子どもへの放射線の影響等を含めた将来不安を感じており，先行研究

（復興庁，2014；藤田，2018；Speckhard，2006）と類似した。 

次に避難者の SC の喪失や獲得について検討する。喪失の面では,すでに述

べたように公的機関への信頼感の低下や喪失は SC を損なうことになる。自

主避難をした 3 名うち 2 名は，放射線への不安に対処しながらもとの住所で

暮らす方法を探ったが，周囲の理解は十分に得られなかった。その結果，自

主避難を選択して避難した事例であった。これらの行動の背景には，先行研

究で示されたような公的機関（自治体，学校，政府，電力会社等）への信頼

感（福島原発事故独立検証委員会,2012；中谷内他,2014；Fukasawa et 

al.,2020）が喪失されており，避難者の不信感が継続していると考えられ

た。 

本研究の対象とした避難者は，慣れ親しんだ故郷を離れ地域や職場の人間

関係だけでなく，友人・知人や仲間を失ったり，家族と別れ別れになったり

して，SC が大きく損なわれた。避難した 4 名は共通して SC を喪失したと考

えられた。事例 1 は家族と夫や子どもなどと別れ別れの生活となり，事例 2

は地域の人や知人友人と遠く離れてしまった。事例 3 では，自営業で雇用し
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ていた人たちや仲間との別れがあった。事例 4 ではスポーツの仲間を失われ

ており，SC の喪失が悲しみとともに語られた。 

しかし，4 事例とも避難先では新たな SC を獲得したと考えられた。本研究

の事例では，いずれも地域の人と一定のつながりを持ち，共通の問題を語り

合える避難者どうしのつながりもあった。事例 1 は NPO 法人でいっしょに働

く仲間ができたり，家族の中で子どもが成長したりして，親を励ます存在と

なり SC を獲得した。 

避難者は 4 名のうち 1 名を除いてストレスが高く，全員が経済的不安や将

来不安を抱えていた。SC の喪失も経験しストレスにもつながっていると考え

られたが，それぞれに職場や家族，地域などで SC を獲得したことで，それ

らが社会的，精神的な支えとなった。知らない土地での避難生活も SC を獲

得することで，日々の生活を乗り切る，あるいは地域になじむことができる

と考えられた。 

今後起きる大規模災害の避難者の支援を行う上で，SC の喪失と獲得を検討

し，個々に応じた措置を講じることで，避難者の支援につながるというのが

本研究の意義と思われた。避難者支援は，SC の喪失や獲得という観点も取り

入れた上での支援が必要である。 

最後に本研究の限界について述べる。本研究は京都府における避難者の 4

事例について述べたもので，京都府の避難者全体を示しているものではな

い。結果については制約を有する。事例は具体例であり，一般化は慎重でな

ければならないと考えられる。 

本研究は，避難者のストレスに影響すると考えられる SC の喪失と獲得と

いう視点から 4 名の事例について検討した。本研究において SC は，家族，

地域住民の支援，避難者同士のつながり，公的機関への信頼感という 4 点を

独自の定義として研究を行った。本研究で対象とした避難者から語られたこ

とばから，家族との関係や地域住民などが避難者の心の支えとして重要な役



88 

 

割を果たしていることがあらためて示された。原子力災害のため避難せざる

をえなくなったことでもとの地域住民の関係が断ち切られ，つらい気持ちが

示された。家族との関係では，夫や子どもと別別に暮らすことになった 40 代

女性からは「大学生になった子どもから京都に来て良かったと言われた」と

いうことばが喜びの表情とともに語られた。SC の一部である避難者同士のつ

ながりや地域の住民との関係が支えとなっていることも語られた。 

その一方で，国や自治体，東京電力への不信感や支援が，避難者の支えと

してもストレスとしても作用すると考えられた。本研究では，調査時点で避

難者を受け入れた京都府と一定の信頼関係が保たれていると考えられた，国

やと電力会社への不信感は強く，拭いきれないまま残されていた。このほか

には 1 事例からテレビなどメディアの影響について語られており，メディア

の一定の影響が考えられた。 
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第 8 章 原子力災害後の避難者のストレスと支援（研究 4） 

 

８．１ 目的 

 

本研究では，第一に東日本大震災による原子力災害のために避難から 7 年

後，京都府の避難者のストレスや支援，直面する問題や不安について明らか

にする。第二に，避難者のストレスと SC の関連について量的な研究により

検討する。SC は，家族や近隣住民，国や自治体による支援，信頼感と関係が

深く，近年は避難者支援や高齢者の健康維持などの面で注目されているが,本

研究では京都府の避難者においてどのように確保されているのかを前章に続

いて量的研究で検討する。第三に，避難者に対する国や自治体，地域の住民

等の支援とその評価について検討する。京都府災害対策支援本部（2012）に

よる震災 1 年後の調査では，自治体による支援を期待しての避難が多いこと

が示唆されているが，その評価は明らかになっていない。避難者の視点から

公的機関の支援や評価を明らかにし，その重要性についても検討する。避難

者の視点から公的機関の支援の評価を調べた研究は少ない。避難者がこれま

での 7 年間や避難生活についてをどのような気持ちで振り返り，受け止めて

いるかについても検討する。目的は以下の 3 点である。 

1． 震災の 7 年後に京都府で避難生活を続ける避難者のストレスや問題・

不安を明らかにする。 

2． 京都府における避難者のストレスと SC の関連について検討する。避

難者のストレスがその SC の喪失や獲得によって，どのように異なるのか

を示し，公的機関の避難者支援の重要性について検討する。 
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3． 避難者がこれまでの避難経験をどのように受け止めているか，過ごし

てきた 7 年をどのように振り返っているかについて自由記述から分析す

る。 

 

８．２ 予備調査 

 

質問項目作成のため研究 3 で実施した調査の結果を使用した。４名から得

られた内容をカードに書き下ろし KJ 法（川喜田，1986）を援用して整理し

た結果，現在の問題や不安について，「経済的な不安」，「将来の不安」，

「自分の健康の不安」，「家族が抱える問題への不安」「以前の人間関係を

失った悲しみ」などの項目が抽出された。また避難生活の支援をしてくれた

人については，「家族」，「地域の人」，「自治体」，「同じ避難者」など

が抽出された。この結果と藤田（2018）を参考に，研究 4 の調査項目を作成

した。 

 

本調査 

 

８．３ 方法 

 

避難者への支援を担当する京都府原子力防災課と弁護士事務所の協力を得

て，京都府内の避難者に質問紙を送る質問紙調査を実施した。 

⑴調査対象者  

調査時点で原子力災害により福島県や周辺の県などから京都府内に避難し

ており，行政システムに登録する避難者，20 歳以上を調査対象とした。 
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避難者として京都府に登録された 160 世帯 200 人あまりに配布した。75 人

の回答があった（世帯回収率 46.9％）。 

⑵手続き 郵送法により質問紙を配布した。返送用の封筒をつけた。 

⑶調査時期  

震災から 7 年が経過した 2018 年 4 月から 5 月にかけて実施した。 

⑷質問紙の構成  

1）フェイスシート 

性別，年代，職業，世帯の年収のほか，現在の住まい（賃貸住宅，住宅購

入等），避難当時の居住地域，同居家族（子，妻，夫等）について尋ねた。 

2）避難生活での問題と不安 

「問題や不安」は，藤田（2018）及び研究 3 の結果から「経済的な問

題」，「自分の健康上の問題」，「自分の放射線の不安」，「子どもや孫の

健康上の不安（放射線の影響など）」，「子どもや孫の教育上の不安（進路

やいじめなど）」，「住宅の問題（住宅の確保など）」，「孤立していると

感じる」，「避難先の問題（生活が不便，人間関係など）」，「家族の問題

や不安（家族の病気，人間関係など）」，「将来の不安」の 10 項目で 5 件

法により作成し，回答を求めた。 

3）支援者 

避難や避難生活における「支援を受けている相手」として，「家族」，

「同じ避難者」，「心理の専門家」，「友人・知人」，「避難先の地域の

人」，「京都府・京都市などの自治体」，「国」，「放送局」，「新聞」，

「インターネット」の 10 項目で，5 件法により回答を求めた。 

4）必要な支援 
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避難生活に必要な支援は，「住宅」，「就労（仕事）」，「経済的支

援」，「医療」，「介護」，「子育て」，「情報の提供」，「相談（話し相

手）」，「その他」の 9 項目で，多重回答形式により回答を求めた。 

5）K6 

研究 2 に続いて，日本語版 K6 を使用した。調査項目としては「神経過敏

に感じましたか」，「絶望的だと感じましたか」，「そわそわ，落ち着かなく感

じましたか」，「気分が沈み込んで，何が起こっても気が晴れないように感じ

ましたか」，「何をするのも骨折りだと感じましたか」，「自分は価値のない人

間だと感じましたか」の 6 つの質問について 5 件法で尋ねた。 

以下の全ての検定は 5％水準とし，検定は両側検定で行った。統計ソフト

は，SPSS Statistics27 を使用した。 

⑸倫理的手続き 

倫理的な手続きは，名古屋大学大学院教育発達科学研究科の研究倫理委員

会の承認を得た（17-1106）。調査協力者への倫理的配慮は，「調査への協力

は強制ではない，プライバシーは完全に保護される，研究への同意はいつで

も撤回でき，一切の不利益はない」等を質問紙表紙に記載し，回答をもって

同意を得た。避難している住民に対し，支援を行っている京都府と相談事業

などの支援を行っている団体に対して研究倫理について説明し同意を得た。

このほか回答によりストレスを感じた場合に備えてメールでの窓口を用意

し，連絡先を設けた。調査によりストレスを受けた旨の相談はなかった。 

 

８．４ 結果 

 

⑴有効回答者 
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回答のあった 75 人のうち 72 人を分析の対象とした。一部の未回答部分に

ついてはその都度除外した。 

⑵有効回答者の記述的特徴 

有効回答者の性別の内訳は，男性 28 人（37.3％）,女性 47 人（62.7％）で

あり,女性が多かった。年代別では，20 代 3％，30 代 15％，40 代 36％，50

代 19％，60 代 15％，70 代以上 12％となり，40 代が最も多く,次いで 50 代の

順となった。 

⑶家族の構成 

現在誰と暮らしているか多重回答形式で聞いた。同居は子どもが 61％と最

も多く，一人暮らしは 18％であった。家族の構成は本研究の目的の 1 つであ

る SC と深く関連することから，避難者家族の構成表を作成し，Table 8-1． 

に示した。母親と子どもだけの家は 18 世帯，子どもと父親だけは 1 世帯で

あった。 

⑷職業 

職業については，会社員 30％，パート・アルバイト 19％，無職（年金あ 

り）15％，専業主婦 11％，無職（年金なし）8％の順となった。記述統計を

Table 8-2．に示した。 

⑸避難生活の問題と不安 

避難者の問題・不安 10 項目（経済，自分の健康，自分の放射線影響，子

どもの健康，子どもの教育，住宅，孤立，避難先の問題，家族，将来）につ

いて，それぞれ（全くない=1 点～非常にある=5 点）として，平均点を算出

した。その結果，「将来の不安」が 4.42（SD=.81）と最も高く，次いで「経

済的問題」4.31（SD =1.03），「子どもの健康不安」3.85（SD =1.28），

「自分の健康不安 3.78（SD =1.15），「住宅の問題」3.75（SD =1.42），



94 

 

「家族の不安」3.70（SD =1.23）の順であった。特に「将来の不安」と「経

済的問題」が高かった。結果を Figure8-1．に示した。 

⑹必要な支援と支援者の存在 

現在，避難者自身が必要とする支援 9 項目について多重回答形式で聞いた

ところ，経済的支援が 74％，住宅支援 40％，医療支援 36％，情報の提供

35％，子育て 24％，相談（話し相手）20％の順となった。実際に避難生活で

支援を得た相手について誰（どこ）からどの程度受けたと感じているのか，

10 項目（家族，同じ避難者，心理の専門家，友人・知人，避難先の地域の

人，京都府・京都市，国，放送局，新聞，インターネット）について聞い

た。それぞれ（全くない=1 点～非常にある=5 点）として平均点を算出し

た。その結果，家族 4.34（SD=1.12），京都府・京都市など自治体が 3.72

（SD=1.37），避難先の地域の人 3.67（SD=1.29）であった。次いで同じ避

難者 3.36（SD=1.53），友人・知人 3.28（SD=1.38），インターネット 2.60

（SD=1.26），国 2.28（SD=1.11）などであった。「家族」の得点が最も高

く，次いで「京都府・京都市などの自治体」や「避難先の地域の人」から支

援を受けたという結果だった。結果を Figure8-2．に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 8-1. 避難者家族の構成（ｎ=72） 

同居の家族 人数 ％

1 子どもと親（1人） 19 26

2 夫婦や親 13 18

3 一人暮らし 13 18

4 子どもと両親等 25 35

5 その他 2 3

合計 72 100
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Table 8-2. 避難者の職業（ｎ=74） 

Figure 8-1. 「問題・不安」 平均得点 

職業 人数 ％

1 会社員 22 30

2 公務員・団体職員 3 4

3
パート・アルバイ
ト

14 19

4 自営業 5 7

5 専業主婦 8 11

6 学生・生徒 2 2

7 無職（年金あり） 11 15

8 無職（年金なし） 6 8

9 その他 3 4

合計 74 100
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⑺K6 と諸要因の関連 

心理的ストレスを示す K6 について諸要因の関連を検討する。K6 の回答に

データの欠損があった 3 人を除き 72 人を分析対象とした。高リスクの人（13

点以上）の割合は， 20.8％（15 人）であった。 

「問題や不安」10 項目の合計得点と「支援を受けた相手」10 項目の合計得

点を算出した。その結果，10 項目の「問題不安」得点は α=.84，「支援」得

点は α=.78 と高い値が得られ，十分な内的整合性がみられた。それぞれ「問

題不安」得点（M =36.20，SD =7.92），「支援」得点（M =29.59，SD 

=7.17）を算出した。「支援」得点は予備調査の結果から避難者がさまざまな

支援者から支援を得ている実態からまとめて得点化した。 

Figure 8-2. 支援者 平均得点 
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次に K6 得点との相関係数を算出した。「問題不安」得点は K6 に対して有

意水準 1％で正の高い相関，「支援」得点は 1％水準で負の低い相関を示し

た。結果を Table8-3. に示した。 

K6 得点について，性別，年代別，職業別（無職・年金なし，それ以外=会

社員，パート・アルバイト，自営業，専業主婦，学生・生徒，無職・年金あ

り）について t 検定を行った。検定の結果，職業別（「無職・年金なし」と

「それ以外」の 2 群）において有意であった（ｔ(70)=2.82, p <.01，ｄ

=1.22)。「無職・年金なし」群の K6 得点が「それ以外」群よりも高い結果

であった。結果を Table 8-4.に示した。 

最後に同居する家族構成別に 4 群（子どもと親 1 人，夫婦や親，1 人暮ら

し，子どもと両親等）に分け，K6 得点の平均を算出し 4 群間で 1 要因の分散

分析を行った。その他は除外した。検定の結果，同居する家族別に 5％水準

で有意な差がみられた（F(3,63)=3.57, p <.05, η²=.15）。Tukey 法による

多重比較の結果，「1 人暮らし」群の K6 得点は「子どもと親（1 人）」群と

「子どもと両親等」群よりも有意に高かった（いずれも p < .05）。 

「１人暮らし」群は,「子どもと親」群,「子どもと両親等」群よりストレ

スが高いという結果であった。結果を Table 8-5.に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 8-3.  K6 と問題不安得点・支援得点の相関係数 

K6得点 問題不安得点 支援得点

K6得点 .76** －.36**

問題不安得点 61 －.27*

支援得点 61 61

注：右上は相関係数，左下は有効票本数を示す。

*ｐ＜　.05，**ｐ＜.01
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Table 8-4. 無職年金なし・それ以外の職業別にみた K6 得点 

Table 8-5. 同居する家族別にみた K6 得点 

ｎ M SD F値(df ) d ｔ値(df )

無職年金なし 6 20.50 7.09 1.49 2.82 **

それ以外の職業 66 13.38 5.81 （5,65） (70)

**ｐ＜.01

1.22

子どもと
親（1人）

夫婦や親 1人暮らし
子どもと
両親等

F df η² 多重比較

ｎ 18 12 13 24 １人暮らし＞子どもと親（１人）

M 6.33 8.75 12.23 6.21 3.57
*

3，63 .15 １人暮らし＞子どもと両親等

SD 4.04 7.66 7.41 4.97

K6得点

*ｐ  <.05
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８．５ 目的（目的 3） 

 

8．1 の目的 3 に添って質問紙調査の自由記述の分析を行った。避難者自身

のことばを分析する質的研究によって,量的研究では得られない原子力災害の

避難者がこれまでの避難経験をどのように受け止めているか，過ごしてきた

7 年をどのように振り返っているかについて検討する。 

 

８．６ 方法 

 

質問紙調査の自由記述では，「調査への疑問・質問のほか，これまでの避

難生活について何でも自由にお書きください」と記載した。全体の半数以上

で詳細な書き込みがされており，ローデータを入力した上で，内容の分析を

行った。書き込みがあった 43 件のうち，本研究への問い合わせや意見を除い

た 38 件を分析の対象とした。分析は SCAT（Steps for Coding and Theorization 

以下 SCAT と記載）を用いた（大谷，2007；大谷，2019）。 

SCAT は，マトリクスの中にセグメント化したデータを記述しそれぞれに， 

〈1〉データの中の着目すべき語句 

〈2〉それを言いかえるためのデータ外の語句 

〈3〉それを説明するための語句 

〈4〉そこから浮き上がるテーマ・構成概念の順にコードを考えて付していく 

 

以上の 4 ステップのコーディングと，〈4〉のテーマ・構成概念を紡いでス

トーリーラインを記述し，そこから理論を記述する手順で行われる。 
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SCAT による質的分析は，インタビューによるテクストの分析を通じて行

われることが多いが，データの分析にも有効とされ，ストーリーラインその

ものが目的ではなく，理論を得ることが目的である（大谷，2019）。この理

論は，ストーリーラインから重要な部分を抜き出して命題や定義のように端

的に表現され，「こういう場合はこうなる」という予測的，あるいは「こう

いう場合はこうすると良い」という処方的なものとして記述される（大谷，

2007）。本研究では京都府における避難者の記述の分析を行った。結果の一

部を Table 8-6.，理論を Table 8-7.に示した。 

 

８．７ 結果 

 

SCAT による分析の結果，10 の理論が抽出された。これらの理論を KJ 法

（川喜田，1986）を援用して 4 カテゴリーに分類した。カテゴリーの関係を

Figure 8-3. に示した。 

【現在の問題】 

避難者に対する周囲の無理解，ストレス，怒り，不信感など 6 つの理論

が「現在の問題」として整理された。本調査で対象とした避難者は，避難生

活の中で怒りやあきらめの感情を抱き，ストレスや疲れを感じていた。同時

に自分の周囲や社会の中に原発事故の避難者に対する無理解やスティグマ，

あるいは無関心があり，それらに対して異議の感情や不満を持っていた。 

原発事故後，いっしょに避難した子どもへのいじめなど家族の問題が起き

ており，子どもへの心理的影響を心配し，子どもを避難させた親としての責

任を感じていた。東日本大震災と原発事故の風化を感じる一方で，健康面で

は子どもや自分への放射線や被ばくによる影響に不安を感じていた。放射線

や原発事故の情報については不信感を募らせていた。ある避難者は，「7 年
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が経ち，年々原発事故のことが報道されることが減り，国民の風化が進んで

いるように思います。もちろん，学校には避難者がおらず，自分の気持ちが

理解されないことや，どんどん進む風化，事故がなかったことのように過ぎ

去ってしまっていることにとてつもない疎外感を感じています。家族の健

康，友達の健康（福島），自分の健康に関しては不安を抱きながら生活して

います」と記載している。 
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Table 8-6. SCAT による避難者の自由記述分析例 

Q13-3 自由記述　テクスト
⑴テクスト中の注目すべ
き語句

⑵テクスト中の語句の言
いかえ

⑶左を説明するようなテ
クスト外の概念

⑷テーマ・構成概念

1
裁判の結果にかなり失望しています。たぶんこの先国を好きになることはな
いと思います。正義はないと思いました。

裁判/失望/国/好きにな
ることはない/正義はな
い

裁判/期待外れ/裏切り/
国/政府/嫌悪感/不条理/
不信感

国に対して不信感/諦観
の心境に

裁判や国への不信感／あ
きらめ

5

どうせ人ごとのように感じる。平和ボケしきっている感じがする。それは体
験していないから自分のこととして考えられないのだと思う。今月ある人か
ら福島の税金でやればいいと言われ、福島は海に面してないよねと言われ
た。がまんの限界を感じ少し強い調子で説明すると、さっと笑顔で別の話に
変えられごまかされる。

人ごと/平和ぼけ/自分の
こととして/福島/がまん
の限界/ごまかされる

無理解/ずれ/不条理/他
人事/福島/ストレス/不
誠実/不信感

避難について周囲の無理
解/ストレスや不信感

避難者に対する周囲の無
理解/ストレス/不信感

6
残念ながら先は見えていない。しかし時間は経過していく。根っこから刈り
取られた生活は戻ってこない。東電と国に返してほしい。前向きの気休めの
言葉などいらない。

先は見えていない/時間
は経過/刈り取られた生
活は戻ってこない/東電
と国/返して/気休めの言
葉

将来不安/取り残された
感じ/ふるさとの喪失/東
京電力と国/不信感

この先どうなるのか将来
不安を感じる/ソーシャ
ルキャピタルの喪失/国
や東京電力を含む周囲に
対して不信感

将来不安／ソーシャル
キャピタルの喪失／東京
電力と国に対する不信感

7

京都府がよりよい支援の在り方を考えるというのであれば、第一に原発事故
とその後の状況の正しい情報を府民に提供し、府民全体の理解を深めること
が、被害者の実情を正しく理解し、心に寄り添うためには必要だと思う。当
然、国の原子力政策の転換申し入れや若狭湾周辺の原子力施設の廃炉への働
きかけも必要。その上で、現実的な支援として、避難者がどこでどんな生活
をしたいと望んでいるのか、個別に把握して対応することが重要だと思う。
農業や漁業をしてきた人には、府内の農村や漁村の空き家を活用した住宅提
供、耕作放棄地を活用した就農支援や漁協の協力も得た支援などと同時に、
国や東京電力が全く補償を行わない人々に対しても、経済的支援を行ってほ
しい。比較的都市部で生活してきた人には、同様の環境での住宅提供や就労
支援が必要だと思う。また、原発事故は7年経過した現在も全く収束の目処
すら立たず、事故が継続中である。政府は、放射能汚染から住民を適切に避
難させることをせず、非常事態宣言を継続し、高い汚染基準値を適用するこ
とで、従来の法律では基準値を超える地域に住民を居住させ、帰還させ、基
準値を超える食品の規制もしていない。この現実を考えると、まさに絶望的
である。避難者一人ひとりの苦労がどれほどのものであるかを正確に理解し
た上で、京都府民が明日その同じ境遇に置かれることを、現実的な危機と捉
え、本来あるべき政策や支援を実施して欲しい。

京都府/原発事故とその
後の状況の正しい情報/
被害者の実情/正しく理
解/廃炉の働きかけ/心に
寄り添う/現実的な支援/
避難者/農業や漁業/国や
東京電力/全く補償を行
わない人々/経済的支援/
住宅提供/就労支援/終息
の目処/事故が継続中/政
府/適切に避難させるこ
とをせず/非常事態宣言/
高い汚染基準値/居住さ
せ/帰還させ/食品の規制
をしていない/絶望的/避
難者/正確に理解/本来あ
るべき/政策や支援

自治体/放射線不安/原発
事故の情報開示/被害者
の心情/無理解/脱原発/
共感/支援/避難者/農業
や漁業/国や東京電力/無
責任/不誠実/経済的支援
/住宅支援/就労支援/終
わりがない/将来不安/政
府/必要な情報提供/非常
事態宣言/原発事故の情
報開示/放射線への不安/
居住や帰還の政策/行政
への不信感/放射線の食
品規制/無力感/避難者/
無理解/立場に立った/原
発事故についての政策や
避難者支援

放射線の情報や被ばくの
不安/脱原発の取り組み/
自治体の避難者へのきめ
細かな支援/農業や漁業
の従事者、住宅の支援、
経済的支援/原発事故が
終息しない中、国や東京
電力の対応に強い不信感
と憤り/

被ばく不安と避難者への
無理解／京都府の支援/
脱原発への期待/就労、
住宅、経済的支援などき
め細かな支援/国や東京
電力の対応に強い不信感
や憤り

8

震災は月日が経てば忘れられていく事だと思いますし、当事者でなければつ
らさや苦しみがわからないことがたくさんあります。私は阪神大震災があっ
た時も、ニュースで大変な事が起きたと思いはしましたが、どこか他人事
だったように思います。こんなに苦しかったのかと体験して気がつく事で
す。避難してからは子供を育てていくだけで精一杯の毎日でした。避難した
事が正確だったのか疑問に感じる時もなかった訳ではありませんが、大学生
になった息子に京都に来てよかったと言われた時に頑張ってきた事は間違い
ではなかったと思いました。住宅支援も来年の３月には終わり不安でしかな
いですが、過去は変えられませんし、高校受験をむかえる次男もいますし、
まだまだ前を向いていかないと…　少しでもお役に立てればと思います。頑
張ってください。

忘れられていく/当事者/
わからないことがたくさ
ん/阪神大震災/どこか他
人事/こんなに苦しかっ
たのか/気がつく/子供を
育てていく/精一杯/避難
したことが正解だったの
か/大学生になった息子/
京都に来てよかった/頑
張ってきたこと/間違い
ではなかった/住宅支援/
終わり/不安でしかない/
高校受験を迎える次男/
前を向いていかないと

風化/災害の当事者/無理
解/阪神淡路大震災/他人
事/避難者の困難/理解/
子どもとの避難生活/一
生懸命/夢中/避難生活を
選択したことへの迷い/
大学生になった息子/ふ
り返り/肯定/受容/住宅
支援/支援の打ち切り/将
来不安/高校受験を迎え
る次男/踏み出す/前向き

東日本大震災や原子力発
電所事故の風化/阪神淡
路大震災のときのことを
振り返り他人事だったと
考えた/大学生の息子の
成長と肯定的フィード
バック/自尊心を取り戻
す/モラトリアムの解消/
住宅支援の終了に将来不
安/前向きな生き方を選
択/

東日本大震災や原子力発
電所事故の風化/阪神淡
路大震災のときの振り返
り/大学生の息子の成長
と肯定的フィードバック
/モラトリアムの解消/住
宅支援の終了と将来不安
/前向きな生き方/

9
正直、今の職場では私が避難者であることは上司しか知りません。なので気
をつかわれることもなく、皆平等に接してくれています。それが楽です。今
後も新しく知り合った人に自ら避難者であることは言わないつもりです。

今の職場/避難者/知らな
い/気をつかわれること
ない/平等に/楽/言わな
いつもり

今の生活/今の立場/避難
者/本来の自分/構えられ
ない/分け隔てなく/気が
楽/

平穏な生活を希求/避難
者であることを知られて
いない安心/

平穏な生活を希求/避難
者であることを知られて
いない安心感/

11
避難してはや6年。家族一緒にいられるように、全員で来たのですが、バラ
バラになってしまいました。元々の避難に対する考え方の相違、価値観の相
違が表出た感じです。

家族で一緒/バラバラ/考
え方の相違/価値観の相
違

家族で一緒/離散/家族の
悩み/喪失/自立/大人/独
立/価値観の相違

避難生活の問題と家族の
離散/避難についての
個々の考え方/ソーシャ
ルキャピタルの喪失

家族の離散/ソーシャル
キャピタルの喪失

13

自主避難者に対して理解されていないことがくやしく思う。安全なのに勝手
に避難したのだから、自分で責任をとるべきということから、経済的な支援
もなく、見捨てられたように感じる。そもそも、原発事故がなければ避難
（他県に行く）するということはなかった。不安だからこそとった行動であ
る。それをないがしろにしてほしくない。

理解されていない/勝手
に避難/経済的支援/見捨
てられた/原発事故がな
ければ/不安だからこそ
とった行動/ないがしろ

無理解/非難/不条理/経
済的支援/やるせなさ/原
発事故がなければ/放射
線不安/無視

避難者への無理解やス
ティグマに不条理、やる
せなさの感情/原発事故
による放射線不安

避難者への無理解とス
ティグマ/不条理と無力
感/放射線不安
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Table 8-7. SCAT による避難者の自由記述から得られた理論 

ストー
リー・
ライン

震災から7年後，京都府における避難者は，怒りやあきらめの感情のほか，ストレスや疲れを感じている。その背景には，避
難者に対する周囲や社会の無理解やスティグマ，無関心（または，それらへの異議，不満）があり，中には避難者として自己
肯定感がないという人がいる。いっしょに避難した子どもへのいじめがあり，その心理的影響を心配し，避難した親としての
責任を感じている。社会や周囲に東日本大震災や原子力発電所事故の風化を感じ取る一方、子どもや自分への放射線や被ばく
による影響の不安を抱え，将来の脱原発に期待をにじませている。また，避難者は依然として放射線や原発事故等の情報につ
いて不信感を募らせている。具体的には国や東京電力への不信感，裁判をしている人は裁判への不信感があり，国や東京電力
の賠償責任が果たされていないと考えている。避難によって人や地域とのつながり，すなわちソーシャルキャピタルの喪失，
ふるさとの喪失とその悲嘆があるが，逆に避難に関して主体的選択をした人、避難先におけるソーシャルキャピタルの獲得や
地域に適応する避難者がいる。避難生活の中で「これからどうすればよいのかわからない」などモラトリアムの状態やアイデ
ンティティ拡散の人，自分や家族の健康不安，経済的不安，将来不安，繰り返し将来のことを考え悲観しトラウマとなるフ
ラッシュフォワード，不条理や無力感，家族の離散や家族の問題を抱える。これらの問題に対して京都府など自治体による避
難者支援（就労・住宅・経済的・地域差・避難者への理解・子ども支援）を求める人もいる。逆に阪神淡路大震災のときの気
持ちを思い出しいまの気持ちの振り返りをしたり，子どもの成長と肯定的フィードバックを受けたりして新しい生活の受容と
前向きな生き方を見つける人，モラトリアムの解消，平穏な暮らしや生活，安心感，地域での居場所を得てアイデンティティ
の達成をする人がいる。

理論的
記述

・避難者はストレスを感じ，怒りやあきらめの感情，疲れがある。
・避難者に対する周囲や社会の無理解，スティグマ、無関心に苦しんでいる。
・家族の悩みとしては，いっしょに避難した子どもへのいじめ，心理的影響の心配などがある。
・自分や子どもへの健康不安、放射線の影響や被ばくへの不安がある。
・7年という時間の経過とともに，東日本大震災や原子力発電所事故の風化を感じている。
・放射線や原発事故の情報に関して，東京電力や国に不信感を持っている。
・避難生活によりソーシャルキャピタルの喪失があったが，避難先におけるソーシャルキャピタルの獲得，地域に適応してい
る避難者もいる。
・「これからどうすればよいのかわからない」などモラトリアムの状態やアイデンティティ拡散の人，経済的不安，将来不安
の，フラッシュフォワード，不条理を感じ無力感がある。
・これらの問題を抱える避難者は自治体などの支援を求めている。
・子どもの成長と肯定的フィードバックを受け新しい生活の受容と前向きな生き方を見つける人，モラトリアムの解消，安心
感を得てアイデンティティ達成をする人がいる。
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【将来不安】 

「これからどうすればよいのかわからない」等，1 つの理論が「将来不

安」として整理された。日々の生活の中で，避難者は放射線による自分や家

族の健康不安，経済的不安，繰り返し将来のことを悲観し，トラウマとなる

フラッシュフォワード，不条理や無力感，さらには家族の離散も体験してい

た。 

自由記述には，「福島の事，家族の健康，友達の健康（福島），自分の健

康に関しては不安を抱きながら生活しています」のように将来不安について

語られていた。 

 

Figure 8-3. カテゴリーと支援の関係 
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【自治体等の支援】 

避難者は現在の問題に対して京都府など自治体による避難者支援（就労・

住宅・経済的・地域差・避難者への理解・子ども支援）を引き続き求めてお

り，1 つの 理論が整理された。とくに避難先で困難に直面し苦しむ子どもへ

の支援や住宅の支援が必要とされた。ある避難者は，「故郷で築き，失った

もの（人間関係や経済的なもの）を，元あったところまで戻していくのは大

変です。せめて子どもの教育への何かしらの支援があればと思います」と述

べている。また別の避難者は「避難者一人ひとりの苦労がどれほどのもので

あるかを正確に理解した上で，京都府民が明日その同じ境遇に置かれること

を現実的な危機と捉え，本来あるべき政策や支援を実施して欲しい」と記し

ている。 

 

【避難生活の受容】 

2 理論が避難生活の受容として整理された。避難に関して主体的選択をし

た人，避難先の地域において SC の獲得をする人がいた。阪神淡路大震災の

ときの気持ちを思い出したり，子どもの成長と肯定的フィードバックを受け

たりして，新しい生活を受容しモラトリアムの解消，平穏な暮らし，安心

感，地域での居場所を得てアイデンティティ達成をする人がいた。 

ある避難者は，「私は阪神大震災があった時も，ニュースで大変な事が起

きたと思いはしましたが，どこか他人事だったように思います。こんなに苦

しかったのかと体験して気がつく事です。避難してからは子供を育てていく

だけで精一杯の毎日でした。（中略）大学生になった息子に京都に来てよか

ったと言われた時に頑張ってきた事は間違いではなかったと思いました。高

校受験をむかえる次男もいますし，まだまだ前を向いていかないと」と述べ

ている。また別の避難者は，「今は京都にきてから知り合った地元の人々と
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話すほうがとても落ち着きます。このまま平和にずっとここ京都に住んです

ごしていきたいです」と記した。 

 

８．８ 考察 

 

福島第一原子力発電所事故により避難者は福島県を離れ，北海道から沖縄

県まで全国の自治体に避難し，受け入れを行った全国の自治体では住宅の提

供等の支援が行われた。 

本研究では，「支援を受けている相手」として「家族」がもっとも多く挙

げられたが，次いで自治体や地域の人の支援得点が高かった。震災当初「京

都府が福島県を応援していたから」,「行政や地域の支援が期待できそうだか

ら」と考えて避難した人が比較的多かった（京都府災害対策支援本部，

2012）。震災 7 年後も自治体の支援得点が高い状態であり,継続的な支援が

行われた可能性があった。 

本研究で対象とした避難者の問題・不安は，「将来の不安」，「経済的問

題」，「子どもの健康不安」，「自分の健康不安」の順に高かった。避難者

は，自分たちの避難行動を「周囲に理解されていない」と感じ，「先が見え

ない」，「子ども・家族の悩み」等の避難生活における現在の問題を多く抱

えていた。「周囲に理解されていない」という感情は，「疎外感」というこ

とばとともに語られ，他の地域（田並，2018）の結果と整合した。 

また，問題・不安でもっとも得点が高かった「将来の不安」は，研究 3 に

おいても「将来の不安」として示された。チェルノブイリ原発事故で避難者

に関して指摘されたフラッシュフォワード（Speckhard，2006）の心理に類似

したと考えられた。フラッシュフォワードは，経済的な不安や放射線による
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健康不安など繰り返し将来の心配するために起こるトラウマの 1 つとされ

る。 

放射線の情報に関しては，情報の発信元に対する不信感が示されたが，先

行研究（中谷内他,2014；成他,2015）に整合した。不信感は公的機関への信

頼感を損ない，避難者の SC が損なわれることにつながる。信頼感が失われ

たことがストレスを高める規程因になることが示唆されており,福島県の居住

者の政府への不信感が強く抑うつに影響したという先行研究（Fukasawa et 

al., 2017; Fukasawa et al.,2020）と類似した。自治体や地域の住民は，避難

者の問題・不安，将来不安を考慮に入れ，避難者と向き合い避難者の信頼を

得ることが重要であり，信頼関係があることによってさらに効果的な支援に

つながると期待された。 

本研究で対象とした京都府の避難者は，震災から 7 年後も高いストレスを

抱えていた。K6 得点の高リスクの割合は 20.8％であり，避難者のストレス

は以前（京都府災害対策支援本部，2012；成ら，2015；藤田，2018）と比較

して回復しているものの，高い状態が続いていると考えられた。研究 4 で，

K6 得点は「問題不安」得点と強い相関（相関係数=.76）がある一方，「支

援」得点とは負の相関（相関係数=－.36）があり，家族や自治体，地域の住

民を含めた支援が，全体として一定程度ストレスを緩和する効果があると考

えられた。 

次に K6 得点と経済的な基盤や SC との関連を検討する。「無職・年金な

し」の人のストレスは，仕事がある人や年金を受け取っている人と比較して

高く，このことは経済的な基盤が精神的健康に重要であることを示したと考

えられた。また，家族の構成別に検討した結果，1 人暮らしの人のストレス

は，子どもといっしょに避難した親（1 人）と比較して高かった。この結果

は，Beaudoin（2007）や池内・藤原（2000）の結果と整合した。原子力災害

の避難者にとっても，家族などの SC の確保が重要と考えられた。支援者や
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自治体は 1 人暮らしの避難者への対策について SC の観点から十分に検討す

ることが求められると考えられた。 

避難者の心理の 1 つとして，「避難生活の受容」があった。震災後 7 年が

経過し，当時小学生だった子どもは高校生や大学生に成長した。母親は放射

線の子どもへの影響や学校でのいじめなど多くの不安や心配を抱え避難した

が，子どもが成長し,SC として逆に親を支える存在になったと考えられた。

「大学生になった息子に京都に来てよかったと言われた時に頑張ってきた事

は間違いではなかったと思いました」と記述されたように，子どもが親を支

える存在（SC）となり，避難生活の受容という心理につながったと考えられ

た。研究 4 のデータからも，子どもと親（1 人）の避難で必ずしも親のスト

レスが高くない結果と整合した。本研究の対象者は，母子避難における母親

のストレスが高いという岩垣他（2017）の結果とは整合しなかった。避難後

の経過年数や避難先（自治体・地域）での支援が，親のストレスに影響する

可能性が考えられた。 

本研究の目的である避難者のストレスと支援について総合的に検討する。

避難者は周囲の無理解，家族の問題などの「現在の問題」や「将来不安」に

悩まされながら，一部の人は震災の 7 年後に「避難生活の受容」をする心境

になっていることが明らかになった。自分と家族とが過ごした歳月，乗り越

えてきた数々の困難を振り返り，子どもの成長を感じ，地域にも馴染むこと

によって，受容に至ったことが考えられた。避難生活の受容の心理が，避難

者自身によって語られた点は，本研究の重要な意義であると考えられた。 

一方で,本研究で対象とした避難者は震災から 7 年後もストレスが高いこ

とが示され，原子力災害の避難者の問題・不安が一概に過去の問題とは言え

なく継続中の問題であると考えられた。 

最後に SC の観点から論じる。原子力災害による全国への大規模な避難に

よって，避難者の家族構成が大きく変化し，家族が別々になることで避難者
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の SC が損なわれることとなった。こうした家族の崩壊とも言える現象がス

トレスを高めたと考えられた。避難者のストレスが高いという本研究の結果

は重大であり，今後も調査を続けていく必要があると考えられる。SC の観点

から検討した結果，SC が失われながらも,自分の子どもが成長し親の支えに

なったという事例が実証され，研究 3 の結果と整合した。自治体や地域の人

の支援が避難者のストレスを下げている可能性が見いだされ，このことは本

研究の意義と考えられた。 

研究 4 では，研究 3 を受けて京都府の避難者への質問紙調査を行い，得ら

れた回答から量的研究を，自由記述から質的研究を行った。京都府への避難

者は，原発事故の避難者支援を積極的に打ち出した自治体の支援を期待して

避難した人が多かった。自治体に対しての信頼感が継続していると考えられ

たが，いまもストレスの高い状態が続いていた。ストレスが高いことの規程

因には，経済的な基盤と家族の存在を含む SC の重要性が浮かび上がった。

支援者としては，家族の存在が最も重要であったが，自治体や地域の役割も

大きいことが明らかとなった。さらにインターネットなどのメディアも避難

者にとって一定程度は支援となったと受け止められていたことも本研究の重

要な知見であると考えられた。メディアによる支援や影響は避難者にどのよ

うに受け止められているのか，実際の効果や影響はあるのか，次章で明らか

にする。 
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第 9 章 原子力災害後の避難者のストレスと支援および支援者 

～自治体・メディアの影響と支援～（研究 5） 

 

９．１ 目的 

 

本研究では，研究 1～4 を踏まえて，原子力災害の避難者のストレスと問

題・不安，自治体，メディア等による影響と支援，および効果について検討

する。あわせて避難者，避難経験者，避難しなかった人のそれぞれの視点か

ら明らかにすることを目的とする。 

第一の目的は，福島第一原発事故のため福島県から全国に避難している避

難者や避難経験者について，避難しなかった人（以下，避難未経験者）と比

較しながら，震災の約 8 年後，どのような心理的影響や健康の影響を受けて

いるのか，ストレス，PTSD 関連症状の違いについて明らかにする。避難

者，避難経験者，避難未経験者の比較によって，ストレスや PTSD 関連症状

の違いがあるかどうか検討する。あわせて，これまでの研究 1～4 で示されて

いる経済的不安，将来不安，健康不安，子どもへの放射線不安，教育の心配

等の不安の様相についても確認する。 

第二に，避難者・避難経験者・避難未経験者からみた支援（サポート）が

誰（機関）によって行われ，それらがどのように受け止められたのか，避難

者の視点から検討する。また，誰が支援者としての役割を担ったのか，自治

体の役割や効果に着目して検討する。今後，避難者に必要な支援についても

確認する。 

第三に，自治体や国が行った支援だけでなく，インターネット，テレビ・

新聞などのメディアによる報道や情報，番組等に着目して，避難者にどのよ
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うに受け止められたか，心理的影響について検討する。コミュニケーション

行動にも着目して原子力災害の影響について掘り下げる。 

目的は以下の 3 点である。 

1．原子力災害から約 8 年後の避難者・避難経験者が，避難未経験者と比較し

て，どのようなストレスを受けているか，PTSD 関連症状について検討

し，避難者・避難経験者の問題・不安の様相を具体的に明らかにする。 

2．避難者・避難経験者・避難未経験者からみた支援と，家族や近隣の住民，

自治体，国など支援者とその評価，および今後どのような支援が必要なの

かについて検討する。 

3．自治体や国による支援やメディアによる情報，報道等が，避難者・避難経

験者・避難未経験者にどのように影響し，支援につながったのか，避難

者・避難経験者の視点から検討する。 

 

９．２ 方法 

 

インターネットを通じた質問紙調査を行った。調査はインターネット調査

会社の協力で，パソコンやスマートフォンを通じて行われた。回答は無記名

であり，個人情報は完全に保護されることを明記した。 

⑴  調査時期  

震災から 8 年半が経過した 2019 年 9 月に実施した。 

⑵  調査対象者  

調査対象者は，東京電力福島第一原子力発電所事故のため福島県から避難

している避難者．避難経験者（1 か月以上避難），および避難未経験者で，

いずれも成人を対象とした。避難経験者（1 か月以上避難）は，先行研究

（松谷・成・牛島・坂口，2014）を参考に作成した。 
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⑶  調査内容  

1） フェイスシート  

フェイスシートは，性別，年齢，婚姻の状況（未婚か既婚か），子ども

の「あり」「なし」，職業について尋ねた。 

2） 避難者の属性  

震災当時は福島県に居住しており，現在も県内や県外で避難生活を続け

ている避難者，一度避難したが，その後もとの住居に戻るなど避難経験者

（1 か月以上避難），当時福島県内に居住しており，現在もそのまま続け

て住んでいる等の避難未経験者であった。 

3） 現在の家族の状況  

 家族の状況について，誰と暮らしているかを尋ねた。子ども，夫，妻，

親のほか，１人暮らしかどうかについて 1 つを選択する方法（Single 

Answer，以下 S.A と記載）で尋ねた。 

4） 現在の支援者数 

自分の生活を助けてくれる人の人数について，0 人から 10 人以上につ

いて S.A で尋ねた。 

5） 支援者  

震災以降の生活で，誰（どの機関等）がどのくらい支援してくれたかを

尋ねた。項目は，9 項目であり，選択肢は①家族，②近所の人，③心理専

門家・保健師，④友人・知人，⑤住んでいる自治体，⑥国，⑦テレビ・ラ

ジオ，⑧新聞，⑨インターネット・SNS であった。「1：まったくない」

「2：あまりない」「3：どちらとも言えない」「4：少しある」「5：非常に

ある」の選択肢であり，第 8 章（研究 4）と同様に 5 件法で回答を得た。 

 

6） 健康状態 
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 健康上の問題で日常生活に影響があるかどうかを，あり，なしの 2 件法

で尋ねた。あわせて「それはどのようなことに影響があるか」を多重回答

方式で尋ねた。健康状態について，「1：よい」「2：まあよい」「3：ふつ

う」「4：あまりよくない」「5：よくない」の 5 件法で尋ねた。政府が実施

している国民生活基礎調査（厚生労働省，2018)を参考に作成した。 

7） 家族の健康状態 

家族の健康上の問題で日常生活に影響があるかどうかを，ある，ないの

2 件法で尋ねた。あわせて「それはどのようなことに影響があるか」を

「1：日常生活動作」「2：外出」「3：仕事・家事・学業」「4：運動」「5：

その他」の複数回答（Multiple Answer，以下 M.A と記載）で尋ねた。平

成 28 年 国民生活基礎調査（厚生労働省，2018)を参考に作成した。 

8） 日常生活における悩みやストレス 

 回答者の日常生活で悩みやストレスがあるかどうかを，あり，なしの 2

件法で尋ねた。あわせて「どのような原因か」を多重回答方式で尋ねた。

「1：家族との人間関係」「2：家族以外との人間関係」「3：恋愛・性に関

すること」「4：結婚」「5：離婚」「6：いじめ・ハラスメント」「7：生きが

いに関すること」「8：自由な時間がないこと」「9：収入・家計・借金等」

「10：自分の病気や介護」「11：家族の病気や介護」「12：妊娠・出産」

「13：育児」「14：家事」「15：自分の学業・受験・進学」「16：子どもの

教育」「17：自分の仕事」「18：家族の仕事」「19：住まいや生活環境」

「20：その他」「21：わからない」であった。国民生活基礎調査（厚生労

働省，2018）を参考に作成した。 

9） 睡眠時間と休養 

過去 1 か月における一日あたりの平均睡眠時間について尋ねた。あわせ

て睡眠で休養が十分とれているかを「1：十分とれている」「2：まあとれ
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ている」「3：あまりとれていない」「4：まったくとれていない」の 4 件法

で尋ねた。国民生活基礎調査（厚生労働省，2018)を参考に作成した。 

10） K6 

K6 は,日本語版について古川他（2002）が作成したものを使用した。過

去 1 か月の精神状態について問うもので，第 6 章（研究 2），第 8 章（研

究 4）と同様に K6 をストレス尺度として使用した（Table6-2）。 

11） 問題・不安  

 現在の日常生活上の問題や不安 10 項目について，「1：全くない」「2：

あまりない」「3：どちらともいえない」「4：少しある」「5：非常にある」

を 5 件法で尋ねた。10 項目は，①経済的問題，②自分の健康，③放射線

（自分），④子や孫（放射線），⑤子や孫（教育），⑥住宅，⑦孤立，⑧地

域，⑨家族，⑩将来，であった。研究 1～4 を参考に独自に作成した。 

12） IES-R 

IES-R（Asukai et al.,2002）は，心的外傷性ストレス症状（以下，PTSD 関

連症状）を測定する質問紙で，過去の強いストレスを伴うような出来事に

ついて 1 週間以内に「1：どんなきっかけでも，そのことを思い出すと，そ

のときの気持ちがぶり返してくる」等 22 項目で作成され，「0：全くなし」

「：1 少し」「2：中くらい」「3：かなり」「4：非常に」の 5 件法で尋ね

た。 

13） コミュニケーション行動 

欠かせないコミュニケーション行動について尋ねた。「新聞を読む」，

「本を読む」「テレビを見る」，「携帯電話・スマートフォンを使う」など

13 項目から選択する方法で行われた（M.A）。13 項目は NHK が 5 年ごとに

実施している「日本人の意識」調査（ＮＨＫ放送文化研究所 世論調査

部，2018）を参考に作成した。 
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14） 原子力災害でメディアが伝えてきたこと 

原子力災害でメディアが伝えてきたことについてあなたの考えに近い内

容 11 項目を，「1：全くない」「2：あまりない」「3：どちらともいえな

い」4：少しある」「5：非常にある」を 5 件法で尋ねた。11 項目は，研究

4 を参考にして作成した。①理解進む，②継続報道，③応援・支援，④つ

らさ忘れた（ドラマ），⑤つらさ忘れた（歌），⑥SNS，⑦つらさ忘れた

（新聞），⑧メディアで解決した，⑨メディアで解決した 家族問題，⑩

メディアで思い出しつらい，⑪メディア不信感，であった。第 8 章（研究

4）を参考に独自に作成した。 

15） 避難生活や自治体の支援に何を感じているか。 

避難生活や自治体の支援に何を感じているかを，10 項目の複数回答

（M.A）で避難者・避難経験者・避難未経験者（3 群）にそれぞれ尋ね

た。避難者への M.A 10 項目は，①避難から 8 年が経ち，いまは避難とは

考えていない，②避難について周囲に理解されなかった，③先が見えない

と感じる，④放射線の情報について不信感を抱く，⑤避難したことは結果

的によかった，⑥現在住んでいる自治体からさまざまな支援（情報の提供

含む）を受けた，⑦福島県からさまざまな支援（情報の提供含む）を受け

た，⑧もと住んでいた自治体からさまざまな支援（情報の提供含む）を受

けた，⑨国からさまざまな支援（情報の提供含む）を受けた，⑩何も感じ

ない，であった。第 8 章（研究 4）を参考に独自に作成した。 

16） 避難者に必要な支援 

避難者に必要な支援 10 項目について M.A で尋ねた。10 項目は，①住

宅，②経済的支援，③就労（仕事），④医療，⑤介護，⑥子育てや教育，

⑦情報の提供，⑧相談する相手（話し相手），⑨メディアの報道．⑩その

他，であった。研究 1～4 を参考に独自に作成した。 

17） どんなとき落ち着くか 
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どんなとき落ち着くか，について 11 項目，M.A で尋ねた。11 項目は，

①家族でいっしょに過ごしているとき，②親しい友人や知人と話している

とき，③自分だけの趣味に没頭しているとき，④読書をしているとき，⑤

テレビドラマや歌番組を見ているとき，⑥インターネットを見ていると

き，⑦食事（外食含む）しているとき，⑧買い物をしているとき，⑨お酒

を飲んでいるとき，⑩パチンコや競馬等ギャンブルをしているとき，⑪そ

の他，であった。研究 2 を参考に独自に作成した。 

以下の全ての検定は 5％水準とし，検定は両側検定で行った。統計ソフト

は，SPSS Statistics27 を使用した。数量化理論の解析には，エクセル統計

3.20 を用いた。再検証および効果量の確認に HAD 16.1（清水，2016）を

使用した。 

⑷  倫理的手続き 

本研究は，名古屋大学大学院教育発達科学研究科の研究倫理委員会の承認

を得た（19-1298）。調査協力者への倫理的配慮は「調査への協力は強制では

ない，プライバシーは完全に保護される」等を調査票表紙に明記し，回答を

もって同意とみなした。このほか，回答者が回答によりストレスを感じた場

合に備えて筆者宛のメールアドレスを用意し連絡先を設けた。実際の利用は

なかった。 

 

９．３ 結果 

 

⑴ 有効回答者 

東日本大震災当時福島県に居住し，福島第一原子力発電所事故により，県

内や県外に避難して生活を続ける人（以下，避難者），県内外で避難生活を
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1 か月以上送った後，もとの住居に戻った人（以下，避難経験者），1 か月以

上の避難をしなかった人（以下，避難未経験者）であった。 

有効回答者は，避難者 83 人，避難経験者 186 人，避難未経験者 835 人の計

1,104 人であった。回答者の内訳を Table9-1.に示す。 

⑵ 有効回答者の記述的特徴 

有効回答者のうち男性 654 人 59.2％，女性 450 人 40.8％であった。年代

は，20 代 102 人 9.2％，30 代 185 人 16.8％，40 代 307 人 27.8％，50 代 296

人 26.8％，60 代 173 人 15.7％，70 代以上 41 人 3.7％であった。結果をそれ

ぞれ Table9-2.と Table9-3.に示す。 

婚姻の状況について尋ねた。未婚 342 人 31.0％，既婚（離別・死別を含

む）762 人 69.0％であった。子どもの有無について尋ねた。子どもがいる人

は 643 人 58.2％，いない人は 461 人 41.8％であった。 

同居する家族については，子どもという回答が最も多く，441 人 39.9％で

あった。次いで, 妻, 親, 夫の順であった。1 人暮らしは, 167 人 15.1％で

あった（Table9-4.）。 

現在の生活を助けてくれる人について，すぐに思い浮かぶ人の人数につい

て尋ねた。2，3 人が 428 人 38.8％で最も多く，次いで 0 人が 248 人

22.5％，1 人が 233 人 21.1 などであった（Table9-5.）。 

⑶ 避難者・避難経験者・避難未経験者の特徴 

 避難者・避難経験者・避難未経験者の 3 群について，子どもの有無，スト

レス有無，健康の問題の有無，休養，現在の生活を助けてくれる人について

χ2 検定を行った。その結果「子どもあり」（χ
2（2）＝10.82，ｐ  <.05），

「健康状態の問題あり」（ χ
2（2）＝6.36，ｐ <.01）について有意であっ

た。残差分析の結果，「子どもあり」において避難未経験者が少なかった。
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「健康問題あり」においては，避難未経験者が少なく，避難者が多かった。

結果を Table9-6.に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 9－1．回答者の内訳（N=1,104） 

Table 9－2．回答者の性別割合（N=1,104） 

性別 人数 ％

1 　　　　男性 654 59.2

2　　　　 女性 450 40.8

合計 1,104 100

回答者 人数 ％

1　避難者 83 7

2　避難経験者 186 17

3　避難未経験者 835 76

合計 1,104 100
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Table 9－4．同居する家族の割合（N=1,104） 

Table 9－3．回答者の年代別割合（N=1,104） 

同居する家族 人数 ％

1 子ども 441 39.9

2 夫 273 24.7

3 妻 379 34.3

4 親 371 33.6

5 親戚 14 1.3

6 １人暮らし 167 15.1

7 その他 102 9.2

合計 1,747 158.1

年代 人数 ％

1 20代 102 9.2

2 30代 185 16.8

3 40代 307 27.8

4 50代 296 26.8

5 60代 173 15.7

6 70代以上 41 3.7

合計 1,104 100
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Table 9－5．生活を助けてくれる人数の割合（N=1,104） 

Table 9－6．避難の状況別 項目の検定結果（N=1,104） 

人数 ％ 人数 ％

1 ０人 248 22.5 6 ６人 18 1.6

2 １人 233 21.1 7 ７人 6 0.5

3 ２,３人 428 38.8 8 ８人 3 0.3

4 ４人 75 6.8 9 ９人 1 0.1

5 ５人 61 5.5 10 10人以上 31 2.8

合計 1,104 100

調整済み残差 1.443 2.482 *

調整済み残差 1.844 1.793

調整済み残差 -2.513 * -3.123 **

*ｐ＜．05, **ｐ＜．01

助けてくれる人
0～10人以上（平

均）

① 避難者
n=83

45.1
61

（73.5％）
54

（65.1％）
26

（31.3％）
2.36 3.24

避難の状況 平均年齢 子どもあり ストレスあり 健康問題あり
休養　十分とれてい
る1～まったくとれ

ない4(平均)

3.11

③ 避難未経験者
n=835

48.7
451

（54.0％）
526

（63.0％）
134

（16.0％）
2.33 2.69

② 避難経験者
n=186

45.4
131

（70.4％）
125

（67.1％）
49

（26.3％）
2.32
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⑷ 支援者 

東日本大震災後の生活で，誰（どこ）がどのくらい支援してくれたかにつ

いては，1（まったくない）から 5（非常にある）の 5 件法で尋ね，平均値を

得点化して比較した。「家族」が 3.91（ SD＝1.37）と最も高く，次いで

「友人・知人」2.79（ SD＝1.37），「近所の人」2.42（ SD＝1.34），「自

治体」2.41（ SD＝1.21），「テレビ・ラジオ」2.36（ SD＝1.24），「イン

ターネット・SNS」2.31（ SD＝1.22）の順に多くなった。結果を Figure9-1.

に示す。 

支援者の存在（9 項目）について最尤法プロマックス回転による探索的因

子分析を行った。項目内容から因子名について，Factor1 をメディアや国，自

治体などによる「メディアを通じたサポート」因子，Factor2 を家族や近所の

人による直接的な支援をする「ソーシャルサポート」因子と命名した。内部

一貫性については，「メディアを通じたサポート」（ω=.914 ，α=.880 ），「ソ

ーシャルサポート」 （ω=.833， α= .708）であり，因子間相関は，.560 で

あった。結果を Table9-7.に示す。 

支援者得点について，避難者・避難経験者・避難未経験者 3 群間の平均値

の差の検定を行った。分散分析による検定の結果，「家族」，「近所の人」

について 5％水準で有意な差がみられ，「心理専門家・保健師」，「友人・

知人」，「自治体」，「国」，「インターネット」では 1％水準で有意な差

があった。結果を Table9-8.に示す。 
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Table 9-7. 「支援者」の因子分析：回転後の因子負荷量 

（主成分法 プロマックス回転） 

Figure 9-1. 支援者別の得点 

項目番号 項目内容 Factor1 Factor2 共通性 Mean SD

Factor1　メディアを通じたサポート（ω=.914）

q6_1_5 新聞 .959 -.109 .815 2.207 1.157

q6_1_4 テレビ・ラジオ .944 -.110 .786 2.364 1.238

q6_1_2 国 .767 -.020 .572 2.229 1.159

q6_1_3 インターネット .765 .055 .636 2.309 1.215

q6_1_9 自治体 .611 .254 .611 2.406 1.210

q6_1_7 心理専門家・保健師 .448 .302 .443 1.829 1.097

Factor2　ソーシャルサポート（ω=.833）

q6_1_8 家族 -.206 .869 .598 3.916 1.372

q6_1_1 友人・知人 .105 .760 .679 2.787 1.343

q6_1_10 近所の人 .138 .701 .618 2.424 1.344

因子構造の平方和 4.379 3.265

寄与率（%） 52.14 63.98

因子間相関 .560
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Table 9-8. 「支援者」別の支援得点の検定結果 

項目
避難者
n=83

避難経験者
n=186

避難未経験者
n=835

F検定 η² 多重比較

① 家族　q3_2_1　 MEAN 4.12 4.12 3.85 3.92 ＊ 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.30 1.33 1.38 df =2,1103 .007

② 近所の人　q3_2_2　 MEAN 2.75 2.48 2.38 3.07 ＊ 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.32 1.31 1.19 df =2,1103 .006

③
心理専門家・保健師
q3_2_3

MEAN 2.75 2.48 2.38 19.32 ＊＊ 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.46 1.38 1.32 df =2,1103 .034 避難者＞避難経験者

④ 友人・知人　q3_2_4　 MEAN 3.27 3.01 2.69 10.20 ＊＊ 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.34 1.39 1.32 df =2,1103 .018

⑤ 自治体　q3_2_5　 MEAN 3.07 2.52 2.31 16.14 ＊＊ 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.36 1.20 1.18 df =2,1103 .028 避難者＞避難経験者

⑥ 国　q3_2_6　 MEAN 2.87 2.32 2.14 15.82 ＊＊ 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.36 1.18 1.11 df =2,1103 .028 避難者＞避難経験者

⑦ テレビ・ラジオ　q3_2_7　MEAN 2.52 2.35 2.35 0.69

SD 1.41 1.17 1.24 df =2,1103 .001

⑧ 新聞　q3_2_8　 MEAN 2.39 2.22 2.19 1.11

SD 1.27 1.09 1.16 df =2,1103 .002

⑨ インターネット　q3_2_9　MEAN 2.64 2.45 2.24 5.57 ＊＊ .010 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.27 1.25 1.19 df =2,1103

注：　p＊ ＜　.05,　ｐ＊＊＜　,01
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⑸ 自分と家族の健康状態 

自分自身の健康状態については，「よい」175 人 15．9％，「まあよい」

249 人 22．6％，「ふつう」474 人 42．9％，「あまりよくない」154 人 13．

9％，「よくない」52 人 4．7％であった。家族の健康状態については，「あ

る」169 人 18．0％，「ない」768 人 82．0％であった。 

1） 日常生活における悩みやストレス 

回答者の日常生活で悩みやストレスがあるかどうかについては，「あり」

705 人 63．9％，「なし」399 人 36．1％であった。どのような原因かについて

多重回答方式で尋ねた結果，「9：収入・家計・借金等」436 人 61．8％，「2：

家族以外との人間関係」259 人 36．7％の順に多かった。 

2） 睡眠時間と休養 

過去 1 か月における一日あたりの平均睡眠時間について尋ねた。あわせて

睡眠で休養が十分とれているかを「1：十分とれている」132 人 12．0％，

「2：まあとれている」536 人 48．6％，「3：あまりとれていない」374 人

33．9％，「4：まったくとれていない」62 人 5．6％であった。 

3） K6 

K6 については高リスク（13 点以上）の割合が 11.3％であった。避難者・

避難経験者・避難未経験者の 3 群で高リスクの割合を検定した結果，有意傾

向であった（χ2=5.695 ，df=2，ｐ  < .10，V= .072，95%CL［.000，

1.000］）。残差分析の結果，避難未経験者において高リスク群の割合が少な

く，低リスク群が多かった。結果を Table9-9.に示す。 

また，3 群における平均値の差の検定を行った結果，1％水準で有意であっ

た（F（2，1101）=7.74，p < .01，ηp2＝.014）。Tukey 法による多重比較で

は，避難者と避難未経験者（M=7.34，SD=.69，M=7.08，SD=.78，ｄ
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＝.304）は 5％水準で有意，避難経験者と避難未経験者（M=5.52，SD=.48，

d＝.261）においては 1％水準で有意だった。 

⑹ 問題や不安  

現在の日常生活上の問題や不安 10 項目は，①経済的問題（M＝3.52，SD

＝1.35）,②自分の健康（M＝3.05，SD＝1.22）,③放射線（自分）（M＝

2.16，SD＝1.15）,④子や孫（放射線）（M＝2.17，SD＝1.26）,⑤子や孫

（教育）（M＝2.15，SD＝1.25）,⑥住宅（M＝2.39，SD＝1.29）,⑦孤立（M

＝2.14，SD＝1.18）,⑧地域（M＝2.24，SD＝1.15）,⑨家族（M＝2.69，SD

＝1.35）,⑩将来（M＝3.59，SD＝1.27）であった。結果を Figure 9-2.に示

す。 

現在の生活上の問題や不安（10 項目）について最尤法プロマックス回転

による探索的因子分析を行った。項目内容から因子名について，Factor1 を

「生活不安」因子，Factor2 を「スティグマへの不安」因子と命名した。内

部一貫性については，「生活不安」（ω=.866，α=.864），「スティグマへ

の不安」（ω=.860， α=.828 ）であり，因子間相関は，.518 であった。結

果を Table 9-10.に示した。 

また，問題や不安の 10 項目について，避難者・避難経験者・避難未経験

者の 3 群間の平均値の差の検定を行った。Tukey 法による多重比較を行っ

た結果，「放射線」，「子や孫（放射線）」，「子や孫（教育）」，「住

宅」，「孤立」，「地域」で，避難者・避難経験者が避難未経験者に比べ

て 1％水準で得点が高かった。また，「孤立」について，避難者が避難経

験者に比べ 5％水準で高かった。結果を Table 9-11.に示した。 

 

 

 



126 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 9-9 避難者・避難経験者・避難未経験者 別にみた K6 得点 

Figure 9-2. 問題・不安別の得点 

低リスク群 高リスク群 合計

避難者 ％ 83.13 16.87 100

度数 69 14 83

調整済み残差 -1.658 1.658

避難経験者 ％ 84.95 15.05 100

度数 158 28 186

調整済み残差 -1.761 1.761

避難未経験者 ％ 90.06 9.94 100

度数 752 83 835

調整済み残差 2.554
*

-2.554
*

合計 ％ 88.68 11.32 100

度数 979 125 1104

 *p <.05

K6 13以上，0=なし、1=あり
変数
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Table 9-10. 問題・不安の探索的因子分析結果 

（最尤法プロマックス回転） 

項目番号 項目内容 Factor1 Factor2 共通性 Mean SD

Factor1　生活不安（ω=.866）

q6_1_10 将来の不安 .780 -.090 .544 3.585 1.267

q6_1_9 家族の問題・不安 .735 -.017 .527 2.690 1.347

q6_1_1 経済的問題 .678 -.082 .409 3.524 1.347

q6_1_7 孤立 .675 .049 .493 2.139 1.178

q6_1_8 地域 .673 .114 .545 2.244 1.147

q6_1_2 自分の健康 .657 .012 .440 3.047 1.222

q6_1_6 住宅 .556 .190 .454 2.391 1.289

Factor2　スティグマへの不安（ω=.860）

q6_1_4 子や孫（放射線） -.126 1.029 .939 2.168 1.257

q6_1_5 子や孫（教育） .011 .753 .576 2.151 1.248

q6_1_3 放射線 .204 .580 .500 2.159 1.147

因子構造の平方和 3.944 3.003

寄与率（%） 47.366 62.458

因子間相関 .518
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Table 9-11. 項目別の問題不安得点の検定結果   

項目
避難者

n=83
避難経験者

n=186

避難未経
験者

n=835
F検定 η２ 多重比較

① 経済的問題 MEAN 3.25 3.57 3.54 F =1.86 .003

SD 1.38 1.45 1.32 df =2,1103

② 自分の健康 MEAN 3.07 3.11 3.03 F =0.37 .001

SD 1.32 1.31 1.19 df =2,1103

③ 放射線（自分） MEAN 2.63 2.45 2.05 F =17.03 ＊＊ .030 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.35 1.29 1.07 df =2,1103

④ 子や孫（放射線）MEAN 2.73 2.53 2.03 F =21.67 ＊＊ .038 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.42 1.37 1.18 df =2,1103

⑤
子や孫（教育・
いじめ）

MEAN 2.63 2.49 2.03 F =17.68
＊＊

.031 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.45 1.30 1.19 df =2,1103

⑥ 住宅 MEAN 2.92 2.59 2.29 F =11.67 ＊＊ .021 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.34 1.37 1.25 df =2,1103

⑦ 孤立 MEAN 2.69 2.31 2.05 F =13.91 ＊＊ .025 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.27 1.30 1.12 df =2,1103 ＊
避難者＞避難経験者

⑧ 地域 MEAN 2.61 2.46 2.16 F =9.97 ＊＊ .018 避難者・避難経験者＞避難未経験者

SD 1.11 1.26 1.11 df =2,1103

⑨
家族の問題・
不安

MEAN 2.73 2.87 2.65 F =2.06 .004

SD 1.31 1.41 1.34 df =2,1103

⑩ 将来の不安 MEAN 3.45 3.56 3.60 F =0.61 .001

SD 1.40 1.36 1.23 df =2,1103

*p  ＞ .05, **p ＞ .01
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⑺ K6 の規程因 

K6 得点を従属変数,問題・不安（10 項目）を独立変数として,避難状況

別（避難者と避難経験者）に変数増減法による重回帰分析を行った。その

結果,避難者については重決定係数 R2＝.459（F＝22.35,df＝3,79,ｐ

< .01）でありモデル適合に問題はなかった。また,避難経験者については

重決定係数 R2＝.552（F＝31.37,df＝7,178,ｐ< .01）であり,モデル適合

に問題はなかった。それぞれ結果を Table9-12.と 9-13.に示した。 

このことから避難者については,孤立と自分の健康,および放射線の不安

が K6 得点の高さを予測させるものであった。避難経験者においては,孤

立,家族の問題・不安,地域,自分の健康が K6 得点の高さを予測し,住宅は

K6 得点の低さを予測させるものであると示された。 

⑻ IES-R 

IES-R については，高リスク群（25 点以上）の割合が 26．7％であっ

た。PTSD 関連症状の高リスク者の割合が 4 人に 1 人の割合であった。 

避難状況（避難者・避難経験者・避難未経験者）によって IES-R の平均

値に差があるか分散分析を行ったところ，避難状況の主効果が認められ

た。Tukey による多重比較の結果， IES-R 得点は，避難者，避難経験者，避

難未経験者の順に高かった（避難者-避難未経験者：ｐ<.001，d ＝.589；

避難経験者-避難未経験者：ｐ<.001，d ＝.371；避難者-避難経験者：ｐ

=.204, d ＝.218 ）。避難者と避難経験者間の IES-R に有意差は見られな

かった。このうち避難者は，県外避難（高リスク割合＝15.4％）と県内避

難（高リスク割合＝15.9％）に分けられるが，有意差はなかった。結果を

Table9-14.に示した。 
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Table 9-12. K6 に対する重回帰分析（変数増減法）の結果 

（避難者 n=83） 

Table 9-13. K6 に対する重回帰分析（変数増減法）の結果 

（避難経験者 n=186） 

問題・不安項目 β t VIF

自分の健康　q6_1_2 .291
**

2.93 0.448 2.350 1.44

放射線　q6_1_3 .196 * 2.20 0.089 1.765 1.16

孤立　q6_1_7 .375 ** 3.84 0.906 2.861 1.39

R
2 .459 **

 * p  < .05, ** p < .01

95%CI

問題・不安項目 β t VIF

経済的問題　q6_1_1 .103 1.60 -.107 1.03 1.65

自分の健康　q6_1_2 .172 * 2.37 .142 1.56 2.10

放射線　q6_1_3 .107 1.58 -.135 1.20 1.83

住宅　q6_1_6 -.223
**

-3.23 -1.692 -.408 1.90

孤立　q6_1_7 .245 ** 2.96 .405 2.03 2.72

地域　q6_1_8 .203
*

2.15 .088 1.99 3.53

家族の問題・不安　q6_1_9 .243
**

3.18 .424 1.81 2.33

R
2 .552 **

95%CI

 
*
 p  < .05, ** p < .01
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⑼ 欠かせないコミュニケーション行動  

欠かせないコミュニケーション行動について，本研究の対象者とＮＨＫ

放送文化研究所 世論調査部 (2018)が実施している第 10 回「日本人の

Table9-14. 避難者・避難経験者・避難未経験者別 IES-R 得点 

n M SD F値 η²

避難者 83 27.17 24.94

避難経験者 186 22.92 22.32
***

.037

避難未経験者 835 15.69 18.10

*** ｐ＜.001

20.98 0.00

  P

Table9-15. 欠かせないコミュニケーション行動 

内容 本調査
日本人の意識調査

(2018)

1 新聞を読む 43.0 51.8

2 本を読む 35.4 27.0

3 マンガ・劇画を読む 24.5 9.9

4 雑誌を読む（マンガ雑誌を除く） 16.8 13.7

5 テレビを見る（録画を含む） 63.2 79.0

6 ラジオを聞く（録音を含む） 22.3 21.4

7 ＣＤを聞く 27.9 20.9

8 携帯電話・スマートフォンを使う 52.9 65.4

9 インターネットを利用する 69.6 43.8

10 家族と話をする 62.9 76.8

11 友人と話をする 47.6 55.8

12 この中にはない 2.2 0.7

13 わからない、無回答 6.5 0
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意識」調査（2018）の結果と比較した。その結果，本研究の対象者では，

「家族と話をする」，「友人と話をする」，「テレビを見る」，「新聞を読

む」，「携帯電話・スマートフォンを使う」等のコミュニケーション行動が

低いという結果であった。一方で，「インターネットを利用する」，「本を

読む」は高かった。結果を Table9-15.に示した。 

⑽ 原子力災害でメディアが伝えてきたこと（メディアの影響と支援） 

原子力災害でメディアが伝えてきたことについてあなたの考えに近い内

容 11 項目（①理解進む，②継続報道，③応援・支援，④つらさ忘れた（ド

ラマ），⑤つらさ忘れた（歌），⑥SNS，⑦つらさ忘れた（新聞），⑧メディ

アで解決した，⑨メディアで解決した家族問題，⑩メディアで思い出しつ

らい，⑪メディア不信感）について 5 件法で尋ね，平均得点を算出した。 

避難者が評価した支援者の存在（10 項目）について主成分法プロマック

ス回転による探索的因子分析を行った。項目内容から因子名について，

Factor1 を「個人への効果と影響」因子，Factor2 を「社会に働きかける

力」因子，Factor3 を「否定的態度」因子と命名した。  

内部一貫性については，「個人への効果と影響」（ω=.930，α=.906）， 

「社会に働きかける力」 （ω=.869 ，α= .739）， 「否定的態度」 

（ω=.788 ，α= .469）であった。 「否定的態度」は ω が高く，因子とし

て採用した。因子間相関は，Factor1－2；.537， Factor2－3；.263， 

Factor1－3；.218 であった。結果を Table9-16.に示した。 

⑾ 避難生活や自治体の支援に何を感じているか 

避難生活や自治体の支援に何を感じているかを，10 項目（M.A）で避難

経験者に尋ねた。得られた回答について，数量化Ⅲ類で解析した結果，①

避難生活を否定的に捉えた「理解されず」，「つらかった」，「先が見えな

い」，「放射線不信感」カテゴリーが第 1 軸の正に布置した。②「福島県支
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援」，「自治体支援」の支援を受けたカテゴリーが第 1 軸の負に布置し，「避

難よかった」の近くに布置した。 

また，「放射線不信感」と「先が見えない」がともに第 1 軸の正，第 2 軸

の負に布置した。結果を Figure9-3.に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table9-16.  メディアの影響と支援についての得点の探索的因子分析結果 

（主成分法プロマックス回転） 

項目番号 項目内容 Factor1 Factor2 Factor3 共通性 M SD

Factor1 個人への効果と影響（ω=.930）

q7_6 つらさ忘れた　SNS .906 -.216 .072 .683 2.16 1.08

q7_7 つらさ忘れた　新聞 .888 -.032 -.020 .751 2.14 1.01

q7_8 つらさ忘れた　歌 .850 -.042 .021 .693 2.46 1.14

q7_4 つらさ忘れた　ドラマ .775 .081 .003 .675 2.49 1.10

q7_9 問題解決　自分 .740 .151 -.006 .687 2.31 1.05

q7_8 問題解決　家族 .688 .230 -.052 .677 2.23 1.02

Factor2　社会に働きかける力（ω=.869）

q7_3 応援・支援 .023 .870 -.044 .760 2.89 1.16

q7_1 理解進む .031 .861 -.188 .719 2.67 1.05

q7_2 継続報道 -.148 .670 .423 .665 3.28 1.24

Factor3　否定的態度（ω=.788）

q7_6 不信感 -.047 -.186 .907 .762 3.22 1.16

q7_10 思い出しつらい .227 .157 .606 .592 2.67 1.17

因子構造の平方和 4.80 3.47 1.78

寄与率（%） 46.96 59.35 69.69

因子間相関 .537 .218
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⑿ 避難者に必要な支援 

避難者に必要な支援 10 項目について複数回答（M.A）で尋ねた結果，③

就労（仕事）42.2％，②経済的支援 41.8％が高くなり，次いで⑦情報の提

供 34.2％，④医療 31.9％，①住宅 31.5％などであった。⑨メディアの報

道は 14.6％であった。結果を Table9-17.に示す。 

Figure9-3.避難・支援の受け止め（避難経験者）についての数量化Ⅲ類 
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⒀ どんなとき落ち着くか 

どんなとき落ち着くか，について 11 項目(M.A)で尋ねた。11 項目は，  

①家族でいっしょに過ごしているとき 51.6％と最も多く，次いで③自分 

だけの趣味に没頭しているとき 46.5％，②親しい友人や知人と話してい 

るとき 34.3％，⑥インターネットを見ているとき 29.2％などの順であっ 

た。結果を Table9-18.に示す。 

Table9-17.  避難者に必要な支援（N=1,104） 

1 住宅 348 31.5

2 経済的支援 462 41.8

3 就労（仕事） 466 42.2

4 医療 352 31.9

5 介護 210 19.0

6 子育てや教育 247 22.4

7 情報の提供 378 34.2

8 相談する相手（話し相手） 270 24.5

9 メディアの報道 161 14.6

10 その他 204 18.5

合計 3,098 280.6

項目　　                             　　　　　　％
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９．４ 考察 

 

（1） 原子力災害の避難者・避難経験者・避難未経験者のストレスと 

不安の様相 

本研究では，震災当時福島県に居住し，原子力災害で避難し，現在も県内

や県外で避難生活を続けている人（避難者），同じく原子力災害で 1 か月以上

の避難を行ったが，現在はもとの住居に戻った人（避難経験者），避難しなか

った人（避難未経験者）の 3 群について分析を行った。 

Table9-18.  どんなときに落ち着くか（N=1,104） 

1 家族でいっしょに過ごしているとき 570 51.6

2 親しい友人や知人と話しているとき 379 34.3

3 自分だけの趣味に没頭しているとき 513 46.5

4 読書をしているとき 212 19.2

5 テレビドラマや歌番組を見ているとき 260 23.6

6 インターネットを見ているとき 322 29.2

7 食事（外食含む）しているとき 248 22.5

8 買い物をしているとき 192 17.4

9 お酒を飲んでいるとき 218 19.7

10 パチンコや競馬等ギャンブルをしているとき 43 3.9

11 その他 126 11.4

合計 3,083 279.3

項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
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 その結果，3 群の平均年齢に有意差はなかったが，子どもがいる人といな

い人で有意差があった。すなわち，避難者の 73.5％，避難経験者の 70.4％に

子どもがおり，母親（父親）が子を連れて避難した例が多かったということ

が示された。これまでの研究では「母子避難」ということばで示されるよう

に母親が子どもを連れて避難したケースが多かったと指摘され，自主避難に

ついては先行研究（Tomoyasu et al.，2015）で示されていたものの，比較実証

データとして示された研究は見あたらなかった。本研究で対象とした 3 群比

較により，原子力災害において子どもを連れての避難が実際多かったことを

示すデータと考えられた。 

また，3 群の比較でストレスの有無，および休養がとれているかについて

有意差はなかったが，健康について「問題あり」と回答した人が避難者

31.3％，避難経験者で 24.2％と，避難未経験者と比較して有意に多かった。

もともと健康問題がある人に避難する傾向があったのか，あるいは長年の避

難生活で体調を崩す結果になったのか，両方の可能性が考えられた。避難者

と避難経験者はともに健康の問題をより強く訴えていた。 

PTSD 関連症状を示す得点については，3 群で有意差があった。すなわち，

避難者と避難経験者が避難未経験者に比べて高く，避難者と避難経験者では

有意差がみられなかった。これは，原発事故における過去の避難経験や放射

線による子どもや孫，自分への影響の不安などによるものと考えられた。 

このほか，SC に関連した，ふだん助けてくれる人の人数は，避難者・避難

経験者・避難未経験者間で有意差はなかったが，避難者が 3.24 人なのに対し

て，避難未経験者が 2.64 人とやや少ない傾向であった。避難者や避難経験者

が避難をするという具体的な行動をとるために，相談や支援などより多くの

人の助けが必要となることを考慮すると合理的な結果と考えられた。 

避難者・避難経験者・避難未経験者における問題・不安（10 項目）は，将

来の不安や経済的な不安が最も高くなった。一方で，自分の放射線の影響，
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子や孫に関する放射線の影響，教育の問題，孤立の問題が一定程度あった。

重回帰分析の結果では，避難者と避難経験者で差が見られた。避難者では，

孤立と自分の健康,および放射線の不安の 3 項目がストレスの高さを予測し

た。一方，避難経験者においては,孤立,家族の問題・不安,地域,自分の健康

の 4 項目が高いストレスを予測し,住宅はストレスを下げていた。避難経験者

は，避難を終えてもとの住宅に戻って暮らしており，その安心感がストレス

を下げていると考えると，合理的な結果と考えられた。安心感の一方で，い

っしょに暮らす家族や地域のこと，孤立や健康問題がストレスを高めてい

た。もとの住居では近所の人が戻っていないため孤立のおそれがあること，

医療体制に不安を感じ，健康への不安があることが考えられた。 

因子分析の結果，問題・不安は「生活不安」と「スティグマへの不安」の

2 因子に分かれることが確認された。「スティグマへの不安」は，いずれも放

射線の問題と関連（子や孫の教育の不安は，子どものいじめや進路）してお

り，福島県における原子力災害の避難者に特有の問題・不安と考えられた。

これまでの避難者が抱える，いじめ等の不安の問題（金，2011；Maeda et 

al.，2018；辻内，2018）と整合したが，実証的研究としてはじゅうぶんとは

言えない。「スティグマへの不安」は，地震や津波，豪雨水害等の自然災害の

避難者では通常はみられない心理であり，原子力災害に特徴的な心理的被害

のひとつであることが本研究によって示された。スティグマに関する項目

は，分散分析の結果（Table9-11.）よりいずれも避難者・避難経験者の得点

が避難未経験者よりも高く，合理的と考えられた。このほかの項目では「地

域」，「孤立」の問題・不安が高いが，これもスティグマと関連した心理と考

えられる項目であり，ひとまとまりの問題・不安と考えられた。問題・不安

（Table9-11.）では，「住宅」についても確認されたが，避難者や避難経験者

が住宅の確保に苦労したことは想定されることであり，合理的であると考え

られた。 
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原子力災害の避難者，避難経験者への支援としては，住宅の確保など「生

活不安」に関連する経済的な支援とともに，「スティグマへの不安」の解消，

さらにこれらの不安を考慮したうえで，いかに向き合うかということが重要

であると考えられた。 

 全体に共通する問題・不安としては，将来不安，経済的問題が高く，本研

究におけるこれまでの調査結果（藤田，2018；藤田，2020）と整合した。 

 

⑵ 避難者への支援と支援者  

次に避難者への支援とその支援者について多角的に検討する。 

 避難者に必要な支援としては，就労（仕事）42.2％，経済的支援 41.8％の

ほか，医療 31.5％，住宅 31.5％等と経済的な支援が多かった。その一方で，

情報の提供 34.2％，相談する相手 24.5％と情報や相談相手と，SC に関連し

た支援が求められていた。経済的な支援とは別に，困りごとの相談や情報を

得たいという，SC に関連した心理があると考えられた。 

「どんな時に落ち着くか」については，「家族でいっしょに過ごしていると

き」が 51.6％で最も多く，「親しい友人や知人と話しているとき」34.3％と

いう結果であり，家族や友人という親しい人と同じ時間を過ごす重要性が示

された。これらはソーシャルサポートに関連する項目と考えられた。一方

で，「自分だけの趣味に没頭しているとき」46.5％，「インターネットを見て

いるとき」29.2％，「テレビドラマや歌番組を見ているとき」23.6％，「お酒

を飲んでいるとき」19.4％，「読書をしているとき」19.2％などで，これらは

1 人で対処するコーピングと考えられた。 

 支援者（9 項目）から支援を受けた得点について検討した結果，家族や友

人・知人，近所の人の 3 項目が高かった一方で，自治体や国などの公的機関,

テレビ・ラジオ等のメディアも一定の支援者となった。因子分析の結果で



140 

 

は，家族や友人・知人など「ソーシャルサポート」に関連する項目と，自治

体，国，心理の専門家といった「メディアを通じたサポート」の 2 因子が抽

出され，本研究における重要な意義と考えられた。すなわち，避難者から見

た支援者という視点で，直接的に支援を行うソーシャルサポートのほかに，

メディアを通じて自治体や国，専門家がメッセージや情報を伝えることで，

支援になることが明らかとなった。これまでの研究では，メディアの果たす

一定の効果として指摘はあった（松井他，1996）が，「メディアを通じたサポ

ート」という視点からの研究はなされていない。 

ソーシャルサポートに関しては，東日本大震災の避難者・被災者への支援

についても研究されており（大沼・藤原，2015；三浦他，2017），本研究と整

合した。 

これらの支援者（9 項目）について，避難者・避難経験者・避難未経験者

の 3 群による比較を行った結果，心理専門家・保健師，友人・知人，自治

体，国が 1％水準，家族，近所の人が 5％水準でそれぞれ有意差があり，避難

者・避難経験者における支援得点が高かった。これらの支援者は避難者や避

難経験者が避難生活の中で支援を受けた相手として受け止めていると考えら

れ，実際にも支援を受けたことのある相手や機関と考えられることから合理

的な結果と考えられた。 

避難経験者について，避難経験とその経験の受け止めの数量化Ⅲ類の結果

では，福島県や自治体の支援を受けたというカテゴリーと「避難したことは

よかった」というカテゴリーが近くに布置しており，逆に避難生活が「つら

かった」，「理解されず」，「放射線の情報への不信感」，「先が見えない」とい

うカテゴリーが近くに布置し，避難についての認識と支援の関係がみられ

た。すなわち，支援を受けられたという認識は「避難したことはよかった」

という受け止めにつながったと考えられた。 
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⑶ メディアの影響と支援 

 先に「メディアを通じたサポート」について示したが，ここではコミュニ

ケーション行動と，メディアの影響と支援について検討する。 

 コミュニケーション行動では，震災当時福島県に居住していた人を対象に

「本を読む」，「マンガ・劇画を読む」，「CD を聞く」，「インターネットを利

用する」行動の割合が一定程度多かった。逆に「家族と話をする」，「友人と

話をする」割合が低く，先行研究で示されたように，震災により家族がばら

ばらになった研究結果（復興庁，2014；和田他，2015）を踏まえると合理的

な結果と考えられた。「本を読む」，「インターネットを利用する」等の行動も

どちらかというと 1 人で行うもので，避難により家族が別々に生活をせざる

を得ないという，家族の状況と整合した。 

 原子力災害に関してメディアの影響と支援の因子分析の結果は，3 因子が

見いだされた。「個人への効果と影響」因子では，つらさを忘れたこと，問題

が解決したというアイテムが含まれた。「社会に働きかける」因子では，社会

からの応援・支援や社会の理解が進む等のアイテムがまとまっており，メデ

ィアによる支援と考えられた。「社会に働きかける」因子は先行研究の指摘

（松井他，1996）と整合した。 

その一方で，「否定的態度」因子が見いだされた。メディアへの不信感とメ

ディアにより避難や避難生活を思い出してつらいという 2 つのアイテムであ

り，心理的に避難者には負の効果があったと考えられた。 

 

本研究では，まず避難者，避難経験者，避難未経験者の 3 群の比較と分析

により，ストレスと不安の様相が異なっていることが見いだされた。とくに

避難経験者（1 か月以上の避難）は，避難を行ったのち現在は避難を終えて

おり住宅の心配はなくなっていたが，ストレスや不安の面からは，孤立や健



142 

 

康など避難者と同様に心理的ストレスや不安を多く抱えていることが示され

た。「スティグマへの不安」の項目についても同様であった。避難者と避難経

験者の特徴は，以上のアイテムにおいては避難者と同様の問題を抱える傾向

が強いことから，支援という観点から留意するべき点と考えられた。 

不安の様相としては，生活不安とスティグマへの不安というアイテムに分

かれたことが確認され，とくにスティグマへの不安は，福島原発事故の避難

者に特徴的に見られ，本研究の重要な知見と考えられた。 

避難者や避難経験者に対する支援と支援者について検討を行った。支援者

としては，家族といっしょに過ごす，親しい知人・友人と話すということが

高い割合で見られたが，支援や支援者はあまり必要ないと考えられる人たち

もいたと考えられた。すなわち「自分だけの趣味に没頭しているとき」

46.5％，「インターネットを見ているとき」29.2％，「テレビドラマや歌番組

を見ているとき」23.6％，「お酒を飲んでいるとき」19.4％など，一人で行う

行為やメディアを通じたコーピングもあった。また，支援という視点からみ

たとき，これまで明らかになっている「ソーシャルサポート」という概念に

加えて，「メディアを通じたサポート」因子が見いだされた。テレビ・ラジオ

や新聞，インターネットなどメディアを通じた支援というものが考えられ

た。支援者としては，心理専門家・保健師，友人・知人，自治体，国，家

族，近所の人が見いだされ，避難者支援に関わる存在として認識されてい

た。支援者としては，家族などの身近な存在が直接的な支援を行う者として

大きな役割を果たすことが示されたが，心理専門家をはじめ，自治体や国な

どが情報の提供や呼びかけなどで支援につながる可能性が示された。 

 メディアを通じた支援に関して，メディアは個人個人に働きかける影響の

ほか，避難者への応援・支援や避難者の立場や思いを代弁して社会に伝え，

理解の促進につながるという支援も認識されたと考えられた。メディアによ

る支援は，個人のコーピングという機能に加えて，社会における理解促進と
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いう機能もあわせて持っていると認識されていると考えられた。メディアは

避難者の中に「否定的態度」というものを生み出しており，思い出してつら

くなるという PTSD 関連症状に関連するアイテム，不信感という SC に関連

するアイテムが見いだされた。避難者支援において，これらを踏まえるべき

事項であると考えられた。 

 

 

付記 

 本研究（研究 5）は，放送文化基金（2018 年度）の助成を受けました。 
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第３部 総括的結論 
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第 10 章 総合的考察と本研究の意義 

 

１０．１ 本研究のまとめ 

 

本研究では，東日本大震災における原子力災害後の避難者のストレスとそ

の経年変化，および規程因を明らかにすることを第 1 の目的とした。第 2 に

避難者の SC に着目し，避難者支援の観点からストレスと SC の関係について

検討した。第 3 に，支援者，メディアの視点から避難者の心理社会的支援に

ついて明らかにし，避難者支援とメディアに関して新たな視座を得ることを

目的とした。支援者という主体をできるだけ幅広く捉え，家族や近所の人か

ら自治体，国，専門家，メディアまでを通じた支援について検討した。すな

わち，支援者，メディアの機能に着目し，避難者の視点から探った。 

研究 1 は，東日本大震災による原発事故の影響で，福島県から隣接する新

潟県に避難した人々が震災から 2 年後にどのような心理的な影響を受けてい

るかを明らかにすることを目的として質問紙調査を行った。その結果，本研

究が対象とした新潟県の避難者は心理的負担感が高く，経済的な生活苦，睡

眠の悪化，放射線への不安が高かった。心理的負担感は女性が男性より高

く，年代別では 30 代以下と 60 代で高かった（n=126）。 

新潟県長岡市と隣接する柏崎市の避難者（n=175）を対象とした研究 2 で

は，同市の避難者を対象に質問紙調査を行った。その結果，本研究で対象と

した避難者の K6 は自分の病気，借金，生活費の不安がある人，原発事故放

射能不安を抱える避難者で高かった。子どもが放射線の影響を受けていない

かどうかを心配する親の不安についても議論を行った。高リスク率（cut-off 

point 13 点以上）は，25.1％であった。本研究で対象とした避難者がストレ

スに対処するコーピングとしては，保健師やカウンセラーなど専門家に相談
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する等の「専門的コーピング」のほか飲酒・パチンコ等の「回避的コーピン

グ」，よく眠るようにした等の「食欲睡眠コーピング」もとられた。 

研究 3 では，震災から約 7 年後に，SC の視点から原子力災害のため避難生

活を続ける京都府の避難者の現状を明らかにすることを目的として，半構造

化面接により避難者の事例研究を行った。本研究で対象とした 4 名の避難者

は，いずれも原発事故や避難等によって SC を喪失したり，低下させたりし

ており，うち 3 名はストレスが高かったが，避難先で家族，地域の人，仕事

仲間等との関係を新たに築き SC を獲得していた。一方で，SC の一部である

国や電力会社等への信頼感は失われた状態が継続していた。大規模災害で

は，避難者が避難や避難先において SC を喪失する，あるいは獲得するとい

う視点も踏まえたうえで支援を行う必要があると考えられた。 

研究 4 は，震災から約 7 年後，京都府の避難者のストレスと自治体による

支援，直面する問題について明らかにすることを目的として，質問紙調査を

行った（n=75）。本研究で対象とした避難者の K6 は，「１人暮らし」や

「無職・年金なし」の人で有意に高く，避難者の SC が関連したと考えられ

た。K6 得点のハイリスク率は 20.8％であった。避難者の問題・不安は，

「将来の不安」が最も強く，次いで「経済的問題」，「子どもの健康不安」

であった。「支援を受けた相手」は，「家族」，「京都府・京都市など自治

体」，「避難先の地域の人」の順であった。避難者の K6 は，避難者の抱え

る問題・不安の得点と有意な正の相関があり，支援の得点とは負の相関があ

った。また研究 4 では，質問紙の自由記述（n=38）について SCAT により分

析した。その結果，避難に対する無理解や不信感など「現在の問題」，将来

が見えないなど「将来の不安」，「避難生活の受容」にまとめられ，自治体

等の支援が必要とされていた。本研究で対象とした避難者は，避難への理解

が得られないこと，家族の問題を抱え将来が見えないという問題に直面して
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いたが，一部は子どもの成長や地域の人に助けられ，「避難生活を受容」し

ている人もいたと考えられた。 

研究 5 は，約 8 年後に原子力災害の避難者・避難経験者・避難未経験者の

ストレス，問題・不安，支援と支援者，メディアの影響について明らかにす

ることを目的として，質問紙調査を行った（N=1,104）。K6 の高リスク率は

避難者（16.9％）と避難経験者（15.1％）が避難未経験者に比べ 1％水準で

高かった。避難先としての県内と県外の有意差はなかった。問題・不安（10

項目）について探索的因子分析を行った結果,経済的問題などの「生活不安」

と放射線の影響に関連する「スティグマへの不安」の 2 因子が抽出された。

支援に関しては，直接的支援の「ソーシャルサポート」と情報の提供など間

接的な支援を行う「メディアを通じたサポート」の 2 因子に分かれた。専門

家や国などが情報やメッセージなどを伝えることにより，支援につながる可

能性が見いだされた。 

メディアによる支援は「個人への効果と影響」と「社会に働きかける力」

の 2 因子が抽出され，前者はメディアから情報を受けて自分や家族の問題解

決ができること，ドラマや音楽などの番組でつらさを忘れることであった。

後者はメディアによって社会全体が震災や原発事故，福島の復興，避難者へ

の理解が進むことと，継続的な報道による力づけがあった。メディアのデメ

リットとしては避難者に「否定的態度」が見いだされた。 
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１０．２  避難者のストレスと規程因，および経年変化 

１０．２．１ 避難者のストレスと経年変化 

 

 東日本大震災による原子力災害から 8 年半が経過した後，避難者のストレ

スが高いこと，さらに避難経験者についてもストレスが高いことが本研究を

通じて明らかとなった。ストレスは時間の経過とともに下がってきている

が，一定程度それらは残存し継続していると考えられた。 

本研究ではおもに K6 により，避難者のストレスを確認した。震災から 2 年

後の調査（研究 2）で，新潟県長岡市と柏崎市の県外避難者の K6 のハイリス

ク率（13 点以上）は，25.1％であった。震災から 7 年後に，京都府の避難者

を対象として行った調査（研究 4）では，K6 のハイリスク率は，21.0％であっ

た。8 年半後の全国の避難者を対象とした調査（研究 5）では，いずれも高リ

スク率で，避難者 16.87％，避難経験者 15.05％であった。結果を Figure10-1．

に示した。いずれも対象者は異なる集団の避難者であったが，これらの結果か

ら避難者のストレスが時間の経過とともに低下しており，福島県（2020）の結

果と整合する。福島県（2020）によると，福島県 13 市町村の住民の K6 高リス

ク率は，2012 年（平成 24 年）が 14.6％であったが，2019 年 2 月～10 月の調

査では 5.7%にまで低下しており，低下傾向が続いているという本研究の結果

と整合する。しかし，これらの結果は一般の住民を対象としたデータ（川上，

2006）と比較して非常に高く，重大に受け止めるべきと考える。また福島県

（2020）では，県外避難者（8.1％）のストレスが県内避難者（5.3％）と比較

して高いことが示されたが，本研究では有意差が見られなかった。 
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本研究はすべて無記名の調査であり，記名調査の福島県（2020）と比較して

K6 得点が高くなった可能性があった。また福島県（2020）の調査対象は，避

難していない住民も含めた県民調査であり，避難者を対象とした本研究との違

いを考慮すると，本研究の K6 得点が高かった点は合理的と考えられた。 

 次に K6 を高める規程因について検討する。研究 2 では，子どもや生活費

の心配，放射線の影響の心配，配偶者がいないこと，職がないことの５アイ

テムが K6 得点に影響した。京都府の避難者への調査（研究 4）では，無職で

年金がない人が職のある人と比較して，１人暮らしの人が家族と同居してい

る人と比較してそれぞれ K6 得点が高かった。調査対象は異なっていたが，

研究 2 でも上記の 2 つのアイテムについては整合した。 

Figure10-1．本研究におけるストレス（高リスク 13 点以上割合）の経年変化 
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同調査に先立って行った避難者への質的調査（研究 3）では，その SC が失

われたり損なわれたりしていること，いずれの避難者も将来不安や経済的不

安があった。 

K6 の高リスク率は避難者・避難経験者が，避難未経験者に比べて有意に高

かった（研究 5）。この３つの集団では，年齢に有意差はなかったが，避難

者・避難経験者は子どもがいる人，健康不安がある人が多かった。この 2 カ

テゴリーは，いずれも放射線の影響とスティグマへの不安に関連しており，

研究 2 の結果と整合した。 

以上の結果を総合すると，避難者のストレスは，時間の経過とともに低下

しているものの，K6 得点が一般の国民を対象とした調査より依然として高

く，ストレスが残存していると考えられる。規程因としては，職業や年金・

収入がないなど経済的な問題，家族が別々の生活となっていること，放射線

による子どもや自分自身の健康への影響の不安，スティグマの心配があると

考えられた。原子力災害の避難者や避難経験者がふだんの生活に戻ったとい

うことはとても言いがたい状況であった。避難未経験者についてもストレス

が高いことが確認された。 

 

１０．２．２ 避難者のストレスとその規程因，問題と不安 

 

避難者の問題と不安の様相について震災後に多くの研究が行われた。避難

者のストレスの規程因は，研究 5 で避難者の問題・不安（10 項目）から検討

した。これらの問題・不安を因子分析により解析した結果，将来不安，経済

的問題を含む「生活不安」と放射線の影響による子や孫への「スティグマへ

の不安」があった。 
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 福島第一原子力発電所事故では，子どもや家族，自分自身に対しても放射

線による影響による影響を心配し，日本国内でかつてないほどの大規模な避

難が行われた。避難先は福島県内だけでなく，首都圏，北海道から沖縄まで

全国の都道府県に広がった。原発事故でこれほどまで広域で大規模な避難が

長期間行われた事例としては，世界史上においてチェルノブイリ原発事故と

スリーマイル島の原発事故に並ぶ。 

避難者の問題・不安としては，震災の 2 年後，職を失うことによる経済的 

不安，子どもの心配，配偶者の有無があった（研究 2）が，約 7 年後は将来

不安がもっとも大きくなり，経済的不安，子どもの健康（放射線影響含

む），自分の健康（放射線影響含む），住宅の順であった（研究 4）。約 8

年後でも将来不安が同様に継続してみられ，経済的問題，自分の健康，家族

の問題と続き，住宅は 5 番目であった（研究 5）。ストレスの高い避難者と

避難経験者への重回帰分析では，それぞれに違いがあった（研究 5）。避難

者は，孤立，自分の健康，放射線の影響がストレスを高めている規程因であ

り，避難経験者は孤立，家族の問題・不安，および自分の健康と地域が高い

ストレスに影響し，住宅はストレスを下げていると考えられた。孤立は両者

に共通したスティグマへの不安と関連する項目であり，ストレスに対して影

響している可能性があった。健康の問題も共通していた。 

3 つの研究では調査対象が異なるため単純な比較はできないが，経済的な

不安が継続されていた。放射線による健康不安とともに，放射線は子や孫，

および自分への「スティグマへの不安」というかたちで残存した。住宅の問

題は時間の経過とともに減少し，将来不安は継続，経済的な不安とともに

「生活不安」としてまとめられた。 

「将来不安」はいずれの調査においても避難者に大きな不安であった（研

究 4，5）。避難者がこの先いまの居住地に住み続けるかという問題のほか，

将来の放射線の自分への影響，子どもや孫などへの影響を心配することが考
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えられた。また，原発事故が再び起こることへの不安の声もあり（研究 4）,

「将来不安」が避難者の問題・不安としてさまざまなかたちで多くの人の心

に残されていることがうかがえた。 

 

１０．２．３ 原子力災害の避難者と避難経験者 

 

本研究では，主として県外避難者を調査対象としてきたが，8 年半後の調

査（研究 5）において，県内と県外の避難者を含めた避難者と避難経験者と

いう概念を導入して検討を行った。 

「避難経験者」という概念は，一部で福島県に戻った避難者を対象に調査

が行われた（成他，2015）が，ほとんど研究されておらず注目もされてこな

かった。本研究では避難者との比較の結果，同様にストレスが高く，PTSD

関連症状の割合も避難者と並んで高いことが明らかとなった（研究 5）。ま

た，避難経験者は子どもを抱えている割合，健康の問題があった割合が避難

者と類似した。本研究で対象とした避難者と避難経験者は置かれている状況

は異なるものの，心理社会的に類似した点があることが考えられた。ただ，

本研究における避難経験者は避難した後に自宅などに戻っている，避難を終

えたという方であるが，どのような理由で，どのような形で避難生活を終え

たのかという点は本研究では明確になっていない。福島県の放射線の状況や

それをめぐる判断，子どもの成長，仕事の有無など，個人の事情に負うとこ

ろが大きいと考えられる。自ら避難を終えて戻った方の他に，配偶者や親か

ら戻るように頼まれた，経済的な事情からやむを得ず戻ったなどの事情も考

えられた。 

また，県外と県内の避難者について研究 2 と 4 では，いずれも県外避難者

を対象に調査を行った。研究 5 では，県外と県内の避難者の調査を行った。
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その結果，この時点では県内と県外の避難者のストレスの差は見られなかっ

た。住宅の問題が解決されつつあることや避難者の地域での適応が進んだこ

と，自治体による支援の差がなくなってきたこと，避難先の暮らしに慣れた

等が考えられたが，この結果は県内と県外でストレスの差が見られた福島県

（2020）とは整合しなかった。 

 

１０．３ 原子力災害の避難者と SC，支援と支援者の存在 

１０．３．１ 避難者の SC に関する検討 

 

避難者の SC に着目し，避難者支援の観点からストレスと SC の関係につい

て検討することが本研究の第 2 の目的であった。 

SC は社会関係資本などと訳され，家族など人間関係を含む社会との絆や結

束とそこから生み出される資源であり，公的機関への信頼感も含まれる。本

研究では，研究 1，2 の結果から避難者の SC が重要であることが示され，研

究 3～5 で調査項目に加えて詳細に検討した。 

京都府で避難している方々への質的調査で，それぞれの避難者が避難前の

人間関係や公的機関への信頼感等の SC を失いながらも，避難先の京都府で

新しい SC を獲得していることが明らかとなった（研究 3）。研究 4 では，SC

のうち，家族や地域の人が避難者にとってより重要であり，同時に自治体へ

の信頼感，つながりも重要であると考えられた。また，いっしょに避難した

子どもの成長によって SC の獲得となっている事例，避難先の地域の人とつ

ながりが生まれ静かに暮らしていきたいという声があった（研究 4）。研究 5

でも，家族や友人・知人，近隣住民という支援者は，避難者にとってもっと

も重要な存在であり，ソーシャルサポートとして避難者を支えていると考え

られた。それとは別にメディアを通じた支援が確認されており，地方自治体
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や専門家，国などがメディアを通じて伝える情報やメッセージが重要であ

り，支援にもつながると考えられた。避難者の視点における支援や支援者に

関して，先行研究でほとんど扱われていないテーマと考えられた。 

 

１０．３．２ 支援者としての地方自治体 

 

 避難者に対しては，避難先の地方自治体（以降，自治体と記載）による支

援が行われた。自治体は，住宅や家具，家庭電化製品の提供を行ったほか，

情報の提供，避難者支援の催しの開催も行い，避難者支援を主体的に担った

が，それぞれの自治体によって支援の内容に差があるという問題があった

（西城戸・原田，2013）。 

 本研究では，支援を受けた相手として支援得点を算出し比較した。その結

果，自治体（京都市・京都府）や避難先の地域が家族の次に支援得点が高

く，重要な位置を占めた（研究 4）。支援に積極的な自治体（京都府・京都

市）に期待や身を寄せる避難者の回答（京都府災害対策支援本部，2012）が

あり，研究 5 でも順位は下がったものの家族，友人・知人，地域の人につい

で支援得点が高かった。研究 4 と研究 5 の自治体への評価順位の違いについ

ては，先行研究（西城戸・原田，2013）と整合すると考えられた。避難者の

視点から，避難者をしっかりと受け入れる自治体とそうでない自治体がある

ことが考えられた。 

自治体の支援得点は，避難者・避難経験者・避難未経験者のうち避難者が

高かった。また自治体の支援得点は国より高く，身近な存在の自治体が支援

者として重要であることが考えられた。 

総合的には，自治体による支援は地域差があったものの，支援者としての

順位は高く，重要な役割が期待されたと考えられる。逆に避難者の支援の期
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待値が低い場合には，不信感が生まれ SC の低下などにつながることが考え

られた。 

 

１０．３．３ 支援と支援者，メディア 

 

第 3 の目的は，支援者とメディアの視点から避難者の心理社会的支援と避

難者支援とメディアに関して新たな視座を得ることであった。 

支援と支援者について，研究 1，2 の結果と考察を踏まえて研究 3～5 に展 

開した。避難者にとっての支援者の存在は，SC とは別に家族や友人・知人，

地域の人を含めた，さらに幅広い存在から検討した。国，心理専門家・保健

師，メディア（放送局，新聞社，インターネット）について検討した。これ

は研究 3 で，講演やテレビのドキュメンタリー番組，インターネットの情報

が避難者に一定の心理的影響を与えており，行動変容にもつながった事例が

見いだされたためである。 

 結果，国や心理専門家・保健師，メディアについても支援者として認識さ

れていたことが明らかとなった（研究 4，5）。家族や友人・知人などに比較

して支援得点は低かった。しかし多重比較の結果，国と心理専門家・保健

師，インターネットは，1％水準で「避難者，避難経験者＞避難未経験者」で

あった。また国と心理専門家・保健師は，1％水準で「避難者＞避難経験者」

であった（研究 5）。支援得点に有意差があるということから，避難者は何

らかの支援を受けたと感じている可能性が考えられた。 

 さらに因子分析の結果（研究 5）では，支援者は情報の提供など間接的な

支援を行う「メディアを通じたサポート」と，直接的に支援が行われる「ソ

ーシャルサポート」の 2 因子に分かれた。「メディアを通じたサポート」で

は，専門家や国，メディアそのものがニュースなどの情報やメッセージなど
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を伝えることで，避難者支援にもつながっている可能性が見いだされた。

「ソーシャルサポート」は，先行研究（久田，1987：岩佐他，2007：藤田・

金岡，2002；岡安・嶋田・坂野，1993；嶋，1992：岡野・高岸，2017）で多

くの指摘がなされているように身近な存在が，直接的に生活支援やストレス

の緩和などを行うことが期待されるもので，これを担っているのは，家族，

友人・知人，近所の人であった。避難者にとってもそばにいる人たちが重要

であることを裏付ける結果であり，先行研究に整合した。 

 本研究では，支援は従来の「ソーシャルサポート」だけでなく，「メディ

アを通じた支援」も，避難者には認知されていることが明らかになった。 

 

１０．３．４ メディアによる支援と影響 

 

 東日本大震災以降に，メディアの役割や問題が注目されさまざまな研究が

行われた（第 3 章）。とくに避難情報が放送や新聞，インターネットでどの

ように伝えられたか，メディアの情報が政府の発表に大きく依存していた，

あるいはインターネット（SNS）で誤った情報が拡散されたなど，メディア側

の問題点の指摘であった。避難者の視点からメディアによる支援について論

じた研究はみられなかった。 

そこで本研究では，避難者の視点からメディアによる支援と影響について

検討した（研究 5）。その結果メリット（メディアによる支援）とデメリッ

ト（つらいことを思い出すなど）に関して合わせて 3 因子が見いだされた。 

カテゴリーは，「個人への効果と影響」と「社会に働きかける力」の 2 因

子であった。「個人への効果と影響」は，メディアから情報を受け取って自

分や家族の問題解決ができること，ドラマや音楽などの番組等でつらさを忘

れることであった。「社会に働きかける力」は，メディアによって社会の中
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で震災や原発事故，福島の復興の問題，避難者への理解が進むこととなど，

継続的な報道により力づけになるという点が示された。 

メディアのデメリットでは避難者の「否定的態度」が見いだされた。これ

はメディアにより，避難者・避難経験者・避難未経験者が震災のつらい経験

や過去を思い出すこと，情報を送る送り手への不信感とメディアそのものへ

の不信感から構成されたと考えられた。本研究で示した国や電力会社への不

信感，放射線の情報などへの不信感（研究 3，5）は，先行研究（中谷内他，

2014：成他，2015）に類似した。信頼性が失われることは，SC が損なわれる

ことにも類似した。 
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１０．４ 本研究の意義 

 

 本研究の意義について以下に述べる。本研究は，震災 2 年後に新潟県の避

難者の調査（研究 1，2）を 2 回行った。続いて震災の約 7 年後京都府の避難

者の調査（研究 3～5），最後に震災約 8 年半後，福島県からの避難者（県

内・県外）と避難経験者，避難未経験者への調査を行った。経年による変化

と各地での調査を同じ項目と方法で再び行うことによって比較しながら研究

を行った。 

 

１０．４．１ 原子力災害の避難者のストレスと不安に関する研究への寄与 

 

本研究の意義として，第 1 に原子力災害の避難者のストレスの経年変化と

避難先の地域を変えて検討を行った点がある。ストレスは時間の経過ととも

に下がる傾向がみられたが，依然として残存しており，一部には PTSD 関連

症状がみられた点がある。避難先は新潟県，京都府，そして全国での調査を

行い比較した。 

 第 2 に避難経験者のストレスや PTSD 関連症状を検討した点がある。避難

経験者は避難者と同様に高いストレスの状態にあり，同時に PTSD 関連症状

を持つ人が一定の割合で残されている可能性があったことが明らかとなっ

た。避難生活を終え，もとの住居等に戻った避難経験者についても，引き続

き支援が必要となる可能性が示された。 

第 3 に原子力災害の避難者の問題・不安について幅広い視点から検討し，

「生活不安」と「スティグマへの不安」にまとめ捉えた点がある。量的研究

だけでなく質的研究も行って，原子力災害の避難者のストレスと不安をさま

ざまな視点から立体的に明らかにし，掘り下げることができたと考える。原
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子力災害の避難者のストレスと不安は，家族が別々で暮らすことの苦労や放

射線の影響を心配するという一面的な心理ではなく，家族や放射線に付随す

る多くの項目にわたっていた。 

放射線の身体への影響を不安に感じる心理は，自分や子ども，孫に及んで

おり，これに伴って差別されるのではないかというスティグマへの不安が強

く感じられていた。その「スティグマへの不安」が放射線の影響に関連して

いることを，本研究で実証的に明らかにした点があげられる。 

第 4 に SC という視点から避難者のストレスについて検討した点がある。

家族が別々に暮らすことはもちろん，震災当時の知人・友人，近所の人な

ど，避難により人間関係の喪失があったことを実証的に示した。原発事故を

めぐっては避難者の国や電力会社への信頼感の喪失があったことを，SC とい

う概念によりまとめ，説明した。あわせて避難者が避難先で人間関係を構築

し，新たに SC を獲得したことも具体的に明らかにした。SC には避難先の地

域の人や自治体も含まれ，避難者の支援にとって重要と考えられた。避難者

に対する自治体や地域の人の役割は，SC という視点からみて非常に重要であ

ることが示された。 

本研究は SC という概念を用いることで，避難者の失われたもの，得られ

たもの，さらにそれらを通じてストレスへの理解が容易となった。 

 

１０．４．２ 避難者の視点による支援と支援者～新しい視点への寄与 

 

 本研究では，第 5 に避難者の視点から支援と支援者を主たるテーマとして

検討を行った。その結果，避難者の支援者が家族や友人・知人，近隣住民等

であったことを明らかにし，支援者との関係性も含めて避難者支援をすると
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いうことで，より支援の効果をあげるということが言えるのではないか，と

考えられた。 

 すなわち，避難者にとって家族がもっとも重要な支援者（研究 2，4，6）

であり，家族のいない人にとっては知人・友人，地域の人，自治体が重要な

支援者となる。支援者となり得る人とのつながりが避難者支援にとってまず

重要で，それらをいかにつくるか，その関係を構築し維持するという視点を

提供した。その意味で自治体の役割や姿勢は重要で，全国各地で行われた避

難者のための交流会のような催しは一定の役割を果たしたと考えられる。 

たとえば，子どもと母親が避難している状況では，母親だけの支援ではな

く，子どもと母親の関係性を支え，母子をそれぞれに支援するという視点が

大切となる。子どもへの支援を行うことは母親への支援もつながるという視

点である。避難当初は子どもへの心配が大きくとも，将来的に母子の関係性

が健全に維持されることで子どもが成長し母親を支えられる，家族全体を支

えられる存在に成長しうることが本研究で示された。 

 第６に「メディアを通じたサポート」という新しい概念を提示した。「ソ

ーシャルサポート」という従来の支援はあったが，支援者は家族だけでなく

国やメディア，心理専門家などの複数の存在が支援者となり得ることを本研

究で示した。それが「メディアを通じたサポート」という形で認識された。

メディアを通じ支援のメッセージを伝える，問題解決につながるような大切

な情報を伝えることで支援者になりうると考えられ，本研究の意義と考えら

れた。「ソーシャルサポート」はこれまでの研究の蓄積（第 2 章 2．4）で示

されたように，中高生や子育て中の母親などへの支援など効果や内容につい

て研究されているが，「メディアを通じたサポート」はこれまでとは異なる

支援と考えられた。 

2020 年から 2021 年にかけて世界的な新型コロナウィルスの感染拡大で，

ステイホームと言われ人々が自宅で過ごすようになった際に，さまざまな人
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がメディアを通じて応援のメッセージを発出させたことがあった。政府や医

療関係者が新型コロナウィルスの情報を伝えたり，ミュージシャンが音楽を

届けたりしたことにふれて，安心感や支援されたように受け止めた人も多い

のではないだろうか。 

新型コロナウィルスの感染拡大の中で，人々が直接の支援であるソーシャ

ルサポートという形をとらなくても，メディアを通じたサポートができると

いう視座を提供した点は重要である。メディアを通じて専門家の情報の提

供，不安感の解消，勇気や励ましをあたえるメッセージなどが日々あったこ

とにより多くの人々が助けられたことは十分に考えられた。 

 

１０．４．３ メディアによる支援と影響の研究への寄与 

 

 「メディアを通じたサポート」を新たに提示したことに加えて本研究の意

義として，第 7 にメディアによる支援がどのようなかたちで行われたか，そ

してメディアによるマイナスの影響についても実証的研究により明らかにし

た。 

メディアがつらさを忘れさせてくれるという点では，ドラマや音楽に夢中

になる，インターネットで動物のかわいい映像に癒やされるという経験をし

た人も少なくないと思われる。また，情報を得るという点では，新型コロナ

ウィルスのワクチン接種を早く受けるにはどうすれば良いか，ワクチンを受

けた場合にどのような副反応があるか，という情報を得た人も少なくないと

思われる。 

逆にメディアによるマイナスの影響としては，震災のつらい経験や過去を

思い出すこと，メディアそのもの，メディアを通じて情報を出す送り手への

不信感があった。ある避難者は，福島県から新潟県に避難する際に，県境で
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防護服を着た，見たこともない集団に制止され，体の放射線を計測された

り，放射性物質を取り除く除染という手続きを経なければ県境を越えられな

かったりしたことについて，一生忘れられないと筆者に語った。震災の報道

に触れると，時としてこうした記憶が急に蘇るのだという。 

マスメディアだけでなく，スマートフォンが当たり前のように 1 人 1 台と

なるなかで，メディアがどのように避難者の心理に影響するのか，マイナス

の影響を与えるのかという点はますます重要になると考えられた。 

 

１０．４．４ 避難者の避難生活の受容の心理への寄与 

 

第 8 に本研究では「避難生活の受容」という概念が示された（研究 3）。

避難生活のつらさや避難によって SC を失ったことを嘆く気持ちが避難者に

よって語られ明らかになったこととは別に，避難者が現状を受け入れて前向

きに生きようという気持ちが示されたことは意義があった。公的機関等に不

信感を抱きながらも（研究 3，4，5），現状を受け入れ肯定して生きる姿が

見いだされた。避難先の近所の人と仲良く静かに暮らしていきたい，成長し

た子どもから避難してよかったと言われた，など避難者自身のことばを，筆

者は重く受け止めたい。 

今後の避難者支援や被災者支援を行うにあたって，以上の 8 点が寄与する

と考えられた。 
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１０．５ 本研究の限界と今後の課題 

１０．５．１ 本研究の限界 

（１） 研究デザイン 

 

 本研究では，震災 2 年後の新潟県の避難者への調査（研究 1，2）に続き，

約 7 年後の京都府への避難者調査（研究 3，4），全国の避難者や避難経験者

を対象とした調査（研究 5）を行った。 

一貫して避難者のストレスを調査し，SC，支援と支援者，自治体やメディ

アの支援と影響について検討した結果，避難者のストレスの推移や避難者視

点による支援，支援者が明らかとなった。 

しかし，本研究は同一の対象，地域へのコホート縦断的研究ではなく，単

純な比較ができないことが本研究の限界と考えられる。あくまで別の集団の

比較であって，回想的な回答も含んでおり本研究の限界といえる。 

本研究では，研究 1 のデータについて有意抽出されており代表性が十分と

言えず一定の限界がある。研究 2 は全世帯を対象とした調査であるが，新潟

県長岡市と柏崎市の避難者を対象としており一定の限界がある。研究 4 も京

都府を通した質問紙調査であり同様の限界があるほか，サンプルサイズが十

分とは言えず，ストレスとその規程因を明らかにするには至らなかった。研

究 5 のデータは，インターネットを通じた調査であり，代表性には一定の制

約があると考えられた。 

 

（２） 質的研究と量的研究 

 

本研究は２つの質的研究を行い，４つの量的研究を行った。 
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本研究は量的研究を中心としながらも，質的研究も行って具体例も含め立

体的に避難者や避難経験者の問題・不安，ストレスを捉えようと努めた。質

的研究では，避難者に即しての置かれた現状や心理，ストレスを検討し，避

難者のことばから分析を行った。しかし，質的研究は京都府への避難者を対

象としており，その意味で本研究の限界があると考えられた。 

 

（３） 生活不安 

 

 本研究は，避難者のストレスと支援，支援者を主なテーマとして全体を構

成した。避難者の問題・不安としては「生活不安」と「スティグマへの不

安」に含まれる 10 のアイテムについて調査した。これらのアイテムは，避難

者・避難経験者・避難未経験者間で有意差があり，「スティグマへの不安」

は避難者と避難経験者で高かった。 

しかし「生活不安」は有意差がなく，避難未経験者も同様に一定程度高い

可能性があった。この点についてどのように考えるか，今後の課題とも言え

るが，一般の人との比較データがなく，「生活不安」を明確にできないとい

う限界があった。福島県などの被災地に特有なのか，そうではないのか，生

活不安の比較データについてはさらに検討をしていきたい。 

 

（４） 信頼感 

 

 本研究では，避難者の信頼感について SC の一部として検討し，メディア

への不信というかたちでも議論を行った。原子力災害に関しては，情報源と

して信頼感を揺るがした公的機関，組織へ信頼が失われたことが明らかにさ

れているが，本研究でも整合した。公的機関が信頼を失ったことが SC を低
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下させていることが明らかにできたが，研究デザインの中でメディアの不信

に関しては掘り下げることができなかった。本研究の限界と考えられた。 

 

１０．５．２ 今後の課題 

（１） スティグマへの不安と放射線の影響 

 

 本研究では，放射線の影響が自分や子や孫にあるかもしれないという不

安，それによって差別されたりすることの不安，「スティグマへの不安」が

あり，その不安の心理を示した。これらは避難者と避難経験者で高く，子ど

もがいる人，健康に不安を感じている人が多かった。 

 しかし，スティグマへの不安が，個人のパーソナリティと関連があるかに

ついては明確にはなっていない。今後求められる研究として，避難者へのよ

りきめ細かな対応が必要となることが考えられ，パーソナリティとの関連に

ついて解明することが課題として残された。 

 

（２） PTSD 関連症状の可能性 

  

 本研究では，避難者と避難経験者の PTSD 関連症状のハイリスク率が避難

未経験者に比べて有意に高いという結果だった（研究 5）。 

しかしこれらの症状が震災に関連する，過去のどのような経験に結びつく

のか，避難の途中で経験したことによるのか，放射線の影響によるものか明

らかになっておらず，課題として残された。もともとトラウマティック・ス

トレスを抱えている人たちが避難する傾向が高かった，ということも考えら

れた。今後の研究課題としたい。 
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（３） 効果的な支援とは何か 

 

 本研究では，支援と支援者を取り上げ，避難者からみた支援の主体につい

て検討した。避難者に対する支援については，「ソーシャルサポート」と

「メディアを通じたサポート」にまとめられたが，支援の機能や効果にはふ

れなかった。 

たとえば自治体は災害が起きればすみやかに避難者や被災者にさまざまな

支援を行うが，どのような支援が効果をあげるのか，これまで行われてきた

ことで無駄や必要ないことは何か，限られた予算や人員の中で優先的に行う

べきことを詰めていく必要が出てくる。いままでのように考えられることは

できる限りやっていくというのでは何も変わらないということになりかねな

い。支援の機能や効果を検討することは，避難者への効果的な支援は避難者

を支えていく上で重要な課題であり，今後の研究課題として残された。 

 

（３） 避難者のコーピング 

 

コーピングは，本研究の主たるテーマではないが，避難者の心理やストレ

ス，支援に密接に関連する概念であり，主として研究 2 と研究 5 で検討し

た。 

研究 2 では，避難者の行動 8 カテゴリーを数量化Ⅲ類により解析した結

果，3 カテゴリーにまとめられた。すなわち，よく食べる，よく眠る等の

「食欲睡眠コーピング」，パチンコ等のギャンブルをした，飲酒をした等の

「回避的コーピング」，ボランティアにつらい気持ちを話した，保健師やカ

ウンセラーにつらい気持ちを話した等の「専門的コーピング」であった。コ

ーピングはストレスを下げるまでの関連性は見られなかった。 
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研究 5 でも「どんなときに落ち着くか」という 11 カテゴリーでコーピング

を検討した。結果，①家族でいっしょに過ごしているとき（51.6％）と最も

多く，次いで③自分だけの趣味に没頭しているとき（46.5％），②親しい友人

や知人と話しているとき（34.3％），⑥インターネットを見ているとき

（29.2％）の順であり，飲酒（19.7％）やギャンブル（3.9％）は比較的少な

かった。カテゴリー全体で見ると，家族など誰かといっしょに行うこと，自

分 1 人で行うことの 2 カテゴリーに分かれた。研究 2 では「食欲睡眠コーピ

ング」と「回避的コーピング」は 1 人で行うことであり，「専門的コーピン

グ」は誰かに頼る，あるいはいっしょに時間を過ごすこととみることがで

き，コーピングは，この 2 つの分類からとらえることができた。 

しかしコーピングと支援やストレスの関連は，十分に検討されないままで

あった。今後の課題としたい。 

 

（４） １人暮らしと孤独の問題 

 

 本研究では，1 人暮らしの避難者のストレスが高いことが明らかとなった

（研究 4）。1 人暮らしは，家族と暮らす人と比較して SC が乏しいことが考

えられ，ストレスが高いという結果はと合理性がある。 

 しかし，1 人暮らしがそのまま孤独な状態にあってストレスが高いと考え

ることは，単純化した構図であるという批判が出てくるのではないかと考え

られる。すなわち 1 人暮らしは必ずしも孤独と言い切れないし，孤独だから

と言ってつらい，ストレスの高い状態にあるとみることもやや短絡的であ

る。 

1 人暮らしの避難者を支援する，どのように支援するかという視点は重要

であるが，中には支援が必要ない人がいるということも考えなければならな
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い。1 人暮らしの人がどのようなコーピングを行っているか，SC をどのよう

に確保しているか，孤独と関連付けた研究は今後の課題である。 

 

（５） 大規模災害の避難者への支援と行政への提言 

 

 本研究では行政による避難者の支援が重要であること，メディアそのもの

やメディアを通じた支援が行われたと考えられた。自治体は支援得点が高い

という結果だった。つまり自治体は身近な支援者として，避難者への支援と

して何をどのように取り組むのか，どのように信頼関係を築くのか，どのよ

うなメッセージを出すのか，災害時に厳しく問われているといえる。自治体

がメディアを通じて情報を出していくこと，メッセージを伝えることで「メ

ディアを通じたサポート」になると考えられた。 

 しかし，支援にはつながらない，むしろ不信を招くような，反発を招くよ

うなメッセージや発言，行動，それによる心理的影響もあると考えられる。

東日本大震災でも政府高官の発言が問題視されたことがあった。こうしたこ

とがどのように避難者の支援にどのように影響するのか，確認しておくこと

は今後の課題として考えられた。 
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